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序章 
 
 日・韓における外国人労働者は劣悪な労働環境と人権侵害から保護される
べき社会的弱者であるという注目を浴びるようになってきたが、最近は増え
ていく外国人不法滞在者による犯罪行為などに対する国民の社会的不安が増
大する問題も出ている。 
特に、日・韓に滞在する外国人労働者に対する否定的な見解は多文化共生
社会が叫ばれている現在においても存在する。日・韓における外国人労働者
は、日雇いの多い農業や建設業、製造業など、日本人・韓国人労働者が避け
るいわゆる３K 労働を中心とした業種の雇用者には、一時的な低賃金の労働
力としての役割を果たすこととなった。しかし、外国人単純労働者の受け入
れにより、日・韓国内における日本人・韓国人労働者の就職の機会が奪われ
ていると批判の声をあげる意見もあり、特に韓国内においては、外国人労働
者の雇用に反対運動をする場合もある。 
今日、他の国での就労活動は、多くの雇用への機会と、より良い生活の質
の確保、母国との所得格差などを生み出すことにより、多くの外国人労働者
が他国への労働市場に移動・移住している。 
また、特定分野における労働力不足を補完するため、外国人労働者の確保
が必要不可欠な国が存在するために、外国人労働者の国際移動が行われるこ
ととなる。 
日・韓以外の他国においても、外国人労働者問題は課題となっている。少
子高齢化が世界どの国においても当たり前のようになってきており、それに
伴う労働力不足問題に頭を抱えながらも外国人労働力の導入が改善策として
提示されている。しかし、労働力の国際移動の歴史は、何世紀も遡ることだ
けに、私たちが現在経験している外国人労働者問題が最近のことと限られた
問題ではない。  
経済統合を達成する条件の一つとしてヨーロッパは、自由な労働力の国際
移動を支持してきたが、そうだとはいえ、ヨーロッパの各国が外国人労働者
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の受け入れ問題について必ずしも同意をしているわけではない。世界の多く
の国が外国人労働者を受け入れることが自国に利益を与える反面、経済的・
社会的に多様な問題を引き起こしかねないために、必要な外国人労働力を無
条件で受け入れるには一定の原則と規則の下でこの問題を扱っている。 
外国人労働者を受け入れた国であるとしても、外国人労働者に法律上の一
定の規制を定めているのが一般的であり、その中には外国人労働者の定住を
防ぐため就労期間に上限を設け、それ以上の期間の滞在については不法滞在
者と見なしている場合もある。 
このようなことから考えると、本稿における研究テーマである外国人単純
技能労働者の問題だけではなく、労働力の国際移動により日・韓へ滞在して
いる外国人労働者の定住問題についても今後は深く検討すべき必要がある。 
２０１６年から本格化した「ＩＳテロ組織」による暴力的な行為により、
ヨーロッパの各国では多くの難民を受け入れざるを得なかった。しかし、こ
のようなことは、近隣の国々が難民への支援対策として当然行わなければな
らないことでもあったが、質の悪い難民による集団暴力騒動があるなど、メ
リットとデメリットは必ず存在する。 
韓国において外国人労働者の受け入れが始まったのは、１９９０年代から
である。韓国は当時、日本の外国人技能研修制度をまねした外国人産業研修
制度を実施することにより、中小企業における労働力不足問題を解消しよう
とした。しかし、外国人産業研修制度は、送り出しに関する各種の不正や外
国人研修生への人権問題、現場から逃走した外国人研修生が不法滞在者にな
るという問題などが明らかになり、外国人産業研修制度を廃止、新たな外国
人勤労者雇用許可制度を制定するに至った経緯がある。 
このような問題は、外国人単純技能労働者を韓国より先に導入した日本に
おいても同じく発生している問題でもある。日本は、１９８０年代前半まで
は、外国人労働者の流入なく日本国内で労働力を補充することが一般的であ
り、この時期の外国人労働者のほとんどは中華料理人などの専門的・技術的
分野においての熟練労働者や風俗事業における外国人労働者が多かった。し
かし、１９８０年代後半からいわゆるバブル時代を迎えるようになり、特に
製造業や建設業での単純技術労働者の不足問題が深刻化していた１）。この時
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期以前においては、海外にすでに進出していた日本企業からの要請による、
海外に支店をもつ企業に限って日本国内における一時的な研修を許可してい
た。これはあくまでも日本企業の海外支店における技術移転であり、外国人
労働者を労働力として見なしたものではなかった。このような背景により制
定されたのが日本の外国人技能実習制度である。 
韓国だけではなく日本においても、外国人技能実習生への賃金未払い問題
や短時間の一時的な労働条件であるため、熟練までに至らないまま母国へ帰
国しなければならない場合や、外国人技能実習生の人権問題、悪徳斡旋事業
者による不当な賃金没収などの様々な問題を抱えている２）。 
日本の外国人技能実習制度は現在も継続的に実施されているが、韓国の外
国人産業研修制度は、前述したように制度の形を変化させてきた。このよう
な新たな制度への変化にもかかわらず、韓国における外国人労働者問題は、
送り出しに対する費用の何倍もかけて入国しなければならない構造的な問題
や悪徳斡旋事業者による韓国へ就労するまでの高額な費用問題などから外国
人不法滞在者に転落せざるを得ない外国人問題、雇用者の外国人労働者に対
する虐待問題など、制度の変化にもかかわらず、過去と同じ問題が継続的に
発生しているのが現状である。 
年々深刻化していく外国人労働者の問題は、韓国だけの問題ではなく、同
じく問題点を抱えている日本、つまり、日・韓の外国人労働者問題として扱
うべきである。それは、近隣国として同じ問題点を抱えている理由もあるが、
日本の外国人技能実習制度と韓国の外国人産業研修制度・外国人勤労者雇用
許可制度は構造的に類似しているからである。 
主な違いとしては、韓国は外国人産業研修制度時代の失敗を回復するため、
外国人を研修生としての身分から勤労者としての身分へ変化させたことであ
る。それ以外のシステム上の組み立ては類似しており、日・韓ともに今後少
子高齢化による国内における労働力不足問題を抱えているという点である３）。 
その解決策の一環として、日本は介護分野における外国人技能実習生を受
け入れることを近年積極的に検討している。しかし、韓国の場合、まだ家族
内扶養意識が残っているため、今すぐの問題点としては対策にのぼらないが、
今後の少子高齢化の速度から考えると、将来韓国においても同じ問題が引き
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起こされる可能性は高い。 
このようなことから、本研究では、今日日本で問題視されている介護労働
者不足問題を取り上げ、日本における介護労働者不足問題を解消するための
一つのキーワードである外国人介護労働者の受け入れについて考察を行い課
題や問題点を明らかにすることや、日本以上の少子高齢化が進んでいる韓国
における将来の介護労働者不足問題をどのような視点から考えていくべきで
あるかについて考察することを研究目的としている。この目的を達成するた
め、本論では次の３点について検証を行う。 
第一に、日本と韓国における統計資料を用いて、年齢階級別人口の推移、
高齢者世帯の推移、性別高齢人口の推移、老年人口一人を支える生産年齢人
口の推移の比較を行うことにより、日・韓における高齢者の実態を明らかに
する。 
また、日本における外国人労働者の受け入れ状況や中国、ベトナム、イン
ドネシアなどからの技能実習生の受け入れ状況について統計資料を用いて検
討を行い、現在日本で活動している外国人労働者の実態を明らかにする。 
第二に、韓国における外国人産業研修制度の検討を行い、その問題点を明
らかにする。前述したように、韓国において外国人労働者の受け入れが始ま
ったのは１９９０年代からであり、日本の外国人技能実習制度のような外国
人産業研修制度を実施した。しかし、韓国の外国人産業研修制度は送り出し
機関や悪徳斡旋事業者による不正や外国人産業研修生の人権侵害問題、賃金
没収、賃金未払い問題などにより廃止され、外国人勤労者雇用許可制度を新
たに開始したのである。韓国における外国人産業研修制度上で明らかになっ
た問題は、日本の外国人技能実習制度においても問題視されていることであ
るため、なぜ韓国は外国人産業研修制度を廃止せざるを得なかったのかにつ
いて明らかにする。 
 また、日本において、介護分野における外国人労働者の受け入れの始発と
なる経済連携協定（ＥＰＡ）や外国人技能実習制度について検討を行い、日
本へ流入するようになった背景やその流れなどの歴史的変遷及び制度の仕組
みについて明らかにし、経済連携協定（ＥＰＡ）と外国人技能実習制度が抱
えている問題点や課題について明らかにする。 
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 第三に、今後介護分野における外国人労働者の受け入れが始まることを前
提に、送り出し国ではどのような取り組みをしているのかについて検証を行
う。 
 日本の経済連携協定（ＥＰＡ）による介護分野における外国人労働者を送
り出した経験を持つ中国、フィリピン、ベトナムなどの東南アジア諸国の中
からベトナムを対象に現地調査を行い、どのような学生が日本へ送り出しを
希望しているのか、送り出し機関はどのような所であるのか、今後介護分野
における技能実習生の送り出し機関としてどのようなことを準備しているの
かなどの現状を明らかにする。このような調査結果を基に、今後日本におけ
る外国人介護労働者の受け入れはどのような方向で進められるべきであるの
かについて、特に外国人介護労働者に対する教育面においてどのような視点
を持ち、進むべきであるのかについても考察する。 
本論ではこれらのことを検証するために分析する。 
第１章では、日本と韓国における統計資料からみた高齢者の状況を明らか
にする。 
第２章では、日本における外国人労働者の受け入れ状況や技能実習生の受
け入れ状況について検討する。 
第３章では、韓国で一時的な労働者として受け入れた外国人産業研修制度
の変遷について検討し、その中で韓国の外国人産業研修制度が失敗した背景
について明らかにする。また、外国人産業研修制度から新たな制度として制
定された外国人勤労者雇用許可制度についても検討する。 
第４章では、日本の経済連携協定（ＥＰＡ）４）の導入背景や仕組み、問題
点について検討するとともに、外国人介護労働者の受け入れに関する議論を
踏まえ、今後の「出入国管理及び難民認定法」（平成２８年、法律第８８号）
での介護分野における外国人介護労働者の受け入れについて検討する。 
第５章では、日本の外国人技能実習制度について検討を行い、現在日本で
起こっている外国人技能実習制度に対する外国人労働者の問題について明ら
かにする。 
第６章では、今後日本の介護労働者の確保に関する研究の一環として、介
護分野の外国人技能実習生の受け入れに関する事前調査をベトナムに限定し、
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現地調査を行った（２０１５年１１月１８日～１９日）結果について明らか
にする。 
第 7 章では、今後日本の介護分野の技能実習生をどのような視点を持って
受け入れるべきであるのか、また、今後韓国においても同じく介護分野にお
ける外国人労働者を受け入れる場合、日本の今後の動きはどのような示唆を
与えるのかについて検討する。 
先行研究としては、上林千恵子『外国人労働者受け入れと日本社会』、佐藤
誠『越境するケア労働』、坂幸夫『外国人単純技能労働者の受け入れと実態』、
落合恵美子『アジア女性と親密性の労働』等がある。 
それらの内容は次の通りである。 
上林は『外国人労働者受け入れと日本社会』において、外国人労働者の受
け入れ実態について、東京都では人口の社会的流入により年齢構成に占める
若年者の比率は高いものの、零細中小企業においては若年者の採用がほとん
ど反映できず、従業員の高齢化が進んでいるため、外国人労働者の雇用は重
要であると述べている。このような経緯から流入した外国人労働者は出稼ぎ
を目的に来日しており、その目的は技能実習制度の目的である技能移転より
多いことを明らかにしている。また、技能実習生の受け入れ費用については、
技能実習生の受け入れは低賃金労働力の代替であるという議論に対し、実態
としては、制度的に多くの事務的手続きや教育訓練などが必要とされるため、
必ずしも労働費用を低下させることにはつながらないことを明らかにしてい
る５）。 
佐藤は『越境するケア労働』において、ケア労働の場と担い手が女性を中
心とした家庭から介護事業所などの多様な主体に拡大し、越境していると述
べ、グローバル化により、ケア労働分野における外国人労働者の受け入れは
日本の医療現場を始め、介護労働者へと拡大しつつあることを明らかにして
いる。加えて、このような背景により、特に、経済連携協定（ＥＰＡ）によ
るフィリピン人看護師が日本国内で増加しており、これらは国際結婚や移民
などの増加へとつながると述べている。ケア、教育労働などの再生産部門等
における移民労働者の実態に関する論点について南アフリカ、日本、フィリ
ピン、イギリスなどでの現地調査や実態の把握から非自発的移民や国際結婚
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も含め国際人口移動を考える際には人権、安全保障の視点から外国人労働者
の受け入れ問題や不法労働者問題などではなく、その家族や子どもの教育な
ど多様な観点から受け入れを考えるべきであることを明らかにしている６）。 
坂は『外国人単純技能労働者の受け入れと実態』において、富山県におけ
る外国人労働者の生活水準や地域活動の参加状況などについて述べている。
その枠組みとしては、一般外国人労働者と中国人技能実習生に分けており、
富山県における外国人労働者の実態をアンケートやヒアリングにて調査して
いる。その結果、富山県に居住する外国人労働者の内ブラジル人労働者の家
計水準がもっとも低いと述べ、その原因としてブラジル人の場合、非正規の
有期雇用が大半であることを明らかにしている。ブラジル人は、契約の途中
での打ち切りや契約更新をしない場合が多く、そのため仕事を失ったブラジ
ル人の外国人労働者は帰国を余儀なくされている可能性が高いと述べている。
また、富山県における中国人技能実習生については、東日本大震災の影響に
より第二次産業の零細工場や農家などへの仕事が続かず帰国せざるを得なか
った中国人技能実習生が多いことを明らかにしている。自然災害はどうしよ
うもないことではあるものの、中国に帰国した技能実習生の多数は出稼ぎを
目的に日本へ戻りたいと考えており、長期的な展望からすると中国人を中心
とした技能実習生の受け入れは３年間の在留期間、特定の勤務箇所などが持
つ法律上の拘束性も再検討しつつ、受け入れ態勢を整える必要があると述べ
ている７）。 
落合は『アジア女性と親密性の労働』において、近年におけるアジア女性
の家庭内での役割について考察している。従来の家事、育児に専念した女性
の役割が女性の社会進出の影響により、介護や家事、育児を外国人労働者が
代わりに担うというアジア女性の役割の変化について明らかにしている。ま
た、オランダ、インド、ベトナム、シンガポールなどのアジア各国の家庭内
の仕事、介護、育児をだれが担っているのかについて検討した結果、海外出
稼ぎを目的とする家事労働者が増えている他国に比べ、日本での介護、家事、
育児労働は助けてくれる人材が少ないため、その担い手となるは母親に集中
していると述べている８）。 
以上の先行研究以外にも労働政策研究からの実態報告書や外国人雇用に関
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する様々な専攻研究が近年著されている。しかし、外国人労働者の受け入れ、
特に介護分野における外国人技能実習生の受け入れについての先行研究は少
なく、大半は中国を中心とした研究が多い。そのため、中国、フィリピン以
外の国に関する研究は少なく、移民政策や多文化共生の観点がもっとも多い
のが現状である。本稿では、このようなことから、ベトナム現地における送
り出し機関の訪問調査を行い、今後介護分野における外国人技能実習生の受
け入れをどのような観点から考察していくべきであるのかについて、韓国に
おける外国人介護労働者問題も含めて検討する。 
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注 
 
１）  佐野哲「日本とアジア諸国における外国人単純労働者の受け入れ政策」、経営志林 第
45 巻 3 号、2008 年 10 月、P.37、P.46。 
２）  この内容については、第 5 章で詳しく論じる。 
３）  この内容については、第１章で詳しく論じる。 
４）  EPA：Economic Partnership Agreement の略語である。 
５）  上林千恵子『外国人労働者受け入れと日本社会』、東京大学出版会、2015、PP.12 
    1-220。 
６）  佐藤誠『越境するケア労働』、日本経済評論社、2010、PP.21-62、PP.206-221。 
７）  坂幸夫『外国人単純技能労働者の受け入れと実態』、東信堂、2016、PP.3-45。 
８）  落合恵美子・赤枝香奈子『アジア女性と親密性の労働』、京都大学学術出版会、20 
16、PP.1-110。 
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第１章 日・韓の高齢者の状況をめぐる比較 
 
 日本と韓国における家族形態は、現代社会では夫婦と子どもを中心とした
核家族化がいっそう進んでいる。それに伴い、家族機能の縮小や家族の価値
体系も多様化してきた。そのため、以前のように、同じ世帯の中で老親を扶
養することは困難になり、高齢者の介護や生活維持を社会全体で行わなけれ
ばならない状況になってきた。 
 最近では、高齢世帯数が増加してきている。後述の表３で示すように、２
００９年の韓国と日本の統計によると、全世帯数に占める６５歳以上の高齢
世帯の割合は、韓国が約１７．１％で、日本が約３０．４％である。また、
韓国の約３９．９％、日本の約３９．４％の高齢者が家族扶養に依存してい
ることから今後いっそう生じる介護問題は無視できない。 
 家族機能の崩壊により、多くの高齢者の老後生活は見通しの立たないもの
になっている。そのため、韓国の多くの高齢者は、公的所得保障以外に、老
後生活の対応策として貯蓄や私的保険などの掛け金で老後に備えているのが
現状である。 
 このような高齢者の状況を踏まえた上で、日本と韓国の高齢者に関わる生
活状況や日本における外国人労働者の受け入れ状況を統計資料を用いて比較
し明らかにすることを目的としている。これによって、今後ますます深刻化
していく介護労働力の不足問題を考える上での基礎資料として活用したい。 
本章の構成は次のとおりである。日本と韓国の統計資料を用いて、第１節
では、年齢階級別人口の推移、第２節では、高齢者世帯の推移、第３節では、
性別高齢人口の推移、第４節では、老年人口一人を支える生産年齢人口の推
移について比較・検討する。 
 
第１節 年齢階級別人口の推移の比較 
 ここでは、日本と韓国の高齢者の状況を総人口推移及び年齢階級別人口の
推移の統計を用いて比較・検討を行う。 
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 表１からいえることは、日本の総人口は、１９６０年代から２００７年ま
では持続的な増加を辿っている。しかし、２００８年以降は減少傾向になっ
ている。特に最も総人口がピークに達する２００４年の１億２，７７８万人
から２０３０年には１億１，５２２万人と約１０％の減少となると推計され
ている。これに比し、韓国の総人口は、表１によると、１９６０年代から持
続的な人口の増加となるが、２０２５年以降の推計では減少傾向となってい
る。表１によれば、韓国の総人口は日本の総人口ピークであった２００４年
より１６年後の２０２０年がピークとなり、その後人口減少傾向に入ると推
計されている。 
 
表１ 日本と韓国の総人口推移の比較 
（単位：千人） 
年 日本 韓国 年 日本 韓国 
1960 94,302 25,012 2003 127,694 47,859 
1970 104,665 32,240 2004 127,787 48,039 
1980 117,060 38,123 2005 127,768 48,138 
1990 123,611 42,869 2006 127,770 48,297 
1991 124,043 43,295 2007 127,771 48,456 
1992 124,452 43,747 2008 127,692 48,606 
1993 124,764 44,194 2009 127,510 48,746 
1994 125,034 44,641 2010 127,176 48,874 
1995 125,570 45,092 2011 126,913 48,988 
1996 125,864 45,524 2012 126,605 49,083 
1997 126,166 45,953 2013 126,254 49,162 
1998 126,486 46,286 2014 125,862 49,227 
1999 126,667 46,616 2015 125,430 49,227 
2000 126,926 47,008 2020 122,735 49,325 
2001 127,316 47,357 2025 119,270 49,107 
2002 127,486 47,622 2030 115,224 48,634 
15 
 
（出典）韓国の数値は、統計庁「将来人口推計」１）２００９、２０１０年による。
２０１０年以降は推計値。日本の数値は、総務省統計局「国勢調査」、「日本の人口」、
「人口推計」２）２００９、２０１０年による。２０１０年以降は推計値。 
 
 つまり、人口減少は生産年齢人口の減少につながることとなる。生産年齢
人口が減少すると物を生産したりサービスを供給できる人が減少するため生
産力の低下につながる要因となるのみならず、税金と保険料の納付者や介護
現場で働く介護者が減少することになる。そのため、１６年の差は、今後の
経済発展に影響を及ぼすと同時に現役世代の社会保障費に対する負担は段々
重くなっていくだろう。 
 
表２ 韓国と日本の年齢階級別人口の推移の比較 
（単位：千人） 
 韓 国 日 本 
年 0 - 14 歳 ％ 15 - 64 歳 ％ 65 歳以上 ％ 0 - 14 歳 ％ 15 - 64 歳 ％ 65 歳以上 ％ 
1960 10,587 42.3 13,698 54.8 726 2.9 28,434 30.2 60,469 64.1 5,398 5.7 
1970 13,709 42.5 17,540 54.4 991 3.1 25,153 24.0 72,119 68.9 7,393 7.1 
1980 12,950 34.0 23,716 62.2 1,456 3.8 27,507 23.5 78,835 67.3 10,647 9.1 
1990 10,973 25.6 29,700 69.3 2,195 5.1 22,486 18.2 85,904 69.5 14,895 12.0 
1991 10,858 25.1 30,170 69.7 2,266 5.2 21,904 17.7 86,557 69.8 15,582 12.6 
1992 10,791 24.7 30,610 70.0 2,345 5.4 21,364 17.2 86,845 69.8 16,242 13.1 
1993 10,734 24.3 31,023 70.2 2,436 5.5 20,841 16.7 87,023 69.8 16,900 13.6 
1994 10,653 23.9 31,445 70.4 2,542 5.7 20,415 16.3 87,034 69.6 17,585 14.1 
1995 10,536 23.4 31,899 70.7 2,656 5.9 20,014 15.9 87,165 69.4 18,261 14.5 
1996 10,403 22.9 32,326 71.0 2,794 6.1 19,686 15.6 87,161 69.3 19,017 15.1 
1997 10,233 22.3 32,791 71.4 2,929 6.4 19,366 15.4 87,042 69.0 19,758 15.7 
1998 10,091 21.8 33,125 71.6 3,069 6.6 19,059 15.1 86,920 68.7 20,508 16.2 
1999 9,972 21.4 33,420 71.7 3,223 6.9 18,742 14.8 86,758 68.5 21,186 16.7 
2000 9,911 21.1 33,701 71.7 3,394 7.2 18,472 14.6 86,220 67.9 22,005 17.3 
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2001 9,853 20.8 33,925 71.6 3,578 7.6 18,283 14.4 86,139 67.7 22,869 18.0 
2002 9,747 20.5 34,102 71.6 3,772 7.9 18,102 14.2 85,706 67.3 23,628 18.5 
2003 9,605 20.1 34,285 71.6 3,968 8.3 17,905 14.0 85,404 66.9 24,311 19.0 
2004 9,445 19.7 34,427 71.7 4,165 8.7 17,734 13.9 85,077 66.6 24,876 19.5 
2005 9,241 19.2 34,530 71.7 4,366 9.1 17,521 13.7 84,092 65.8 25,672 20.1 
2006 8,996 18.6 34,715 71.9 4,585 9.5 17,435 13.6 83,731 65.5 26,604 20.8 
2007 8,733 18.0 34,912 72.0 4,810 9.9 17,293 13.5 83,015 65.0 27,464 21.5 
2008 8,458 17.4 35,132 72.3 5,016 10.3 17,176 13.5 82,300 64.5 28,216 22.1 
2009 8,180 16.8 35,373 72.6 5,192 10.7 17,011 13.3 81,493 63.9 29,005 22.7 
2010 7,906 16.2 35,610 72.9 5,356 11.0 16,479 13.0 81,285 63.9 29,412 23.1 
2011 7,643 15.6 35,808 73.1 5,537 11.3 16,193 12.8 81,015 63.8 29,704 23.4 
2012 7,395 15.1 35,945 73.2 5,741 11.7 15,880 12.5 79,980 63.2 30,745 24.2 
2013 7,167 14.6 36,032 73.3 5,962 12.1 15,542 12.3 78,859 62.5 31,852 25.2 
2014 6,953 14.1 36,095 73.3 6,178 12.6 15,201 12.0 77,727 61.8 32,934 26.2 
2015 6,732 13.7 36,163 73.4 6,380 12.9 14,841 11.8 76,807 61.2 33,781 26.9 
2020 6,118 12.4 35,506 72.0 7,701 15.6 13,201 10.8 73,635 60.0 35,899 29.2 
2025 5,777 11.8 33,562 68.3 9,767 19.9 11,956 10.0 70,960 59.5 36,354 30.3 
2030 5,525 11.4 31,298 64.4 11,810 24.3 11,150 9.7 67,404 58.5 36,670 31.8 
（出典）韓国の数値は、統計庁「将来人口推計」３）による。２０１０年以降は推計
値。日本の数値は、総務省統計局「国勢調査」、「国民生活基礎調査」、「日本の
人口」、「人口推計」４）による。２０１０年以降は推計値。 
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（注）「表２ 韓国と日本の年齢階級別人口の推移の比較」により筆者作成。 
 
表２をグラフにすると図１のようになる。表２、図１の年齢階級別人口の
うち日本をみると、年少人口は１９７０年の１３，７０９万人がピークであ
り、その後は減少傾向となる。その構成比からみると２０３０年には９．７％
という１ケタの数値となり始める。生産年齢人口も１９６０年代から増加し
続け、１９９５年の約８，７１７万人とピークになるが、２０３０年には６，
７４０万人に減少する。年少人口の減少に続いて生産年齢人口の減少が始ま
る一方で、老年人口はおよそ２００９年の２，９０１万人から２０３０年の
３，６６７万人と７６６万人が増加すると予測される。 
韓国をみると、年少人口は１９７０年の１，３７１万人がピークであり、
その後は減少傾向となる。生産年齢人口は１９６０年代から増加し続け、２
０１５年の３，６１６万人とピークになるが、２０３０年には３，１３０万
人に減少する。年少人口の減少に続いて生産年齢人口の減少が始まる一方で、
老年人口はおよそ２００９年の５１９万人から２０３０年の１，１８１万人
と６６２万人が増加すると予測される。特に老年人口の構成比をみると、２
０１５年以降は持続的な増加傾向を見せ、２０２５年から２０３０年にかけ
て４．４％の急激な増加となる。その原因は、第１次ベビーブーム世代とい
われる１９５５年から１９６３年の間に出生した人々が２０２０年以降に６
５歳以上の高齢者になるからである。そのため、日本でも同じく問題になっ
ている団塊世代の問題（２０１５年問題）が韓国では２０２０年から起きる
0
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図１ 韓国と日本の年齢階級別人口推移 
0-14歳（韓） 0-14歳（日） 15-64歳（韓） 
15-64歳（日） 65歳以上（韓） 65歳以上（日） 
18 
 
と予想できる。しかし、表２を見てみるとわかるように、日本は老年人口が
徐々に増加していく反面、韓国は急激な増加を辿っているため、２０２０年
以降急増する老年人口の問題は日本以上に深刻な社会問題の一つとなるだろ
う。 
このように韓国と日本の総人口は各ピークの時点から２０３０年まで減少
傾向となり、その中でも年少人口の減少傾向は割に早い時期から始まってい
た。また、老年人口に関しては日本が高齢化社会（１９７０年）→高齢社会
（１９９４年）→超高齢社会（２００７年）になるまで２４年、１３年の期
間を要したことに対し、韓国は高齢化社会（２０００年）→高齢社会（２０
２０年）→超高齢社会（２０３０年）になるまで２０年、１０年と日本に比
べると急速な変化である５）。このことは、福祉や社会保障などの施策の立案・
実行・改正に影響を及ぼす。つまり、日本では２４年と１３年の間に諸制度
を整えればよかったが、２０年、１０年の急速なスピードの変化を見せてい
る韓国は、日本より４年又は３年先立って福祉や社会保障などの対策を考え
なければならないことを示す。しかし、韓国が高齢社会や超高齢社会を迎え
るまでには時間の余裕がまだあるので、今後は一層高齢者福祉に関する様々
な問題点の検討と実現に力を入れる必要がある。 
 
第２節 高齢者世帯の推移の比較 
ここでは、韓国と日本の高齢者の状況を高齢世帯の推移を用いて比較・検
討する。 
 
表３ 韓国と日本の高齢世帯の推移の比較 
（単位：千世帯） 
 韓  国 日  本 
年 
総世帯
数 
65 歳以上世帯数 
構成比
(%) 
独居高齢世帯
数 
構成比
(%) 
総世帯
数 
65 歳以上世帯
数 
構成比(%) 
独居高齢世帯
数 
構成比
(%) 
2000 14,507 1,733 11.9 543 3.7 46,782 11,136 23.8 3,032 6.4 
2001 14,843 1,878 12.7 589 4.0 47,262 11,654 24.7 3,212 6.8 
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2002 15,170 2,016 13.3 635 4.2 47,742 12,141 25.4 3,385 7.1 
2003 15,465 2,155 13.9 681 4.4 48,204 12,573 26.1 3,547 7.4 
2004 15,720 2,292 14.6 728 4.6 48,642 12,929 26.6 3,694 7.6 
2005 15,971 2,432 15.2 776 4.9 49,040 13,376 27.3 3,861 7.9 
2006 16,158 2,550 15.8 834 5.2 49,296 13,850 28.1 4,046 8.2 
2007 16,417 2,672 16.3 883 5.4 49,549 14,326 28.9 4,232 8.5 
2008 16,673 2,785 16.7 930 5.6 49,776 14,749 29.6 4,405 8.8 
2009 16,916 2,885 17.1 975 5.8 49,972 15,174 30.4 4,576 9.2 
2010 17,152 2,982 17.4 1,021 6.0 50,139 15,406 30.7 4,709 9.4 
2015 18,191 3,533 19.4 1,250 6.9 50,476 17,616 34.9 5,664 11.2 
2020 19,011 4,231 22.3 1,512 8.0 50,270 18,471 36.7 6,354 12.6 
2025 19,593 5,338 27.2 1,894 9.7 49,643 18,426 37.1 6,801 13.7 
2030 19,871 6,410 32.3 2,338 11.8 48,802 19,031 39.0 7,173 14.7 
（出典）韓国の数値は、統計庁「将来人口推計」、「保健福祉統計年報」、「人口
動態統計年報」６）による。２０１０年以降は推計値。日本の数値は、総務省統計局
「国勢調査」、「日本の人口」、「国民生活基礎調査」、国立社会保障・人口問題
研究所、「日本の世帯数の将来推計」７）による。２０１０年以降は推計値。 
（筆者注）統計上、年度、年の表記となっているため、数字が異なっている。 
 
 
（注）「表３ 韓国と日本の高齢世帯の推移の比較」により筆者作成。 
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表３をグラフにすると図２のようになる。世帯数でみると、日本の総世帯
数は、２０００年の約４，６７８万世帯から２０２０年には約５，０２７万
世帯と約７％が増加する。世帯主が６５歳以上の世帯は、２０００年の約１，
１１４万世帯から２０２０年には約１，８４７万世帯と約６６％の増加にな
り、その中でも特に独居高齢世帯は、２０００年の約３０３万世帯から２０
２０年には約６３５万世帯と約１１０％の増加になる。 
韓国の総世帯数は、２０００年の約１，４５１万世帯から２０２０年には
約１，９０１万世帯と約３１％の増加となる。世帯主が６５歳以上の世帯は、
２０００年の約１７３万世帯から２０２０年には、約４２３万世帯と約１４
５％の増加になり、その中でも特に独居高齢世帯は、２０００年の約５４万
世帯から２０２０年には約１５１万世帯と約１８０％と急激に増加する。ま
た、ここ１０年間の数値を見ても日本は６５歳以上高齢世帯が約１．４倍増
加しており、韓国は約１．７倍も増加している。特に独居高齢世帯は、日本
では約１．５倍に増加し、韓国では約１．９倍に増加している。 
このように、今後韓国と日本ともに一般世帯数は減少するものの、６５歳
以上高齢世帯は増加し、その増加は結局独居高齢世帯の増加につながってい
く傾向を示している。そのことはつまり、親子の同居率の低下などの要因か
らきており、６５歳以上の高齢世帯や独居高齢世帯の増加は介護を必要とす
る要支援・要介護状態の高齢者の増加につながる可能性が高い。特に、韓国
の場合、総人口の１４．６％を占めている第１次ベビーブーム世代（１９５
５年から１９６３年の間の出生）が２０２０年以降には６５歳以上の高齢者
となる。この第１次ベビーブーム世代は朝鮮戦争直後に生まれ、現役時代に
は１９９７年の経済危機やアメリカの金融危機まで経験している世代であり、
韓国でも最も子どもに対する教育熱意の高い世代、また親の扶養を担ってき
た世代でもあるため、本人の老後準備をするには困難であった世代でもある。
そのため、このような第１次ベビーブーム世代が含まれている２０２０年以
降の６５歳以上高齢世帯及び独居高齢世帯が急激な増加の傾向を示している
ため、２０２０年以降の要支援・要介護状態の高齢者に対する介護のあり方
について早急に考える必要がある。 
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第３節 性別高齢人口の推移の比較 
ここでは、韓国と日本の高齢者の状況を性別高齢人口の推移を用いて比
較・検討する。 
 
表４ 韓国と日本の性別高齢人口の推移の比較 
（単位：千人） 
年 
男性総 
人口 
65 歳以上男
性人口 
構成比
(%) 
女性総 
人口 
65 歳以上女性 
人口 
構成比
(%) 
男性総 
人口 
65 歳以上男
性人口 
構成比
(%) 
女性総 
人口 
65 歳以上
女性人口 
構成比
(%) 
1960 12,550 288 2.3 12,461 437 3.5 45,878 2,323 5.1 47,541 3,027 6.4 
1970 16,308 408 2.5 15,932 583 3.7 50,918 3,223 6.3 53,296 4,108 7.8 
1980 19,235 544 2.8 18,888 911 4.8 57,594 4,503 7.8 59,467 6,150 10.3 
1990 21,568 821 3.8 21,301 1,373 6.4 60,697 6,007 9.9 62,914 8,920 14.2 
1991 21,783 846 3.9 21,511 1,419 6.6 60,905 6,298 10.3 63,139 9,285 14.7 
1992 22,013 873 4.0 21,734 1,472 6.8 61,096 6,594 10.8 63,356 9,648 15.2 
1993 22,242 905 4.1 21,952 1,531 7.0 61,228 6,893 11.3 63,536 10,007 15.8 
1994 22,472 943 4.2 22,169 1,599 7.2 61,328 7,203 11.8 63,706 10,381 16.3 
1995 22,705 986 4.3 22,387 1,670 7.5 61,574 7,514 12.2 63,996 10,763 16.8 
1996 22,924 1,041 4.5 22,600 1,752 7.8 61,687 7,848 12.7 64,177 11,169 17.4 
1997 23,148 1,094 4.7 22,805 1,834 8.0 61,805 8,182 13.2 64,361 11,576 18.0 
1998 23,295 1,155 5.0 22,990 1,914 8.3 61,919 8,516 13.8 64,568 11,991 18.6 
1999 23,457 1,223 5.2 23,158 2,000 8.6 61,972 8,816 14.2 64,714 12,370 19.1 
2000 23,666 1,299 5.5 23,341 2,095 9.0 62,111 9,243 14.9 64,815 12,798 19.8 
2001 23,843 1,382 5.8 23,514 2,195 9.3 62,244 9,618 15.5 65,047 13,251 20.4 
2002 23,970 1,470 6.1 23,652 2,301 9.7 62,252 9,957 16.0 65,183 13,671 21.0 
2003 24,089 1,559 6.5 23,769 2,408 10.1 62,304 10,259 16.5 65,315 14,052 21.5 
2004 24,165 1,644 6.8 23,873 2,521 10.6 62,295 10,506 16.9 65,392 14,371 22.0 
2005 24,190 1,733 7.2 23,947 2,632 11.0 62,349 10,923 17.5 65,419 14,838 22.7 
22 
 
2006 24,267 1,835 7.6 24,029 2,750 11.4 62,330 11,310 18.1 65,440 15,294 23.4 
2007 24,344 1,938 8.0 24,112 2,871 11.9 62,310 11,703 18.8 65,461 15,760 24.0 
2008 24,415 2,032 8.3 24,190 2,983 12.3 62,251 12,044 19.4 62,251 16,172 24.7 
2009 24,481 2,112 8.6 24,265 3,079 12.7 62,130 12,399 20.0 65,380 16,606 25.4 
2010 24,540 2,189 8.9 24,334 3,166 13.0 61,868 12,569 20.3 65,309 16,843 25.8 
2011 24,592 2,276 9.3 24,396 3,260 13.4 61,698 12,688 20.6 65,215 17,016 26.1 
2012 24,632 2,373 9.6 24,450 3,368 13.8 61,506 13,173 21.4 65,099 17,572 27.0 
2013 24,665 2,478 10.0 24,497 3,483 14.2 61,292 13,687 22.3 64,962 18,165 28.0 
2014 24,689 2,581 10.5 24,537 3,596 14.7 61,059 14,186 23.2 64,803 18,748 28.9 
2015 24,706 2,678 10.8 24,570 3,702 15.1 60,806 14,570 24.0 64,624 19,212 29.7 
2020 24,679 3,303 13.4 24,645 4,397 17.8 59,284 15,462 26.1 63,451 20,437 32.2 
2025 24,505 4,276 17.5 24,602 5,490 22.3 57,406 15,562 27.1 61,864 20,792 33.6 
2030 24,190 5,217 21.6 24,444 6,593 27.0 55,279 15,636 28.3 59,944 21,034 35.1 
（出典）韓国の数値は、統計庁、「人口調査」、「将来人口推計」、「人口動態統
計年報」８）により筆者作成。２０１０年以降は推計値。日本の数値は、総務省統計
局、「国勢調査」、「国民生活基礎調査」、「人口推計」９）により筆者作成。２０
１０年以降は推計値。 
 
 
（注）「表４ 韓国と日本の性別高齢人口の推移の比較」により筆者作成。 
 
図３ 韓国と日本の性別高齢人口の推移 
65歳以上男性人口
（韓） 
65歳以上女性人口
（韓） 
65歳以上男性人口
（日） 
65歳以上女性人口
（日） 
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 性別高齢人口をみると、韓国と日本の６５歳以上高齢人口は１９６０年か
ら男女ともに増加傾向である。男性総人口の場合、日本は２００６年から減
少していくのに対し、韓国は２０２０年から減少していく。しかし、これら
の男性総人口の減少に対し、韓国と日本ともに６５歳以上男性人口は１９９
０年代から増加している。表４及び図３をみればわかるように、日本の６５
歳以上男性人口は２０１０年辺りから急激に増加している。しかし、韓国は
２０２０年辺りから日本よりもっと急激な増加を見せている。 
女性総人口の場合は、日本は２００８年から減少していくのに対し、韓国
は２０２５年から減少していくと予測されている。６５歳以上男性人口と同
様に６５歳以上女性人口も増加している。特に韓国においては、２０２５年
から２０３０年にかけて男性総人口に占める６５歳以上男性人口の構成比は
４．１％増加であるが、女性総人口に占める６５歳以上女性人口の構成比は
４．７％の増加と予想されている。２０１０年の数値からみると、韓国は男
性約１１人に１人、女性約８人に１人が６５歳以上の高齢者であり、日本は
男性５人に１人、女性４人に１人が６５歳以上の高齢者である。そのため、
高齢人口の増加とともに、高齢者への支援制度がますます必要となり、さら
には生活費が苦しいことにより社会保障の問題が重要課題となってくるだろ
う。韓国の場合、前述したように、２０２５年から２０３０年にかけて６５
歳以上男女ともに急激な増加を見せていることから、日本より早急な高齢者
の社会保障制度の整備のなかでも特に介護保険制度及び介護保険サービスの
整備の重要性が要求される。 
 
第４節 老年人口一人を支える生産年齢人口の推移の比較 
 ここでは、韓国と日本の高齢者の状況を、老年人口一人を支える生産年齢
人口の推移の比較の統計を用いて比較・検討する。 
 
表５ 韓国・日本の老年人口一人を支える生産年齢人口の推移の比較 
（単位：人） 
 老年人口一人を支える生産年  老年人口一人を支える生産年
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年 齢人口数（人） 年 齢人口数（人） 
韓国 日本 韓国 日本 
1960 33.5 16.5 2003 11 4.2 
1970 31.5 9.8 2004 10.5 4.1 
1980 25.2 10 2005 10 4 
1990 18.5 7.3 2006 9.5 3.8 
1991 18.1 7 2007 9.1 3.7 
1992 17.7 6.9 2008 8.7 3.5 
1993 17.1 6.4 2009 8.4 3.4 
1994 16.7 6.1 2010 8.1 3.3 
1995 16 5.9 2011 7.8 3.3 
1996 15.3 5.6 2012 7.5 3.1 
1997 14.7 5.4 2013 7.2 3 
1998 14 5.2 2014 7 2.8 
1999 13.6 5 2015 6.7 2.7 
2000 12.8 4.8 2020 5.4 2.4 
2001 12.2 4.6 2025 4 2.3 
2002 11.6 4.4 2030 3.1 2.2 
（注）「表２ 韓国と日本の年齢階級別人口の推移の比較」により筆者作成。 
 
 
33.5  
31.5  
25.2  
18.5  
16.0  
12.8  
10.0  9.5  9.1  8.7  8.4  8.1  6.7  5.4  4.0  3.1  
16.5 
9.8 10.0 
7.3 5.9 4.8 4.0 3.8 3.7 3.5 3.4 3.3 2.7 2.4 2.3 2.2 
1960197019801990199520002005200620072008200920102015202020252030
図４ 韓国と日本の老年人口一人を支える生産年齢人口の推移 
韓国 日本 
25 
 
（注）「表５ 韓国と日本の老年人口一人を支える生産年齢人口の推移の比較」によ
り筆者作成。 
 
 表５をグラフにすると図４のようになる。日本は老年人口一人を支える生
産年齢人口の割合が１９７０年から急速に減少している。１９６０年では一
人の高齢者を生産年齢人口１６．５人が支えていたのに対し、２００９年に
は高齢者一人を３．４人で支え、２０３０年には一人の高齢者を２．２人で
支えていかなければならなくなってしまう。この状況に関しては韓国も同様
である。 
 韓国は老年人口一人を支える生産年齢人口の割合が１９６０年の３３．５
人から２０３０年の３．１人とおよそ１０分の１以下に減っている。２００
９年では韓国は８．４人で日本の３．４人に比べると５人、つまり高齢者一
人に対し生産年齢人口５人の余裕はある。しかし、表２の老年人口の急速な
増加や高齢化社会から超高齢社会までかかる年数から考えるとその減少傾向
はあまりにも急速で激しい。このことは、日本で現在問題になっている老々
介護問題と同様の現象が韓国にも生じるおそれがあることを容易に推測させ
る。また、老年人口の増加や生産年齢人口の減少により、世代間扶養の基で
成り立っている社会保障費の負担や要支援・要介護状態の高齢者の介護問題
は生産年齢人口にとって過重なものになるはずである。韓国は日本に比べま
だ高齢者一人に対し生産年齢人口５人の余裕があるとはいえ、このような問
題についての対策を急がなければならない。 
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注 
 
１）  韓国統計庁「将来人口推計」2009、2010 年による。http://kostat.go.kr/wnsearc 
h/search.jsp、2016 年 1 月 15 日閲覧。 
２）  総務省統計局「国勢調査」、「日本の人口」、「人口推計」2009、2010 年による。 
３）  前掲、１）、韓国統計庁、2009、2010 年による。 
４）  前掲、２）、総務省統計局、2009、2010 年による。 
５）  内閣府『高齢社会白書』平成 22 年版、内閣府、2016、PP.2-3。 
６）   前掲、１）、韓国統計庁、各年による。韓国統計庁「人口動態統計年報」各年によ
る。http://kostat. go.kr/wnsearch/searc h.jsp、2016 年 1 月 15 日閲覧。 
韓国保健福祉部「保健福祉統計年報」各年による。http://www.mohw.go.kr/fro 
nt_new/sch/index.jsp、2016 年 1 月 15 日閲覧。 
７）   前掲、２）、総務省統計局、各年による。 
８）  前掲、１）、韓国統計庁、各年による。 
前掲、６）、韓国保健福祉部、各年による。 
９）   前掲、２）、総務省統計局、各年による。 
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第２章 日本における外国人労働者の受け入れ状況 
  
第２章では、日本における外国人労働者の受け入れ状況や中国、ベトナム、
インドネシア、フィリピンなどの送り出し国からの技能実習生の受け入れ状
況について統計資料を用いて検討を行う。 
本章の構成は次のとおりである。第１節では、日本における外国人労働者
の受け入れ状況を把握するため、日本の国籍別外国人登録者数の推移、在留
資格別外国人数の推移を用いて検討を行う。第２節では、日本における技能
実習１号ロ、技能実習２号ロの国籍別技能実習生数の推移を用いて技能実習
生の受け入れ状況について検討を行う。 
 
第１節 外国人労働者の受け入れ状況 
 前章で述べたように、韓国と日本における少子高齢化による社会保障費の
負担や要支援・要介護状態の高齢者の介護問題などは年々両国に深刻な社会
問題として取り扱われるようになってきている。特に、本稿のテーマである
高齢者の介護問題は、団塊世代が後期高齢者となる日本の２０２５年、韓国
の２０３０年問題には生産年齢人口の減少による介護者の人手不足問題がま
すます深刻化していくだろうと予想できる。そのため、日本においては、介
護職の人手確保のため、介護職員の処遇改善制度や介護職員の賃上げ、若手
（子育てママ）が辞めないよう企業内保育所での子育て環境の整備など様々
な方面から介護職に参入しやすいような促進策を設けるようにしている１）。 
 しかし、これらの促進策にもかかわらず、介護報酬の引き下げや若手の転
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職率の高さ、３Ｋ２）と呼ばれる介護職のきついイメージから介護職の人手不
足問題はなかなか改善できず、介護事業者の経営はますます困難となってい
る。このような状況から、日本においては、介護職における国内人材の活用
と介護職における外国人人材の活用についての議論が活発にされている現状
である３）。 
 現在、日本に滞在する外国人登録者は表６のようになる。 
 
 
表６ 日本の国籍別外国人登録者数の推移 
（単位：人） 
年 総数 中国 韓国・朝鮮 フィリピン ベトナム 
1960 650,566 45,535 581,257 390 不明 
1970 708,458 51,481 614,202 932 不明 
1980 782,910 52,896 664,536 5,547 不明 
1990 1,075,317 150,339 687,940 49,092 不明 
1995 1,362,371 218,585 666,376 74,297 不明 
2000 1,686,444 335,575 635,269 144,871 15,785 
2001 1,778,462 381,225 632,405 156,667 17,836 
2002 1,851,758 424,282 625,422 169,359 20,409 
2003 1,915,030 462,396 613,791 185,237 23,003 
2004 1,973,747 487,570 607,419 199,394 25,061 
2005 2,011,555 519,561 598,687 187,261 27,990 
2006 2,084,919 560,741 598,219 193,488 31,527 
2007 2,152,973 606,889 593,489 202,592 36,131 
2008 2,217,426 655,377 589,239 210,617 40,524 
2009 2,186,121 680,518 578,495 211,716 40,493 
2010 2,134,151 687,156 565,989 210,181 41,354 
2011 2,078,480 674,871 545、397 209,373 44,444 
2012 2,038,159 653,004 530,421 203,027 52,385 
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2013 2,066,445 649,078 519,740 209,183 72,256 
2014 2,121,831 654,777 501,230 217,585 99,865 
2015 2,232,189 665,847 491,711 229,595 146,956 
（出典）外務省「国籍（出身地）別外国人登録者数の推移」、総務省統計局「在留外
国人統計（旧外国人登録統計）」、法務省「出入国管理白書」４）各年により筆者作
成。 
 
 表６によると、日本における国籍別外国人登録者数は、１９８０年には７
８万２９１０人を超え、１９９０年には１０７万５３１７人と約３７％が増
加しており、２０００年には１６８万６４４４人と１９８０年の７８万２９
１０人と比べると２０年間で日本における国籍別外国人登録者数は約２．２
倍と急激な増加を見せている。２０００年代から現在に至るまでは、年々増
加傾向にあり、日本における２０１５年の外国人登録者２２３万２１８９人
は、日本の総人口の約１．８％を占めている。これは、外国人登録者数が急
激に増加し始める１９９０年の登録者数が日本の総人口の約０．９％である
のに比べると約２５年間で２倍の外国人登録者数に増加したことがわかる。 
特に、日本における国籍別外国人登録者数は、１９９０年から２０００年
代にかけて急激な増加を見せている。これは、１９８０年代後半から１９９
０年代にかけてバブル時代における建設業関連の外国人労働者の受け入れが
活発にされていたことも一つの要因であったと考えられる。その後、２００
９年まで外国人登録者数は、持続的な増加傾向を見せているが、２００９年
から２０１３年にかけては減少傾向にある。これは、２００７年の建築基準
法改正や２００８年のリーマンショックなどを含む国際的な金融危機に伴う
経済不況が原因の一つであったと考えられる。そのため、建築業にも不況の
影響を及ぼし、住宅建設着工数の急激な減少や倒産する中小の建築会社、日
雇い労働者の求人数の減少などが発生した５）。 
外国人登録者を国籍別に見てみると、２００６年以前は韓国・朝鮮人の外
国人登録者が一番多く、２番目に多いのが中国人であった。しかし、２００
９年以降の外国人登録者数は中国人が最も多くなっている。今はもはや日本
における外国人登録者数全体の約 30％を中国人が占めている反面、韓国・朝
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鮮人の登録者数は１９９５年以降年々減少傾向にある６）。 
ベトナム人やフィリピン人の外国人登録者数は、１９９０年代から急激に
増加している。フィリピン人の外国人登録者数は、１９９５年から２０００
年の間に約２倍の増加を見せている。 
特に、ベトナム人の外国人登録者数も２０００年代から年々増加しており、
２０１４年には９万９８６５人を超え、２０１５年には１４万６９５６人と
約４７％急激に増加している。これは、法務省の統計資料７）によると、技術・
人文知識・国際業務におけるベトナム人は、２０１４年４，３９３人から２
０１５年８，７９４人と約２倍に増えている。留学の場合も２０１４年３万
２８０４人から２０１５年４万９８０９人と増加している。特に大きく増加
している在留資格は、技能実習１号ロ、技能実習２号ロであり、２０１４年
１万８６３５人と１万４０４８人から２０１５年３万１４４４人と２万４５
７１人と約１．７倍の増加を見せている。 
このように、中国人や韓国・朝鮮人の外国人登録者数が年々低迷状態にあ
る反面、フィリピンやベトナムにおける技能実習生を対象とする建設・製造
業などの日本企業からの外国人労働者の受け入れが年々増加しており、さら
に外国人労働者の受け入れが活発化していることがわかる。 
 
図５ 在留資格別外国人数の割合 
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（出典）法務省「平成２７年末現在における在留外国人数について（確定値）」８）、
Ｐ．２。 
  
図５は、外国人の在留資格別人数の割合である。その内容を見てみると、
永住者と特別永住者、定住者が約５４．２％と外国人登録者総数の半分以上
を占めている。これに日本人の配偶者等、家族滞在を合わせた身分または地
位に基づく在留資格を持つ外国人登録者は、全体の約２３％を占めている。
さらに、日本が積極的に受け入れている技術・人文知識・国際業務における
外国人登録者は全体の約６．２％となっている反面、商工会等の営利を目的
としない団体の責任及び管理の下で行う活動をする団体管理型の技能実習１
号ロ、技能実習２号ロの場合は、外国人登録者全体の約８．３％と技術・人
文知識・国際業務における外国人登録者より約２．１％多い。 
 以上のように、日本における外国人登録者数は、１９９０年代から２００
０年代にかけて中国、韓国を中心に増加していたが、近年においてはフィリ
ピンやベトナムなどの開発途上国を中心に増加傾向にあることが理解できる。 
 
第２節 日本における技能実習生の受け入れ状況 
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 この節では、日本における技能実習生の受け入れ状況について統計資料を
用いて検討を行う。現在日本における技能実習生の送り出し国のうち主な送
り出し国である中国、インドネシア、ベトナム、フィリピンを中心に見てい
くこととする。 
 
表７ 国籍別技能実習生数の推移 
（技能実習１号ロ/技能実習２号ロ） 
（単位：人） 
年 中国 インドネシア ベトナム フィリピン 
2010 37,788/37,841 2,335/2,622 3,840/3,609 2,472/2,610 
2011 43,288/60,418 2,943/4,514 6,125/6,553 2,925/4,564 
2012 43,763/63,953 3,338/5,161 6,803/8,873 3,384/4,747 
2013 38,955/64,986 3,545/5,961 9,276/11,242 3,697/5,603 
2014 39,264/57,768 5,198/6,386 18,635/14,048 5,818/6,024 
2015 87,070/98,086 6,439/8,024 31,444/24,571 8,545/8,081 
（出典）外務省「国籍（出身地）別外国人登録者数の推移」、総務省統計局「在留外
国人統計（旧外国人登録統計）」、法務省「出入国管理白書」９）各年により筆者作
成。 
表７は、国籍別技能実習生数の内技能実習１号ロ、技能実習２号ロの推移
を表している。表７で示されるように、技能実習ロの受け入れ人数は全体的
に増加傾向である。技能実習生の受け入れ人数が最も多い国は中国である。
中国は、２０１０年から２０１５年にかけて年々増加傾向であり、特に２０
１４年には技能実習１号ロの３万９２６４人から２０１５年には８万７０７
０人と４万７８０６人が増加している。また、２０１０年の３万７７８８人
から２０１５年の８万７０７０人と、５年間で中国人技能実習１号ロは約２．
３倍と急激に増加している。技能実習２号ロの場合も年々増加傾向であり、
２０１０年の３万７８４１人から２０１５年の９万８０８６人と６万２４５
人が急激に増加している。 
 技能実習生の受け入れ人数が２番目に多いベトナムの場合には、２０１４
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年には技能実習１号ロの１万８６３５人から２０１５年には３万１４４４人
と１万２８０９人が増加している。また、２０１０年の３，８４０人から２
０１５年の３万１４４４人と、５年間でベトナム人技能実習１号ロは約８．
２倍と急激に増加している。技能実習２号ロの場合も年々増加傾向であり、
２０１０年の３，６０９人から２０１５年の２万４５７１人と２万９６２人
が増加している。 
 インドネシアの場合には、２０１０年の２，３３５人から２０１５年６，
４３９人と４，１０４人が増加しており、フィリピンの場合も２０１０年の
２，４７２人から２０１５年の８，５４５人と６，０７３人が増加している。
しかし、中国やベトナムに比べると緩やかな増加人数である。 
 このように、技能実習１号ロの増加は新規技能実習生の受け入れ人数の増
加を意味することであり、技能実習２号ロの増加は研修終了後現場での技能
熟練を目指して技能実習へ移行する人数も増加していることを示す。つまり、
日本における技能実習生数は中国人が圧倒的に多いが、年度別の増加率から
考えると今後中国人技能実習生を追いかけるようにベトナム人技能実習生が
急激に増加する可能性が高いということである。このことに関する詳細は第
４章～第６章で明らかにする。 
 
 
注 
 
１）  日本産経新聞「介護職「30 万人不足」厚労省、2025 年度時点の推計示す」、2015 
年 2 月 16 日 
２）   3K とは、危険、きつい、汚いを指す。 
３）  日本経済新聞「首相「外国人材活用を」建設や介護で検討指示」-人手不足解消、
経済活性化狙う‐日本経済新聞、2014 年 4 月 5 日。 
４）  外務省「国籍（出身地）別外国人登録者数の推移」、総務省統計局「在留外国人統
計（旧外国人登録統計）」、法務省「出入国管理白書」各年による。 
５）  建築基準法の改正や建築不況に関する詳細内容については、日経 BPnet「時代を読
む新語辞典」2008 年 2 月 5 日を参照。http://www.nikkeibp.co.jp/ style/ biz/abc/ 
newword/080205_36th/、2016 年 5 月 13 日閲覧。 
６）  前掲「時代を読む新語辞典」、2016 年 5 月 13 日閲覧。 
７）   法務省統計局「国籍・地域別在留資格（在留目的）別在留外国人」2014、2015 年
による。http://www.moj.go.jp/ housei/toukei/toukei_ichiran_touroku.html、201 
6 年 6 月 2 日閲覧。 
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８）  法務省「平成 27 年末現在における在留外国人数について（確定値）」、P.2。 
９）  外務省「国籍（出身地）別外国人登録者数の推移」、総務省統計局「在留外国人統 
計（旧外国人登録統計）」、法務省「出入国管理白書」各年による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３章 韓国における外国人産業研修制度 
 
 この章では、２００７年廃止となった韓国における外国人産業研修制度の
導入背景から廃止までの変遷について検討を行う。 
ドイツ、南米などへの労働力の主な送り出し国であった韓国は、１９８０
年代後半からの急速な経済発展により、労働力の受け入れ国に転換した。そ
のため、中国や東南アジア各国からの外国人労働力が流入し始め、外国人労
働者数は急激に増加した１）。急激な経済発展に伴い単純労働を主な産業とす
る製造業、建設業などの国内における単純労働者数の不足問題が深刻化して
いた。１９８０年代後半は特に、急速な経済発展とともに、１９８８年ソウ
ルオリンピック開催もあり、ソウルオリンピックの前後３、４年間は韓国国
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内における経済発展とともに労働者の勤労意識も変化したことから国内にお
ける単純労働者の募集は困難となった。その結果、外国人単純労働者の受け
入れの必要性が生じた２）。 
この章では、このような導入背景の下で導入された外国人産業研修制度に
ついて検討することとする。 
現在は外国人産業研修制度の一部改正により、韓国の外国人産業研修制度
はその規模をかなり縮小している。韓国国内では、外国人産業研修制度は失
敗であると評価されているため、その廃止の原因を明らかにすることは、日
本の外国人技能実習制度の今後の方向性への示唆にもなると考えている。 
本章の構成は次のとおりである。第１節では、韓国の中小企業における外
国人産業研修制度の歴史的変遷について明らかにする。第２節では、韓国に
おける外国人勤労者雇用許可制度について、その目的と実施機関などの仕組
みについて明らかにする。第３節では、韓国における外国人勤労者雇用許可
制度の問題点について明らかにする。外国人産業研修制度が廃止された理由
を明らかにし、現行の外国人勤労者雇用許可制度の実施後どのような問題点
が新たに又は継続的に生じているのかについて検討する。 
 
第１節 韓国の外国人産業研修制度の変遷 
 
第１項 外国人産業研修制度の導入背景 
前述のように、韓国における外国人産業研修制度は、１９８０年代後半か
らの経済発展に伴う単純労働者の不足問題がその原因である。特に、経済高
度成長期における国内労働者の高賃金とそれに伴う労働力不足の深刻化であ
る。その中でも特に、中小企業の製造、建設関連事業においての国内労働力
の不足問題が深刻化していた。 
１９８０年代後半から韓国国内における労働力不足の問題がますます深刻
化していた。１９９１年代には、住宅２００万の建設計画とともに、建設業
における単純労働者の需要が急増し、１９８９年の３．２％の韓国国内にお
ける労働力不足率は１９９１年に５．５％まで急増、特に生産職の韓国国内
における労働力不足が一番深刻で１９９１年に９％の労働力不足率を示した
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３）。 
その中でも、常勤労働者３０人未満の中小企業の生産職における労働力不
足率は１５．３％で、３０～９９人未満の中小企業の生産職における労働力
不足率は１２．６％、１００～２９９人未満の中小企業の生産職における労
働力不足率は１０．３％であった４）。韓国における失業率５）は、１９８５年
４％、１９８６年３．８％、１９８７年３．１％、１９８８年２．５％、１
９８９年２．６％、１９９０年２．４％、１９９１年２．４％であった。雇
用率６）は、１９８５年５４．３％、１９８６年５４．９％、１９８７年５６．
５％、１９８８年５７％、１９８９年５８％、１９９０年５８．６％、１９
９１年５９．１％であった。 
このように、当時国内における労働力不足問題を抱えていた中小企業の中
でも特に３０人未満の零細企業における労働力不足問題が一番深刻であった
ため、外国人労働者の受け入れに関する主な要因の一つとなった。 
また、韓国国内における労働力不足率とともに、当時労働力不足問題が一
番深刻であった製造業の生産職は、年間平均２０．７％ずつ賃金が上昇した
にもかかわらず、中小企業と大企業における賃金差は、１９８７年の中小企
業の賃金水準が大企業の賃金水準の８７．４％にしかすぎなかった７）。 
このように、中小企業の賃金水準は年々上昇したものの、大企業に比べ低
い賃金水準であったため、韓国国内の労働者だけで労働力不足問題を解決す
るには困難であった。また、１９８０年代以前、特に１９６０年代以降にお
ける韓国の労働力は、海外諸国との賃金水準の差から主に西ドイツ、南米な
どへ労働力を輸出する国であったが、１９８０年代後半から１９９０年代に
かけての急速な経済発展は、韓国を労働力の送り出し国ではなく、労働力の
受け入れ国として変化させた。 
このような問題を抱えていた１９９０年３月当時、韓国政府は、外国人産
業研修制度の導入による外国人労働者数の急激な増加に対する問題や外国人
産業研修生の受け入れによる労使問題などの勤労監督上の支障について検討
し始めた。その主な内容としては８）、①好意的な国際協力及び機能交流の促
進、②労働集約的産業等の短期的な経済的効果、③製造業、建設業などにお
ける労働力の減少を短期間で解消、④住宅及び教育、医療などの社会保障制
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度面での問題、⑤間違った異文化の理解による葛藤、犯罪発生の可能性、⑥
外国人労働者の受け入れによる国内労働者の雇用減少問題、⑦外国人労働者
による勤労条件の低下及び国内労働者によるストライキの可能性、⑧外国人
労働者の低賃金による国内労働者との賃金水準の差別問題などが挙げられて
いた９）。 
また、外国人産業研修生の場合、研修を目的として韓国へ入国するが、そ
の身分としては、滞在期間中は、労働基準法によって受け入れ企業と雇用関
係となるため、各労働関連法令による適用を受けることとなり１０）、これらを
指導、監督するための指針も必要であった。 
外国人産業研修制度の導入に関する議論として、１９９１年６月２８日商
工部産業政策局長及び関係機関による会議 1１）では、次の議論がなされた。 
①商工部：韓国国内における労働力不足問題を解消するため、外国人労働者
を積極的に受け入れる必要がある。 
②経済企画院、労働部：不足する労働力を解決するために外国人産業研修制
度を拡大することは、従来の外国人産業研修制度の目的に相違すると同時
に、外国人産業研修制度の受け入れ対象を拡大すると、様々な社会問題を
引き起こす可能性がある。 
③法務部：外国人産業研修制度の拡大に関しては慎重に考えるべき事項では
あるが、韓国国内における中小企業の労働力不足問題を解消するためには
外国人産業研修生の受け入れ人数枠の拡大は不可欠である。 
このように、韓国国内における労働力不足問題を解消するためには、外国
人産業研修制度の更なる活用は必要不可欠であるが、それに伴う外国人産業
研修生の指導・監督体制などの労使問題、住宅、医療などの社会保障問題、
異文化の認識による様々な社会問題などが考えられることから、外国人産業
研修生を積極的に受け入れることまでには至らなかった。 
以上のような背景により、１９９０年代韓国国内における各産業、特に製
造業、建設業を中心に単純労働力の人材不足問題が深刻化し、その中でも中
小企業の労働力不足が深刻化していたため、外国人産業研修制度を通しての
外国人産業研修生の受け入れとともに、技術の移転などの国際協力の強化を
図る目的として、外国人産業研修制度が導入された。その内容は、出入国管
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理法第７条及び第９条、同法施行令第７条、同法施行規則第１７条及び第７
８条に明示された。第７条では、「国際親善、観光または大韓民国の利益等の
ため入国する者として大統領令によって入国許可を得た者」として定めてい
る。第９条では、「必要性が認定された時のみ外国人の事前申請によりビザ発
行認定書を発行できる」と定めている。同法施行規則第１７条では、第９条
３項によりビザ発行認定書の発行対象として外国人産業研修生を定めている。
同法施行規則第７８条では、「外国人産業研修生として入国する外国人のビザ
発行認定書の発行権限を事務所長または出張所長に委任する」と定めている。 
その主な内容を明示している「外国人産業技術研修ビザ発行等に関する業
務処理指針」及び「外国人産業技術研修ビザ発行等に関する業務処理指針の
施行規則」の制定により施行された外国人産業研修制度は、韓国国内におけ
る中小企業と投資関係及び技術の輸出、提供関係にある外国の企業団体間の
産業技術研修のため、外国企業の技術者及び勤労者が韓国国内における諸企
業団体へ派遣され、研修を受けるとともに、研修期間終了後、韓国で習得し
た技術を派遣された外国企業で移転する目的を持つ制度である１２）。そのため、
外国人産業研修制度は、海外投資、技術提供、設備輸出などの国際協力関連
産業研修生と、中小企業協同組合中央会を通じて受け入れできる単純技能産
業研修生と区分できる。 
その中でも、単純技能産業研修生は、１９９１年１１月より海外投資企業
を通して外国人産業研修生を受け入れる制度として拡大・実施した。１９９
３年までは主に国際協力関連に対する外国人産業研修生を商工部長官が推薦
する事業団体のみ小規模にて実施した。そのため、海外へ支店を持つ事業団
体、海外への技術提供を主な事業としている団体、産業設備関連輸出事業団
体が商工部長官の推薦を受け、現地で雇用した外国人労働力の技術向上の面
から韓国国内において研修できるよう実施する制度であった１３）。しかし、前
述したように、当時の韓国国内における労働力不足問題は、特に海外進出が
困難である国内の零細中小企業に集中していたため、根本的な問題解消には
つながらなかった。 
また、当時外国人産業研修制度を通して韓国へ入国した外国人産業研修生
の所在不明・研修地逃走問題が急増すると同時に、外国人不法滞在者の数も
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急増し、パキスタン人不法滞在者８人による殺人事件の発生などにより、所
在不明の外国人産業研修生や外国人不法滞在者に対する規制強化の必要性に
ついての声が上がってきた１４）。従来の外国人産業研修制度は、商工部長官の
推薦による外国人産業研修生の選別であったため、①外国人産業研修生の選
別、導入、教育、帰国後のフォローアップが適切に実行されなかった、②外
国人産業研修生の総括的な教育、管理を行う国内人力サービス業者、斡旋事
業者が高額な手数料を外国人産業研修生や受け入れ団体から徴収する事例を
発見した、③国内人力サービス業者、斡旋事業者が外国人産業研修生の受け
入れに関連して出入国管理の公務員へわいろを提供したことが発覚したなど
の理由から、１９９３年１２月「法務部訓令第２９４号」には、改正された１
５）。１９９４年１月には中小企業協同組合中央会は外国人産業研修制度の団
体推薦が可能となった。これに伴い、中小企業協同組合中央会は「外国人産
業技術研修協力事業運用要領」を作成し、外国人産業研修生の選別、教育、
帰国後のフォローアップなどの業務に関与することとなった。 
しかし、外国人産業研修生や外国人不法滞在者による様々な社会問題があ
ったにもかかわらず、韓国国内における単純技能労働力不足問題は解消でき
なかったため、韓国政府は外国人不法滞在者の増加防止のための対策案を考
えると同時に、１９９４年９月には外国人産業技術研修調整協議会を通じて
外国人産業研修生の受け入れ人数枠を拡大する方針を決定した。このような
流れの中で、１９９２年単純労働者１万人を対象に外国人産業研修制度を最
初に実施し、１９９３年１１月には、外国人産業研修生２万人の一次的導入
を決定した。１９９４年９月には、繊維、靴製造業に従事する外国人産業研
修生１万人を追加的に受け入れ、１９９５年５月には、２万人の外国人産業
研修生を追加的に受け入れた１６）。 
 
 第２項 １９９５年から２０００年までの外国人産業研修制度 
１９９５年１月ネパール人の外国人産業研修生１３人による外国人産業研
修制度改善を要求する運動が約８日間続いた。ネパール人の外国人産業研修
生の運動の理由は、差別的な賃金と研修地の韓国人管理者から暴言・暴行を
受けたということであった１７）。その結果、１９９５年２月韓国労働部は外国
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人産業研修制度の改善に対する必要性を感じ、「外国人産業研修生の保護及び
管理に関する指針」を制定した。この指針は１９９５年３月１日から施行さ
れ、外国人産業研修生の法定労働時間による勤務体制、最低賃金の補償、健
康診断、産業災害補償保険、健康保険加入及び適用など外国人産業研修生と
して韓国で研修を受けるに当たっての基本的な労働基準を定めることとなっ
た１８）。 
１９９７年後半においては、韓国の通貨危機により国内における経済がま
すます悪化していた。相当な韓国人のサラリーマンがリストラされ、韓国の
多くの大企業が財源や人材の縮小などを経験した。このような事情は、外国
人労働者にも影響を与え、多くの外国人労働者の帰国へとつながった。しか
し、その当時帰国しても同じく経済危機を経験しているため韓国に残るのと
変わらないという判断から、帰国しなかった外国人労働者も存在した１９）。ま
た、研修地の経済困難により、賃金の未払い問題も発生した。 
その後、景気が回復し、１９９８年１０月には５人以上の事業所にも労働
基準法が適用され、１９９９年１１月には「海外投資企業産業研修生保護指
針」を制定、中小企業協同組合中央会を通じた外国人産業研修生も適用され
ることとなった。 
 
第３項 外国人産業研修制度の廃止 
通貨危機により減少していた外国人労働者数が１９９９年からまた増加し
始め、２０００年代に入り、外国人労働者への差別的な接遇や人権問題が表
面化した。これに対し韓国の雇用労働部は、従来の外国人労働者の人権や労
働問題などの改善のため、外国人勤労者雇用許可制度の導入を推進したが、
中小企業協同組合中央会、法務部などの反対により保留された。その理由と
しては、外国人勤労者雇用許可制度が実施されると、多様な費用（基本給の
引き上げ、賞与金、退職金、雇用許可及び在留許可などの処理に対する業務
過重など）が発生・増加し、中小企業への経済的負担が増えると同時に、高
賃金を払うことのできない中小企業への支援対策の一環として導入された外
国人産業研修制度の根本的な趣旨とは異なるとのことであった２０）。 
２０００年４月には、外国人産業研修生の就職制が導入され、従来の外国
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人産業研修制度に２年間の研修後１年間の就労が可能となった。この場合、
外国人産業研修制度にて２年間の研修を修了した者に限って外国人産業研修
生の就職制による１年間の就労が可能であったため、最初に適用されたのは、
１９９８年以降入国した外国人産業研修生であった。 
このような流れの中で、２０００年代に入り保留となった外国人勤労者雇
用許可制度について韓国の労働部によりまた議論された。当時の雇用労働部
は外国人移住労働政策に関する法案の一環として２００１年１２月外国人産
業人力政策審議委員会を開催し、外国人産業研修制度と外国人産業研修就職
制を実施しているにもかかわらず、韓国国内における労働力不足問題は解消
していないと強調、外国人不法滞在者の問題点を解消するための改善策を模
索すると同時に、外国人勤労者雇用許可制度の導入に向けての検討を行うこ
とを正式に確定した２１）。 
その主な内容としては、外国人勤労者雇用許可制度の導入に向けて、２０
０２年１月より外国人産業研修生の受け入れ人数枠を既存の８３，８００人
から８５，５００人へと拡大した。２００２年４月には、外国人産業研修就
職制の２年間の研修を１年間の研修と期間変更し、その代わりに就労期間を
１年から２年へと改善した。また、外国人産業研修生の選別を所管していた
中小企業協同組合中央会の推薦による受け入れを廃止し、１年間の研修から
２年間の就労に移行するに当たっての各研修団体の推薦による選別も廃止、
筆記試験と口述試験による選別及び所定の教育修了・評価による移行に改正
した２２）。 
２００１年１２月外国人勤労者雇用許可制度を導入に向けての検討を行う
ことを正式に確定したにもかかわらず、２００１年から２００２年にかけて
外国人勤労者雇用許可制度の導入に向けての議論は続いた。その主な内容２３）
については次のとおりである。 
①韓国国会中小企業特別委員会の委員長は、経済低迷の影響により、１０％
程度の賃金引上げの要因となる外国人勤労者雇用許可制度の導入は、零細
中小企業に悪影響を与えるため、制度の導入を無期限延長することを要求
した。 
②中小企業協同組合中央会は、韓国政府に対し、外国人移住労働者に関する
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政策を考える以前に、韓国国内における国民の失業問題や中小企業の労働
力不足問題を解決するための政策に向けて努力するべきであると要求した。 
③韓国カトリック教会協議会会長は、既存の外国人産業研修制度は、外国人
産業研修生への人権問題や外国人不法滞在者問題などを継続的に生み出す
ことから、外国人移住労働者の人権と正当な労働の権利を保障するために
も外国人産業研修制度を廃止し、外国人勤労者雇用許可制度を導入すべき
であると要求した。 
④国家人権委員会は、外国人労働者の人権実態調査を根拠に外国人労働者の
深刻な人権問題を改善するためには、現行の外国人産業研修制度を段階的
に廃止、差別がないように就労管理の補完、外国人不法滞在者の段階的措
置が必要であると要求した。 
このように、外国人産業研修制度の廃止、外国人勤労者雇用許可制度の導
入を巡って様々な議論がされた。そもそも、外国人産業研修制度が韓国にお
いて導入された主な趣旨２４）は、①外国へ進出する韓国企業の現地工場で勤務
する労働者を韓国で研修させ、現地工場で活用することにより、経営の効率
性を高める、②労働者不足問題から中小企業の製造業で外国人労働者を一定
期間研修させることにより、一時的な労働者不足問題を解消する、③開発途
上国に対する技術移転を通して経済協力を図るためである。 
 このような外国人産業研修制度を実施した場合、中小企業は外国人産業研
修制度の下で外国人労働者をより低賃金で研修生として活用することができ、
正規外国人労働者より、産業災害補償や雇用保険などの各種義務規定を緩和
できるため、受け入れ団体からすると利益追求をよりし易くなる制度である。
しかし、外国人単純労働者を研修生という名目で受け入れすることであるた
め、研修生に対する労働力搾取などの問題点を引き起こす可能性を持ってい
る制度でもある。特に、外国人産業研修制度は、１９９０年代末から２００
０年代の初めにかけて外国人産業研修制度の廃止から外国人勤労者雇用許可
制度への導入を要求する市民団体や政治団体などの意見を受け入れず、韓国
政府は、中小企業協同組合中央会を中心とした企業団体の要求を雇用者の費
用負担の増加などの理由から優先し、部分的な改正を行うのみで新たな制度
への導入は保留していた２５）。 
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 外国人産業研修制度の廃止問題が出始めたのは、１９９５年のネパール人
産業研修生のデモ運動であった。このように、外国人産業研修生は合法的な
在留資格を持つにもかかわらず、当時の外国人産業研修生は「勤労労働法」
上の保護は受けることなく、低賃金の外国人労働力として扱われてきた。ま
た、募集時点で決められていた賃金の半分以下しかもらえない場合もあり、
場合によっては斡旋事業者などにその賃金すら搾取されることもあった２６）。 
 このような外国人産業研修生の人権問題や残酷な労働環境問題などについ
て世間へ知られるようになり、２００２年末から韓国に在留する外国人産業
研修生を研修生としての在留資格ではなく、外国人労働者（勤労者）として
の在留資格を与えるべきであり、根本的な制度の改善が必要であると注目を
浴びた２７）。その結果、２００２年の１６代大統領選挙では、与党、野党とも
に外国人勤労者雇用許可制度の導入を選挙公約の一つとして提示するに至っ
た。 
 また、２００３年３月２９日には、外国人力制度関連の関係部署幹事会議
が開催され、外国人産業研修制度の廃止及び外国人勤労者雇用許可制度推進
に関する意見を発表した。同年４月１５日には、外国人勤労者雇用許可制度
を優先処理すべき問題案として取り扱ったが、ハンナラ党の同意を得られな
かったため立法化できず、７月３１日になって法案が可決された。これによ
って２００３年８月「外国人勤労者の雇用等に関する法律」（第６９６７号）
が制定・公布され、２００４年８月１７日より外国人単純技能労働者を対象
とする雇用許可制が施行された。２００５年７月には、外国人力政策委員会
で雇用労働部、法務部などの関連部署の合意を得て外国人産業研修制度を２
００７年１月１日より廃止することを確定した。 
以上みてきたように、外国人産業研修制度の導入から廃止までのその主な
制度の流れについて概略すると表８のとおりである。 
 
表８ 外国人産業研修制度関連事項 
1991 年 10 月 
 
「外国人産業技術研修ビザ発行等に関する業務処理指針」の制定及
び施行 
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11 月 外国人産業研修制度の施行 
海外投資企業における研修制度拡大・実施 
外国人産業技術研修調整協議会の設置 
1993 年 11 月 外国人産業研修生 2 万名受け入れ 
1994 年 1 月 
9 月 
中小企業協同組合中央会を研修推薦団体として指定可能 
外国人産業研修生の受け入れ人数枠の拡大 
1995 年 2 月 
3 月 
 
労働部「外国人産業研修生の保護及び管理に関する指針」制定 
外国人産業研修生の最低賃金、健康診断、産業災害補償保険、健康
保険加入及び適用 
1996 年 9 月 タバコ製造業、出版業、出版、印刷及び記録媒体複製業を除外した
全職種へ外国人産業研修対象の拡大 
1997 年 9 月 外国人産業研修生の賃金未払い防止保険加入 
1999 年 11 月 海外投資企業産業研修生に対する保護指針 
2000 年 4 月 外国人産業研修生の就職制（研修 2 年、就業 1 年）導入 
2001 年 9 月 外国人産業研修生の権益保護委員会設置・運営 
2002 年 4 月 外国人産業研修就職制（研修 1 年、就業 2 年）改正 
（2002 年 4 月 18 日以降入国者に限る） 
2003 年 3 月 
 
8 月 
産業研修生制度の廃止及び外国人勤労者雇用許可制度推進に関する
意見発表 
「外国人勤労者の雇用等に関する法律」制定・公布 
2004 年 3 月 
8 月 
「外国人勤労者の雇用等に関する法律」施行 
外国人勤労者雇用許可制度の施行 
2007 年 1 月 外国人産業研修制度を外国人勤労者雇用許可制度へ廃止 
（出典）韓国中小企業協同組合中央会、中小企業研究員『外国人研修就業制の政策
的効率性に関する研修』２８）韓国中小企業中央会、２００４、ＰＰ．３７－４２。 
 
第２節 韓国における外国人勤労者雇用許可制度 
 
第１項 外国人勤労者雇用許可制度の目的 
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外国人勤労者雇用許可制度は、韓国国内において労働力の確保が困難な企
業が外国人労働者を雇用労働部の雇用許可書の発行を受け、勤労者として雇
用できる制度である２９）。この外国人勤労者雇用許可制度は、外国人労働者を
韓国人労働者と同等に各種労働関係法を適用し、労働災害補償保険、最低賃
金などの労働者としての基本的権利を保障するための制度である。 
韓国国内における外国人の就労活動を目的とした在留資格は、「出入国管理
法」第２３条による外国人の就労及び在留資格によって区分され、短期就労、
教授、外国語の会話指導、研究、技術指導、専門職業、芸術、特定活動、非
専門職への就労、船員就労、居住、在外公民、永住、観光就労、訪問就労に
よる者と定められている。 
外国人労働者に対する政策は、専門的外国人労働者と非専門的外国人労働
者にと大きく区分できる。専門的外国人労働者に関する政策は、専門知識と
技術を持つ外国人労働者を受け入れるための政策であり、主に教授、外国語
の会話指導、研究、技術指導、専門職業、芸術、特定活動などの在留資格を
有し、韓国国内で就労活動を行う外国人労働者を意味する。特に、ＩＴ技術
分野の外国人労働者の場合、その特殊な専門性によりゴールドカード制度を
２０１１年から施行している。そのため、ゴールドカード制度に該当する外
国人労働者は、国籍に関係なく在留資格に対するビザを発行し、在留資格以
外の活動も許可しているなど韓国国内での在留活動に関する要件を緩和して
いる。採用手続きも非専門的外国人労働者に比べ簡単であるため、雇用者と
外国人労働者の雇用契約締結後、法務部長官のビザ発行認定書を発行するこ
とで外国人労働者としての在留資格を得ることができる。 
このように、専門的外国人労働者は積極的に受け入れする方針である反面、
非専門的外国人労働者の受け入れは消極的な方針であった。上記でも述べた
ように、韓国の産業構造及び労働市場の構造変化などの影響により、１９８
０年代後半大企業と中小企業間の労働条件の格差はますます広くなり、特に
中小企業における単純労働者の労働力不足問題が深刻化した。急速な経済発
展により製造業、建設業における労働力の需要は増加したが、韓国国内にお
ける単純技術労働力は不足する問題に直面することとなった。当時特に製造
業の労働力不足の解消方法として生産職を中心とした非専門的外国人労働者
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の受け入れが始まった。また、非専門的外国人労働者は、非専門就労と訪問
就労と区分され、雇用を許可している。非専門的外国人労働者を採用するた
めには、一定期間韓国人労働者の募集が前提となり、韓国人労働者の雇用が
困難な場合のみ雇用センターを通じて外国人労働者を募集することができる。
職種別に雇用できる人数枠を毎年制限しており、雇用された外国人労働者の
雇用契約期間も制限するなどの一時的なものとして外国人労働者の受け入れ
を許可している３０）。 
韓国は１９９１年１１月外国人産業研修制度の施行により、韓国国内にお
ける外国人単純技能労働者の受け入れを正当化した。その流れについては前
節でも述べたように、従来の外国人産業研修制度は、外国人労働者を韓国の
研修地で研修させ、その後母国で働かせるという開発途上国への技術移転の
意味を含んでいる。つまり、一時的な労働力として外国人へ研修生の在留資
格を与える制度であったため、最低賃金、「勤務基準法」、社会保険などに根
拠する労働時間、法定休暇などの労働環境の整備を保障することができなか
った。このようなことを理由に、外国人産業研修制度生の中には、賃金未払
いや暴言・暴力などの不当な処遇を受けた者もおり、これらの問題が人権問
題とつながり、外国人産業研修生の研修地からの逃走、外国人不法滞在者の
増加、外国人不法滞在者の不法雇用問題などが社会問題化した３１）。 
１９９５年から２０００年にかけて外国人産業研修生の人権問題が次々と
発生したことにより、２００２年４月外国人産業研修就職制を改正、１年間
の研修と２年間の就労へとその内容を変更したが、外国人産業研修生に関わ
る様々な社会問題を解消することはできなかった。 
その後、２００３年まで外国人勤労者雇用許可制度の導入は何回か保留さ
れるが、２００４年４月「外国人勤労者の雇用等に関する法律」（法律第６９
６７号）施行により、同年８月外国人勤労者雇用許可制度が導入されること
となった。また、２００６年まで外国人産業研修制度の段階的な廃止と外国
人勤労者雇用許可制度の安定化を図りながら実施していたが、２００７年１
月より外国人勤労者雇用許可制度のみを運用することとなった。 
 
 第２項 外国人勤労者雇用許可制度の実施機関 
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 韓国国務総理室に外国人力政策委員会を設置し、毎年韓国国内における労
働者の需給動向を把握し、外国人労働者の受け入れ規模や必要とする職種及
び送り出し国について選定している。外国人力政策委員は、企画財政部次官、
外交通産部次官、法務部次官、行政安全部次官、文化体育観光部次官、など
の２０名で構成している３２）。外国人力政策委員会で議論する案件を事前審議
するため、雇用労働部次官を委員長としている。 
 外国人勤労者雇用許可制度の施行機関の役割は、「外国人勤労者の雇用等に
関する法律」に外国人勤労者の雇用管理及び保護に関する事項を審議・議決
するため国務総理所属の外国人力政策委員会を設けることや、外国人勤労者
の権益保護に関する事項を協議するための外国人勤労者権益保護協議会を設
けることが可能であると定めている３３）。その主な内容は次のように整理でき
る。 
①雇用者の代わりに外国人労働者を受け入れる役割を持つ。つまり、外国人
労働者と韓国国内企業との雇用契約であるため、両方の立場から平等な関
係上での契約締結、契約移行、契約維持できるよう支援する。 
②一部の業務を韓国産業人力公団などの公共機関へ委託し、実施できるよう
にする。例えば、外国人労働者の選別に当たっての韓国語試験、雇用契約
締結のための支援、入国支援、外国人労働者の不満処理などである。 
③雇用者と外国人労働者の間で発生する問題を解決するための支援を行う。
異文化理解により問題や労働環境に関連する問題などを解消するため外国
人労働者の雇用管理全般を支援する。 
  
第３項 送り出し国の選別 
 外国人労働者を受け入れるための送り出し国の選別は、外国人力政策委員
会で最終的に決定され、韓国の雇用者の優先順位、送り出し過程に当たって
の透明性、効率性、外国人労働者の無断逃走などに対処するための強制的な
パスポートや通帳などの没収の可能性、外国人労働者の離脱率などを考慮し
て決定する。外国人雇用許可制により、２００４年以降１次送り出し国とし
て選ばれたのは、フィリピン、モンゴル、スリランカ、ベトナム、タイ、イ
ンドネシアの６カ国であり、２次送り出し国は、ウズベキスタン、パキスタ
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ン、中国、カンボジア４カ国に選定された。また、２００７年には、バング
ラデシュ、キルギス、ネパールがＭＯＵ（了解覚書）を締結した３４）。 
 ＭＯＵ（了解覚書）は、外国人労働者の募集と送り出しの過程においての
透明性の確保、両国間の責任強化のため、外国人勤労者雇用許可制度に対す
る全般的な事項を受け入れ国の雇用労働部長官と送り出し国の労働関連省庁
の長が締結することになる３５）。 
ＭＯＵ（了解覚書）は、現在、１５カ国(ベトナム、フィリピン、タイ、モ
ンゴル、インドネシア、スリランカ、中国、ウズベキスタン、パキスタン、
カンボジア、ネパール、ミャンマー、キルギス、バングラデシュ、東ティモ
ール)と締結している。ＭＯＵ（了解覚書）の有効期間は締結日から２年間維
持できる３６）。 
過去の外国人産業研修制度においては、送り出し国はすべて１８カ国であ
ったが、２００７年１月から外国人産業研修制度が廃止、外国人勤労者雇用
許可制度に一元化された。そのため、外国人労働者の選択権の尊重、送り出
し国との外交的関係、従来の外国人産業研修生の在留資格の変更などを総合
的に勘案し、従来の外国人産業研修生を送り出す国の大半をこの外国人勤労
者雇用許可制度の送り出し国として指定、実施している。 
 
 第４項 外国人労働者の選別及び受け入れ過程 
 外国人勤労者雇用許可制度による外国人労働者は、一般雇用と特例雇用に
区分することができる３７）。 
①一般雇用の外国人労働者の選別及び受け入れの流れ 
 外国人労働者の選別や導入の過程の不正を断絶するため、外国人労働者の
受け入れ過程においての民間機関による介入を排除しており、受け入れ業種
や規模、送り出し諸国などの外国人労働者関連の主要事項は外国人力政策委
員会で決定している。そのため、韓国と送り出し国間のＭＯＵ（了解覚書）
を締結し、外国人の求職者の選別条件、方法、送り出し機関、遵守事項など
を合意するよう明示している。現在、１５カ国とＭＯＵ（了解覚書）を締結
しており、ＭＯＵ（了解覚書）締結以降も韓国の雇用者及び外国人労働者の
継続的なモニタリングを通じて外国人不法滞在の件数、年間受け入れ人数、
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ＭＯＵ（了解覚書）の誠実な移行の評価によってＭＯＵ（了解覚書）を更新
するかどうかを決定する。 
求職を希望する外国人労働者は、送り出し国にある送り出し担当機関の主
管の下で韓国語試験を受けることができる。韓国語試験の合格後、試験の成
績、実務経歴、学歴などの選別基準によって求職者名簿に登録することがで
きる。送り出しの不正防止や外国人労働者の選別に対する基準を提示、韓国
語の会話能力の検証のために２００５年８月から韓国語能力試験を実施し、
合格者を対象に求職者名簿を作成、韓国産業人力公団で電算送付にて外国人
の求職者の登録を行う。 
外国人労働者を採用しようとする雇用者は各管轄の雇用労働部傘下の雇用
センターに外国人雇用許可を申請し、少なくとも７日間の韓国人の雇用に努
力した証明をしなければならない。韓国人労働者の雇用に失敗した雇用者は、
外国人雇用許可を受けて雇用センターから求人希望人数の５倍数の外国人求
職者の推薦を受けることが可能である。 雇用者は、学歴、年齢、経歴などを
考慮し、求人適格者を選別する場合、外国人雇用許可書を発行される。雇用
者は選別した外国人労働者と雇用契約を締結するが、その際には、標準勤労
契約書を使用して賃金、労働時間、休日、労働の場所、契約期間などその他
労働条件を明示する。また、雇用許可書、雇用契約書などを法務部の出入国
管理事務所に提出し、書類上の異常がない場合のみ法務部にてビザ発行認定
書を受けることが可能である。このビザ発行認定書を送り出し国に送付すれ
ば、送り出し国の機関から韓国大使館でビザが発行でき、韓国への入国手続
きを進めるようになる。韓国に入国した外国人労働者は、中小企業中央会な
どで産業分野別に分けて事前教育を２日間履修し、雇用者の現場で働くこと
となる。 
②特例雇用の外国人労働者の選別及び受け入れの流れ 
 訪問就労による外国人労働者を含む特例雇用の外国人労働者は、韓国国内
の出入国及び就職で相対的に疎外されてきた中国、旧ソ連地域の在外韓国人
を示す。在外韓国人労働者に対して自由な往来と韓国国内における就職の機
会を提供するため、２００７年３月から訪問就職の在留資格を与え、韓国人
と同等の就職活動の自由を保障、在外韓国人の雇用に関する手続きを緩和し
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た。 
このように、訪問就労ビザで韓国へ入国した在外韓国人は、５年間就労活
動を行うことができる。また、再入国許可なく自由に出入国が可能であり、
１回の入国時に３年間就労活動が可能である。訪問就職ビザで入国した在外
韓国人は、就職分野に関連する教育を受け、求職申請をすることが可能であ
り、雇用支援センターの就業斡旋を受け、就職することができる。この場合
においても一般雇用の外国人労働者の選別と同じく、韓国人の雇用機会の保
護のため、雇用者が一定期間韓国人労働者の求人努力をした証明が必要とな
り、韓国人労働者の採用に至らなかった場合、特例雇用可能確認書の発行を
受け、在外韓国人を雇用することができる。特例雇用可能確認書の有効期間
は１回に付き３年であり、雇用者が同在外韓国人労働者の継続的な就労活動
を希望すれば、別途の雇用許可手続きなしで雇用できる。また、有効期間内
に雇用センターが斡旋事業者した在外韓国人と雇用契約を締結しない場合に
は、最初の手続き手順と同様に韓国人労働者の採用の努力をする必要性があ
り、雇用許可を再発行しなけなければならない。 
雇用者は外国人労働者と雇用を開始した日から１４日以内に雇用センター
へ申告義務があり、就労を開始した日から１４日以内に法務部へ就労開始の
申告をしなければならない。これは、在外韓国人に対し、韓国人労働者と同
等の就労ができるよう保障し、雇用者の雇用許可手続きを緩和することによ
って雇用者の雇用可能な人数を超過しているかどうか、在外韓国人の労働移
動状況などを把握するため、雇用主に就労開始の申告を事後的にする趣旨の
ことである３８）。 
 
 第３節 外国人勤労者雇用許可制度の問題点 
 
 韓国はこのように、外国人産業研修制度から生じた様々な問題点を解消す
るため、２００７年から外国人産業研修制度を廃止、外国人勤労者雇用許可
制度へ一元化した。そのため、外国人労働者への様々な労働環境の整備がさ
れてきたにもかかわらず、外国人産業研修制度実施時と類似した問題点を未
だ抱えている。その問題点について①制度的問題点、②手続き上の問題点、
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③送り出しに対する費用の問題点、④外国人労働者の雇用管理上の問題点と
大きく四つに分類することができる。 
①制度的問題点 
 外国人労働者の人権問題、最低賃金にも及ばない劣悪な労働条件、研修生
としての役割限界などによる外国人産業研修生制度の問題点を解消するため
外国人勤労者雇用許可制度を２００４年から施行してきた。 
しかし、外国人労働者の労働権利が保障できず、外国人労働者の雇用が雇
用者としての特権かのように、現場内暴行、性的暴行、韓国人との労働条件
の差別、外国人労働者が就労する現場の移動制限、外国人不法滞在者の増加
などの問題を同じく生み出しているため、外国人産業研修制度の時代の悪循
環状態である。このままでは韓国人の外国人労働者に対する偏見と人種差別
の認識などがさらに深刻化し、外国人労働者に対する基本的な社会的安全装
置すら解体される状況がこの外国人勤労者雇用許可制度でまた起こっている
のである。 
②手続き上の問題点 
 外国人労働者は、韓国語試験の合格日から２年以内に雇用契約を締結しな
ければならなく、韓国の雇用者との雇用契約締結ができなかった場合には、
韓国語試験の合格が無効化され、韓国語試験を再度受験しなければならない。 
合格人員が過度に多い場合には、求職者名簿上の候補に登録され、結局、韓
国への就職ができなかったりする場合もある。そのため、韓国へ外国人労働
者として雇用できるかどうかの不安を抱えながら毎年外国人労働者の受け入
れ人数枠を予測しなければならない難点がある。 
また、２年間の期間内に韓国での雇用が決まったとしても韓国入国までの
手続きで２年から４年間の待機をしなければならない場合もあり、外国人労
働者がいつ雇用契約締結の通知を受けられるかわからない状況の中で、母国
での安定的な職場へ就職することは現実的に難しいことである。そのため、
入国までの期間、待機しながら支出する経済的、時間的損失は大きい。外国
人勤労者雇用許可制度の場合、入国もしくは今後の就労活動に当たっての事
前教育はほとんど行われていない状態であり、事前教育の義務も雇用者には
ないため、入国後韓国で行われる２日間の就職関連分野の教育は、実質的に
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は見せかけの形式上の教育に過ぎないのが現状であり、外国人勤労者雇用許
可制度によって入国した外国人労働者は、韓国の就労活動に関する十分な情
報を得ることができないまま韓国で就労活動をしているのが現状である。 
③送り出しに対する費用の問題点 
 外国人勤労者雇用許可制度の場合、送り出し国が調査した入国航空に係わ
る費用、健康診断にかかわる費用、ビザ手数料、試験料などの項目の金額を
算出し、韓国の雇用労働部に提出すれば、検討後許可をしている。こうした
入国に至るまでの公式費用は、一定期間義務的に告示するようになっており、
このような行為が送り出しにかかわる費用の不正防止に大きな役割を果たし
ている。 
しかし、送り出し国で数１０年間定着した構造的な不正を１０年という短
い期間で一掃させるということは実質的に不可能なことである。一部の送り
出し国では、未だ韓国への就職決定から入国までの期間を縮小するための不
正な費用が存在し、斡旋手数料などの名目で不法に送り出し国としての手数
料を要求するのが非公式的に発生している。 
外国人勤労者雇用許可制度の公式的な送り出しに関する費用以外に送り出
しに関する費用を悪徳斡旋事業者に支払った外国人労働者は、送り出し国で
の約１０年間の給料より多い金額のローンを負うことになる場合もあり、韓
国で稼いだ賃金のほとんどをローンの支払いに支出してしまう悪循環が続い
ている。このような矛盾によって韓国国内における外国人労働者の不法滞在
が増えるものとされている。 
④外国人労働者の雇用管理上の問題点 
 外国人労働者の韓国国内における定住を防ぐため、雇用契約期間を１回に
付き３年と規定しており、短期就労という名目で家族連れは禁止されている。
就労する現場の変更は、原則的に禁止し、正当な事由がある場合に限り、他
の事業所への変更を許可している。しかし、市民団体などでは、外国人勤労
者雇用許可制度の人権侵害の代表的な事例として事業所変更制限を挙げてい
る。現在、「外国人勤労者の雇用等に関する法律」（２００３年 8 月１６日、
法律第６９６７号）第 8 条、第 25 条によると、外国人労働者の事業所変更は、
雇用者が正当な理由により雇用契約期間中、雇用契約を解約しようとする場
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合や雇用契約が満了した後の継続的更新を拒否する場合、事業所の休業・廃
業その他外国人労働者の責任のない事由により、その事業所での就労が継続
できなくなったと認められる場合、事業所の雇用条件が雇用契約条件と異な
る場合、不正・不平等な雇用行為など外国人労働者への差別的な処遇を行っ
た場合などに限って３回（外国人労働者の責に帰すべき理由がない場合は１
回追加、休業・廃業の場合は回数から除外）認められる。また、このような
場合には、必ず雇用センターを訪問し、就職の斡旋を受けなければならない。
しかし、外国人労働者の大半が不便を訴えている労働環境、作業内容上の問
題ないし雇用者や韓国人労働者との葛藤、日常的な言語暴力、人権侵害など
による問題でその事業所を変更することは容易ではないのが現状である。ま
た、日雇い労働者の性格が強い農業分野における外国人労働者の場合は、農
業から製造業への業種間の移動・変更は不可能である。 
 以上述べてきたように、韓国における外国人労働者の受け入れについては、
様々な問題や課題を抱えているのである。 
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第４章 日本における経済連携協定 
 
介護分野における外国人労働者の受け入れが東南アジア諸国との経済連携
協定（ＥＰＡ） (経済連携協定) によって始まってから約７年が経過した。
日本において外国人労働者が本格的に流入してきたのは、１９７０年代後半
で、１９６０年代前半までは日本は主にアメリカやメキシコ、ブラジル、ア
ルゼンチンなどへの労働者の送り出し国であった。 
日本の外国人労働者問題に関する議論は大きく２回起こったと言われてい
る１）。まず、１９７０年代後半、ベトナム戦争終結に伴うインドシナ難民の
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流入や、風俗関連産業に従事する東南アジアからの女性が増え始め、１９８
０年代のバブル景気の製造業や建設業を中心とする労働力不足もあり、外国
人労働者の受け入れの拡大に関する声が産業界から出始めた。 
１９８５年のプラザ合意２）以降の円高の進行により、近隣国との賃金の格
差などの理由から多くの外国人労働者が日本へ出稼ぎのため流入し始め、１
９８８年６月に閣議決定された「第６雇用対策基本計画」での「専門的・技
術的分野の外国人労働者」の受け入れは「可能な限り受け入れる方向で対処」
するが、いわゆる「単純労働者」の受け入れについては「十分慎重に対応す
る」とされた。１９９２年の「第７次雇用対策基本計画」では、単純労働者
の受け入れについては、「国民のコンセンサス」が必要であると追加された３）。 
１９９０年代の終わり頃から２０００年初めの少子高齢化による人口減少
により労働力不足の問題が再び出始め、外国人労働者問題が議論された。こ
れが２度目の外国人労働者に関する議論であった。その後、１９９９年「第
９次雇用基本計画」では、日本の経済の活性化や国際化を図るための専門的、
技術的分野の外国人労働者の受け入れは積極的に推進されるようになったが、
単純労働者の受け入れについては消極的であった４）。 
今日のように介護分野における外国人労働者の受け入れがされ始めたのは、
２００６年の東南アジア諸国との経済連携協定（ＥＰＡ）からである。日・
フィリピン経済連携協定が２００６年９月に両国首脳によって署名され、２
００８年１２月に施行された。介護福祉士候補者は、２００９年４月～５月
にかけて日本へ入国し、就労が可能となった。就学については２００８年１
０月と２０１０年４月に介護福祉士養成校への入学が可能となった。さらに、
日・インドネシア経済連携協定が２００７年８月に両国首脳によって署名さ
れ、２００８年度よりインドネシア人介護福祉士候補者の受け入れが開始さ
れた。 
このように１９７０年代から専門的・技術的分野以外の外国人労働者の受
け入れについては消極的であった日本は、２０００年代に入り積極的な転換
をみせ、グローバル化も視野にいれた介護雇用政策に向けて動き始めている。 
とはいえ、このような受け入れは限定的なものであり、経済連携協定（Ｅ
ＰＡ）による外国人介護労働者の受け入れ枠は数百人程度とされているため、
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経済連携協定（ＥＰＡ）によって日本に来た外国人介護労働者は４年以内に
国家資格を取得できなかった場合には帰国しなければならなかった。依然と
して、「出入国管理及び難民認定法」での在留資格に「介護」はなく、介護分
野は外国人労働者の受け入れ政策に関して積極的に受け入れるとしている専
門技術者ではなく単純労働者に位置付けられている。国際化や少子高齢化な
どの社会情勢からみると、今後も外国人介護労働者の受け入れ要件の検討が
継続されていくことは間違いない。 
この章では、このような背景を踏まえて、今まで単純労働者としての外国
人介護労働者を認めていなかった日本が、経済連携協定（ＥＰＡ）を始め、
なぜ外国人介護労働者を受け入れざるを得なくなっているのか、高齢者政策
の観点から検討することとする。 
本章の構成は次の通りである。第１節では、外国人介護労働者の受け入れ
の始発点ともいえる経済連携協定（ＥＰＡ）の仕組み及び問題点について検
討する。第２節では、外国人介護労働者の受け入れに関する各団体の議論を
分析する。第３節では、単純労働者としての外国人介護労働者の受け入れ問
題は今後どのように展開していくのかを検討する。 
 
第１節 経済連携協定（ＥＰＡ）の導入背景及び問題点 
 
第１項 経済連携協定（ＥＰＡ）の導入背景 
 日本の要介護者数の増加による介護労働者数の不足問題が各現場で深刻と
なっている。 
 
図６ 生産年齢人口、労働力人口、必要介護職員数の見通し（試算） 
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（出典）厚生労働省、「今後の介護人材養成の在り方について（概要）」、今後の介護
人材養成の在り方に関する検討会報告書５）、２０１１年１月、Ｐ．７。 
 
図７ 介護職員の離職率（全産業との比較） 
 
       2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 
（出典）社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会「介護人材の確保につい
て」、第１回社会保障審議会福祉部会資料２６）、２０１４年１０月２７日、Ｐ．１３。 
 
２０１１年１月の厚生労働省、「今後の介護人材養成の在り方について（概
要）」７）の資料によると、前記の図６のように実際に必要となる介護労働者数
は、２００７年１１７万人から２０２５年には約２１２万～２５５万人にな
ると予想される。その一方で、介護福祉士養成校では生徒数の確保が非常に
難しくなっており、また、若者を中心に福祉の仕事から離れていく人も多く
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なっている。また、図７によると、介護職全体の離職率は２００９年では１
７．０％、全産業平均離職率は１６．４％、２０１３年では介護職全体の離
職率は１６．６％で、全産業平均離職率は１５．６％と２００９年、２０１
３年両方とも介護職全体の離職率は全産業平均離職率よりわずかにではある
が高いことがわかる。このような介護職員における人手不足の状況により今
後利用者に適切なケアが提供できるかどうかといった不安も感じられ、介護
分野における慢性的な人材不足はより深刻化していくだろう。 
 このような現状を踏まえた上で、現在、看護師・介護福祉士候補者の受け
入れが行われているインドネシア・フィリピン・ベトナムの経済連携協定又
は交換公文の導入背景について概観する。 
経済連携協定（ＥＰＡ：Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ Ａｇ
ｒｅｅｍｅｎｔ）とは、２以上の国（又は地域）の間で、自由貿易協定（Ｆ
ＴＡ：Ｆｒｅｅ Ｔｒａｄｅ Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ）の要素（物品及びサービ
ス貿易の自由化）に加え、貿易以外の分野、例えば人の移動や投資、政府調
達、二国間協力等を含めて締結される包括的な協定をいい、ここで示す人の
移動には、看護・介護分野における外国人労働者の受け入れに関する内容が
含まれている８）。 
日本において初めての看護・介護分野における外国人労働者の受け入れが
始まったのは、２００２年のフィリピン自由貿易協定の交渉の中で、フィリ
ピン政府が看護師や介護士の受け入れを求めてきたことに遡る。しかし、フ
ィリピンの場合、２００４年１１月にアロヨ大統領が自由貿易協定に大筋合
意し、２００６年に協定署名されたが、上院での批准が遅れたため、２００
７年５月「経済上の連携に関する日本国とインドネシア共和国との間の協定」
が日本国会において承認され、フィリピンより先行して受け入れが始まるこ
ととなった９）。これによると、①日本においては社団法人国際厚生事業団が
インドネシア人看護師・介護福祉士候補者の受け入れを希望する病院又は介
護施設の募集を開始し、②その一方、インドネシアにおいてはインドネシア
海外労働者派遣・保護庁がインドネシア人候補者の募集を開始し、③事業団
の斡旋によって、受け入れ機関とインドネシア人候補者とが雇用契約を締結
した上で、④２００８年厚生労働省告示第３１２号「経済上の連携に関する
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日本国とインドネシア共和国との間の協定に基づく看護及び介護分野におけ
るインドネシア人看護師等の受け入れの実施に関する指針」１０）において協定
発効後にインドネシア人候補者が日本に入国することと明示されており、イ
ンドネシア人看護師・介護福祉士候補者の受け入れが発効したのは、翌年の
２００８年７月からである。４カ月遅れてインドネシアとの協定に類似する
協定がフィリピンと日本の間で告示された。２００８年１１月には、「経済上
の連携に関する日本国とフィリピン共和国との間の協定」が公布及び告示さ
れ、その主な内容は、協定に基づくフィリピン人看護師・介護福祉士候補者
の受け入れは、「経済上の連携に関する日本国とインドネシア共和国との間の
協定」（第九十四条１及び４並びに協定附属書十第一編第六節）に基づくイン
ドネシア人看護師・介護福祉士候補者の受け入れとほぼ同じ枠組みとなって
いるが、協定には、病院又は介護施設で就労・研修を行って看護師・介護福
祉士試験に合格して看護師・介護福祉士資格の取得を目指すコースに加えて、
介護福祉士養成施設で就学し介護福祉士資格の取得を目指すコースが設けら
れており、両コースともに、今後所要の準備を経てフィリピン人候補者の受
け入れが開始されるところである１１）と明示されている。また、２００９年８
月には、「経済上の連携に関する日本国とベトナム社会主義共和国との間の協
定」（２０１２年厚生労働省告示第５０７号）が公布及び告示され、２０１２
年６月には、「看護師及び介護福祉士の入国及び一時的な滞在に関する日本国
政府とベトナム社会主義共和国政府との間の交換公文」が発効、同年の９月
には、「看護師及び介護福祉士の入国及び一時的な滞在に関する日本国政府と
ベトナム社会主義共和国政府との間の交換公文に基づく看護及び介護分野に
おけるベトナム看護師等の受け入れの実施に関する指針」が告示された１２）。
これによると、インドネシア・フィリピン看護師・介護福祉士候補者の受け
入れとほぼ同じ枠組みとなっているが、ベトナムにおいては、協定ではなく
交換公文として明示し、ベトナム候補者の受け入れは、交換公文で認められ
た一定期間を一時的な滞在と明示した点に違いがある。 
これらの指針は、以上の指針に加えて付医政発第１１０６０１２号、職発
第１１０６００３号、社援発第１１０６００４号、老発第１１０６００７号、
２００８年厚生労働省告示第３１２号を含む。その主な内容は次のとおりで
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ある１３）。 
①インドネシア・フィリピン・ベトナム看護師・介護福祉士候補者の受け入
れは、二国間の経済活動の連携強化の観点から、これまで日本として外国
人労働者の受け入れを認めてこなかった分野について、協定又は交換公文
に基づき、公的な枠組みで特例的に受け入れを行うものであり、看護・介
護分野における労働力不足への対応のために行うものではない。 
②協定又は交換公文で認められた期間内にインドネシア・フィリピン・ベト
ナム看護師・介護福祉士候補者は、受け入れ施設との協力の下で日本の国
家試験の合格を目標とした適切な研修を受けることとなる。この際の受け
入れ調整機関及び送り出し調整機関は国際厚生事業団（ＪＩＣＷＥＬＳ：
Japan International Corporation of Welfare Services）が日本の唯一の受
け入れ調整機関として位置付けている。 
③事業団は、受け入れを希望する受け入れ機関を募集し、指針で定める受け
入れ施設の要件、研修の要件及び労働契約の要件を満たす受け入れ希望機
関を選考する。事業団の斡旋により受け入れ機関と労働契約を締結したイ
ンドネシア・フィリピン・ベトナム看護師・介護福祉士候補者のみが「特
定活動」としての在留資格で日本への入国が認められる。なお、協定又は
交換公文に基づくインドネシア・フィリピン・ベトナム看護師・介護福祉
士候補者の受け入れについては、労働市場に悪影響を及ぼさないという観
点から受け入れ人数に上限を設けている。 
 
第２項 経済連携協定（ＥＰＡ）の仕組み及び問題点 
 ここでは、インドネシア・フィリピン・ベトナムの経済連携協定又は交換
公文（ＥＰＡ）に基づく看護師・介護福祉士候補者の仕組みについて述べる
こととする。本稿では、今後の外国人介護労働者の受け入れに関する問題を
明らかにすることを目的としているため、インドネシア・フィリピン・ベト
ナムの経済連携協定又は交換公文（ＥＰＡ）に基づく看護師・介護福祉士候
補者の仕組みの中でも特に外国人介護労働者に焦点を当てて検討する。 
 
（１）インドネシアの場合１４） 
62 
 
 インドネシア介護福祉士候補者（2008 年度～） 
趣旨 介護福祉士の国家資格取得と取得後の就労 
在留資格 二国間の協定に基づく「特定活動」の在留資格 
国家資格取得前 日本国内の介護施設で就労・研修（雇用契約締結） 
国家資格取得後 日本国内の介護施設で介護福祉士として就労（訪問系サービスは
除く） 
在留期間等 資格取得前：1 年間 3 回を限度として更新可能 
国家試験不合格：帰国 
国家資格取得後：在留期間上限 3 年、ただし、最初の 3 年間以降
は、過去の在留状況等により 3 年を超えない範囲で 回数に制限な
く更新可能 
入国の要件 ①から③までのいずれかに該当する者であること 
①インドネシア国内にある看護学校の修了証書Ⅲ取得者 
②インドネシア国内にある大学の看護学部卒業者 
③インドネシア国内にある①・②以外の大学又は高等教育機関か
ら 修了証書Ⅲ以上の学位を取得し、かつ、インドネシア政府によ
り介護士として認定された者。ただし、訪日前日本語研修（6 ヶ
月）受講後に日本語能力試験 N5 程度以上に達していること（2014
年度受け入れ～） 
JICWELS の紹介による受け入れ機関との雇用契約を締結してい
ること 
日本語等研修 入国後に 6 ヶ月間の日本語等研修を実施（日本語能力試験 N2 以
上の候補者は日本語研修を免除） 
送出し調整機関及び
支払 
インドネシア海外労働者派遣・保護庁（NBPPIU） 
350 万ルピア相当 /1 名当たり（予定）※350 万ルピア＝約 31,000
円（2014 年 5 月時点の換算レート） 
受け入れ調整機関及
び支払 
社団法人国際厚生事業団（JICWELS） 
①求人申込手数料－初めて候補者を受け入れる機関：30,000 円（税
別）/受け入れ機関当たり候補者を受け入れたことのある機関：
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20,000 円（税別）/受け入れ機関当たり 
②斡旋手数料－131,400 円（税別）/1 名当たり 
③滞在管理費－国家資格取得前の場合：20,000 円（税別）/1 名、
1 年間当たり。国家資格取得後の場合：10,000 円（税別）/1 名、1
年間当たり 
 
（２）フィリピンの場合１５） 
 フィリピン介護福祉士候補者（2009 年度～） 
趣旨 介護福祉士の国家資格取得と取得後の就労 
在留資格 二国間の協定に基づく「特定活動」の在留資格 
国家資格取得前 日本国内の介護施設で就労・研修（雇用契約締結） 
国家資格取得後 日本国内の介護施設で介護福祉士として就労（訪問系サービスは除
く） 
在留期間等 資格取得前：1 年間 3 回を限度として更新可能 
国家試験不合格：帰国 
国家資格取得後：在留期間上限 3 年、ただし、最初の 3 年間以降は、
過去の在留状況等により 3 年を超えない範囲で 回数に制限なく更
新可能 
入国の要件 ①又は②のいずれかに該当する者であること 
①フィリピン国内にある看護学校卒業者（4 年制学士） 
②フィリピン国内にある高等教育機関から学士号（4 年制大学卒業）
を取得し、かつ、フィリピン政府により介護士として認定された者、
ただし、訪日前日本語研修（6 ヶ月）受講後に日本語能力試験 N5
程度以上に達していること（2014 年度受け入れ～） 
JICWELS の紹介による受け入れ機関との雇用契約を締結している
こと 
日本語等研修 入国後に 6 ヶ月間の日本語等研修を実施（日本語能力試験 N2 以上
の候補者は日本語研修を免除） 
送出し調整機関及び フィリピン海外雇用庁（POEA） 
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支払 450 米ドル相当/１名当たり※450 米ドル＝約 45,700 円 （2014 年 5
月時点の換算レート） 
受け入れ調整機関及
び支払 
社団法人国際厚生事業団（JICWELS） 
①求人申込手数料－初めて候補者を受け入れる機関：30,000 円（税
別）/受け入れ機関当たり 候補者を受け入れたことのある機関：
20,000 円（税別）/受け入れ機関当たり 
②斡旋手数料－131,400 円（税別）/1 名当たり 
③滞在管理費－国家資格取得前の場合：20,000 円（税別）/1 名、1
年間当たり。国家資格取得後の場合：10,000 円（税別）/1 名、1 年
間当たり 
 
（３）ベトナムの場合１６） 
 ベトナム介護福祉士候補者（2014 年度～） 
趣旨 介護福祉士の国家資格取得と取得後の就労 
在留資格 二国間の協定に基づく「特定活動」の在留資格 
国家資格取得前 日本国内の介護施設で就労・研修（雇用契約締結） 
国家資格取得後 日本国内の介護施設で介護福祉士として就労（訪問系サービスは除
く） 
在留期間等 資格取得前：1 年間 3 回を限度として更新可能 
国家試験不合格：帰国 
国家資格取得後：在留期間上限 3 年、ただし、最初の 3 年間以降は、
過去の在留状況等により 3 年を超えない範囲で 回数に制限なく更
新可能 
入国の要件 ベトナム国内における 3 年制又は 4 年制の看護課程の修了者、ただ
し、訪日前日本語研修（12 ヶ月）受講後に日本語能力試験 N3 以上
に合格していること 
JICWELS の紹介による受け入れ機関との雇用契約を締結している
こと 
日本語等研修 入国後に 2.5 ヶ月間の日本語等研修を実施（日本語能力試験 N2 以
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上の候補者は日本語研修を免除） 
送り出し調整機関 
及び支払 
海外労働局（DOLAB） 
450 米ドル相当/１名当たり※450 米ドル＝約 45,700 円 （2014 年 5
月時点の換算レート） 
受け入れ調整機関及
び支払 
社団法人国際厚生事業団（JICWELS） 
①求人申込手数料－初めて候補者を受け入れる機関：30,000 円（税
別）/受け入れ機関当たり 候補者を受け入れたことのある機関：
20,000 円（税別）/受け入れ機関当たり 
②斡旋手数料－131,400 円（税別）/1 名当たり 
③滞在管理費－国家資格取得前の場合：20,000 円（税別）/1 名、1
年間当たり。国家資格取得後の場合：10,000 円（税別）/1 名、1 年
間当たり 
 
在留期間は資格取得前４年であり、「特定活動」の在留資格が与えられる。
その後、国家試験に合格すれば日本での就労が認められ、不合格ならば強制
的に帰国させられる。また、受け入れ施設１７）（病院、介護施設）とは雇用関
係を締結し、日本人が従事する場合に受ける報酬と同等の報酬が支払われ、
日本の労働関係法令や社会・労働保険が適用される。この場合、受け入れ機
関と介護福祉士との間の唯一の斡旋機関となるのが、厚生労働省の外郭団体
である「国際厚生事業団」である。このＪＩＣＷＥＬＳへ就労希望者は、受
け入れ希望機関情報等を参考に、就労意向のある受け入れ希望機関（施設）
の順位を記入した就労意向表（第一次マッチングは最大第１０位まで、第二
次マッチングは最大第２０位まで記入可能）をＪＩＣＷＥＬＳに提出し、受
け入れ希望機関（施設）と就労希望者のマッチングの組合せを導き出すこと
を行う。このマッチングによって決められた受け入れ施設で雇用契約に基づ
き就労・研修を行うこととなる。また、ＪＩＣＷＥＬＳでは、年一回の書類
調査と訪問調査を行って労働条件の監視を行い、不正が発覚した施設には３
年間の外国人受け入れ禁止という罰則を課す。ＪＩＣＷＥＬＳの２０１５年
度の介護福祉士候補者の受け入れは、インドネシア・フィリピン・ベトナム
それぞれ最大３００人ずつとされており、ベトナムについては、送り出し調
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整機関において就労希望者をすでに選考しており、介護福祉士コースでは２
０１４年５月の時点で１５５名が訪日前日本語研修を受講した１８）。 
介護福祉士候補者の資格取得までの流れとしては、入国したのちに２．５
又は６ヶ月の日本語研修期間終了後、雇用契約に基づき受け入れ施設におい
て就労・研修を開始することとなる。なお、インドネシア人及びフィリピン
人候補者の日本語研修免除者は、日本へ入国後、ＪＩＣＷＥＬＳが行う介護
導入研修（１０日間程度の予定）の修了後、受け入れ施設での就労を開始す
る。ベトナム人候補者が日本語能力試験Ｎ２１９）以上を取得している場合につ
いては、訪日前日本語研修は免除されるが、訪日後の２～３ヶ月間の研修は
受講する必要がある。このような流れにより日本語等研修が終了すると、日
本人と同等の雇用契約により、受け入れ施設での就労が始まり、年１回の介
護福祉士国家試験を受けることとなる。在留期間は介護福祉士の場合４年で、
この期間内に合格しなければならず、不合格の場合には強制帰国となる。ま
た、雇用契約においての主な内容や条件としては、①候補者の労働契約の期
間、就業場所、業務内容、基本給料、残業手当、労働時間、休暇・休日の労
働条件などの明示を明確にしないといけない、②日本人が従事する場合に受
ける報酬と同等額以上の報酬を支払うことや社会保険・労働保険の適用、試
用期間は設けないこと、③その他渡航費用、雇用契約終了後の帰国費用の負
担、契約の終了事由等がある。 
上記のような状況から経済連携協定（ＥＰＡ）の問題点として次のことが
指摘できる。 
①看護・介護分野における人手不足問題という実態があるにもかかわらず、
前述したように指針では看護・介護労働力不足への対策ではなく、二国間
の経済連携協定であるとしている点である。 
②受け入れ調整機関及び送り出し調整機関の中には経済連携協定（ＥＰＡ）
を単なる金儲けの手段として利用する悪質な仲介斡旋業者が存在するとい
う実態である。このようなことを含め、経済連携協定（ＥＰＡ）で来日す
る看護師・介護福祉士候補者が安心して安定的に就労できる環境（労働条
件、社会保障、待遇の確保など）であるかどうかという問題である。 
③日本の国家資格取得の厳しさである。定められた在留期間内に国家資格を
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取得しないと帰国しなければならない。例えば、日本人の場合、介護福祉
士資格取得のための手段の一つとして短期大学または専門学校で２年間勉
学する必要があることを考えると、３年または４年という在留期間は短い
のではないだろうか。国家試験不合格＝帰国ではなく、不合格になった場
合でも在留できる措置が必要ではないだろうか。 
 
第２節 外国人介護労働者の受け入れに関する議論 
 日本における外国人介護労働者の受け入れに関する議論は、かなり前から
行われ、桑原靖夫は、労働力移動の中で熟練度の高い専門的職業、技術者な
ど、知的水準の高いマンパワーの比重が増加していることを指摘し、特にフ
ィリピンの医師、看護師、ハイテク技師等高度熟練職種の労働者の先進国へ
の流出が問題化していると述べている２０）。佐藤忍は、フィリピンからの国際
労働力移動に関する研究課題として、経済成長と国際労働力移動の方向と規
模をどのように規定しているかを明らかにし、渡航先における労働生活の実
態の把握や出移民のメカニズムの特徴を検討する必要があると指摘している
２１）。また、看護分野においては、（社）日本看護協会などの専門職能団体は、
外国人看護師の受け入れについて、日本人看護師への営業を重要な留意点と
して、交渉に当たる政府などに要請してきた２２）。これに対し、日本政府は医
療・福祉分野の「人の移動」に関しては、①専門家の移動に限る、②国家資
格の取得を求める、③労働市場への悪影響を避ける、④送り出し及び受け入
れの組織・枠組みを構築する、⑤ステップ・バイ・ステップのアプローチを
行うといった原則に基づいて交渉を行ってきたといわれる２３）。一方、現場の
聞き取り調査２４）によると、日本人同士の高齢世代と若者世代の間でも意思疎
通は難しいのにましてや外国人ならなおさらで、耳は遠いし、発音は不明瞭
であるため、その日にどんなことをしたか、どんな反応があったかなどの利
用者の状態をきちんと報告しないといけない介護現場では難しいという心配
の声もあった。また、看護業界においても、たとえ、夜勤一つをとっても、
病院毎に勤務形態が異なるなど、施設、設備、経営運用状況も異なっていて、
外国人看護師を受け入れるための就業形態の体制を整える必要があり、英国
や北欧諸国で外国人看護師導入が進んでいるのは、大規模病院、国公立病院
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で多い事実に留意すべきであると述べている２５）。 
 内閣府大臣官房政府広報室の「外国人労働者問題に関する世論調査」２６）
によると、「女性や高齢者など国内の労働力の活用を優先し、それでも労働力
が不足する分野には単純労働者を受け入れる」が３９％で１番多く、２番目
が「今後とも専門的な技術、技能や知識を持っている外国人は受け入れ、単
純労働者の受け入れは認めない」が２５．９％で、「特に条件をつけずに、単
純労働者を幅広く受け入れる」が１６．７％であった。また、２番目に多か
った回答をしたのは２，０７５人の内５３７人で、認めない理由として「治
安が悪化する恐れがある」（７４．１％）、「地域社会の中でトラブルが多くな
る恐れがある」（４９．３％）、「不況時に日本人の失業が増加するなど雇用情
勢に悪影響を与える」（４０．８％）などであった。 
 外国人労働者の受け入れに一番重要な要件としては、「日本語能力」が３５．
２％で１番高く、「日本文化に対する理解」が３２．７％、「専門的な技術、
技能、知識」が１９．７％であった。また、少子高齢化に伴う日本人の労働
力不足を担う方法の一つとしての外国人労働者は、「高齢者や女性の活用を図
ったり、就労環境の改善や技術革新、情報化関連投資等労働生産性向上に努
め、それでも労働力が足りない場合に、受け入れることはやむを得ない」が
４５％で１番多く、「高齢者や女性の活用を図ったり、就労環境の改善や技術
革新、情報化関連投資等労働生産性向上に努めることによって解決を図るべ
きであり、安易に受け入れを考えない」が２９．１％で２番目となり、「高齢
者や女性などを含め、国内の労働力の活用に努めるだけでは限界があるので、
受け入れについて積極的に考えていく」が１５．３％であった。 
 このように、日本では、専門的な技術、技能や知識をもっている外国人の
受け入れは認めても、単純労働者に関する就労はやや認めないということが
わかる。実際、２０００年代に入ってから行われてきた経済連携協定（ＥＰ
Ａ）による看護師や介護福祉士の受け入れに対する議論として、日本看護協
会は、日本の看護師不足を解消するために安易に外国人看護師の労働力に頼
るのは問題であると述べ、日本人と同等の国家資格取得や同等の条件での雇
用、日本語能力を有することなどを強調した。受け入れ態勢に関しても受け
入れ組織の確立、言語や文化、医療体制の違いなどを克服できるような外国
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人看護師への支援体制、雇用に当たっての賃金、労働時間、福利厚生、社会
保障などの体制整備の確立が必要であると主張した２７）。また、看護や介護と
いう人の命にかかわる重要な仕事は、国防・警察・消防といった職業と同様
に国民が自ら担うべきであるという意見もあった２８）。 
 一方で、経済連携協定（ＥＰＡ）に対する議論がなされていた当時、日本
経済団体連合会は、外国人人材の受け入れに積極的で、必要性の高い外国人
人材として「将来的に不足が予想される技能者等」の中に、看護師、介護士
を明示した意見もあった２９）。また、外国人労働者を安価な労働力としてでは
なく、日本の社会に貢献する人と捉えて、もっと迎え入れるように日本人の
意識を変革すべきとの意見もあった３０）。このように、ここでは主な意見のみ
を紹介したが、経済連携協定（ＥＰＡ）による看護師・介護福祉士の受け入
れに関する賛否両論の議論も活発に行われてきたが、家事支援や介護などの
分野での外国人労働者を積極的に受け入れようとする日本政府の今後の動き
について注目する必要がある。 
 日本における今までの外国人介護労働者の受け入れに関する大きな論点は
二つであった。一つは、介護就労を目的とした在留資格を認めるべきかどう
かという問題である。今までは、介護は単純労働としたまま、経済連携協定
（ＥＰＡ）対象国のみ限定的に「特定活動」として位置づけてきたが、介護
を単純労働ではなく専門・技術的労働としての「高度人材」に位置づけて積
極的に受け入れる方針を示した以上、それを実現すべきである。 
もう一つの問題点は、どのような要件をクリアした人に介護就労を目的と
した在留資格を認めるべきかである。これについては、無条件、一定の研修
を修了した人、他国における介護関連資格の取得者、日本の介護福祉士資格
の取得者など様々な選択肢が考えられる。 
日本は外国人介護労働者問題に対し、今後どのような方向へと進むべきで
あるかについてより深く考えるべきである。介護政策の最終目標は、介護を
要するすべての人に対して良質な介護サービスを提供することである。その
ためには、介護サービスの量・質の確保はもちろん、質の高い介護労働者の
確保も重要な課題である。 
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第３節 今後の外国人介護労働者の受け入れ 
 
第１項 出入国管理及び難民認定法上の外国人労働者 
 現行の日本の外国人労働者の受け入れ政策の基本方針は、「高度人材」と「単
純労働者」の二つに分類され、前述したように「高度人材」の方は、受け入
れが積極的になされている反面、「単純労働者」の方は、受け入れが事実上な
されていないのが現状である。 
 日本で就労する外国人のカテゴリーとして「出入国管理及び難民認定法」
第３条、第１９条、第２３条、第２４条では大きく五つに分類される。 
①就労目的で在留が認められる者であり、いわゆる「専門的・技術的分野」
に該当する在留資格で、一般的にいわれている就労ビザがこれに該当する。
日本における外国人労働者の受け入れは、一定の要件を満たす場合に就労
を認め、その在留資格として定められているのは、(１)大学卒業のホワイ
トカラー、技術者を対象とする技術（機械工学等の技術者、システムエン
ジニア等のエンジニア）、人文知識（企画、営業、経理などの事務職）、企
業内転勤（外国の事業所からの転勤者）、(２)外国人特有又は特殊な能力等
を活かした職業を対象とする国際業務（英会話学校などの語学教師、通訳・
翻訳、デザイナー等）、技能（外国料理人、外国建築家、宝石加工、パイロ
ット、スポーツ指導者）、(３)高度に専門的な職業を対象とする教授（大学
教授）、投資・経営（外資系企業の経営者・管理者）、法律・会計業務（弁
護士、会計士）、医療（医師、歯科医師、看護師、薬剤師、診療放射線技師
等）、研究（政府関係機関、企業等の研究者）、教育（高等学校、中学校等
の語学教師）である。 
②身分に基づき在留する者としては、永住者、日本人の配偶者等、永住者の
配偶者、定住者が対象となり、これらの在留資格は在留中の活動に制限が
なく、様々な分野で報酬を受ける活動が可能である。 
③技能移転を通じた開発途上国への国際協力を目的とする技能実習において
は、その目的の通り国際貢献のため、開発途上国等の外国人を日本で一定
期間（最長３年）に限り受け入れ、ＯＪＴを通じて技能を移転する制度で
あり、現在、農業、漁業、建設、食品製造、繊維・衣服、機械・金属、家
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具製作、プラスチック成形関係などの７１職種１３０作業を対象としてい
る。 
④経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者、ワー
キングホリデー、ポイント制による優遇措置を受ける高度外国人材等を対
象とする特定活動をする人を対象にしている。特に経済連携協定（ＥＰＡ）
に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者に関しては、前述したように主
にインドネシア・フィリピン・ベトナムを中心に行われている。 
⑤留学生のアルバイト等と関連ある資格外活動は、本来の在留資格活動を阻
害しない範囲内（週２８時間以内）で、相当と認められる場合に報酬を受
ける活動が許可される。 
現在これらの五つの日本で就労する外国人のカテゴリーに該当する外国人
の総数は約７８．８万人であるが、介護分野については、就労が認められる
前記のカテゴリーの内④特定活動に限って介護分野が認められており、他の
カテゴリー、特に専門的・技術的分野においては介護分野については認めら
れていないのが現状である。 
ただし、最新の動向として前記のカテゴリーの中から、③技能実習に関し
ては２０１４年の「日本再興戦略」の改訂３１）の中において外国人技能実習制
度の見直しより、対象職種の拡大について検討がなされている。その内容を
見てみると、現在は技能実習制度の対象とされていないものの、国内外で人
材需要が高まることが見込まれる分野・職種のうち、制度趣旨を踏まえ、移
転すべき技能として適当なものについて、随時対象職種に追加していくと述
べ、その際、介護分野については、既存の経済連携協定に基づく介護福祉士
候補者の受け入れ及び検討が進められている介護福祉士資格を取得した留学
生に就労を認めることとの関係について整理し、また、日本語要件等の質の
担保等のサービス業特有の観点を踏まえつつ、２０１５年内を目途に検討し、
結論を得ることと述べている３２）。 
職種追加に当たっては、介護サービスの特性に基づく様々な懸念に対応す
るため、以下の３点について適切な対応が図られるかどうかを踏まえること
が必要であると述べている。その具体的内容については下記のとおりである３
３）。 
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①介護は外国人が担う単純な仕事というイメージとならないようにすること
について、(１)介護という仕事について、日本語能力の乏しい外国人が担
う「単純な肉体労働」という印象をもたれないようにすること、(２)介護
業界について、外国人を安価な労働力として使う業界であると認識されな
いようにすること、(３)外国人を介護ではなく、単なる下働きとして使う
ために制度を活用しているとの疑念をもたれないこと。 
②外国人について、日本人と同様に適切な処遇を確保し、日本人労働者の処
遇・労働環境の改善の努力が損なわれないようにすることについて、(１)
外国人でも、日本人と同等の労働を行う場合には、同等の処遇を行うこと
が担保されること、(２)同じ職場で働く日本人従業者と円滑な連携ができ
る環境が整備されること。 
③介護のサービスの質を担保するとともに、利用者の不安を招かないように
することについて、(１)利用者が安心してサービスを受けるのに必要な程
度の言語能力が担保されること、(２)技能実習生であっても、他の日本人
と比較し、サービスの水準が著しく劣ることがなく、安定性や確実性が担
保されていること、(３)利用者との間でトラブル等が起きたり、技能実習
生の労働者としての権利が侵されたりする状況を生じないこと。 
以上の三つの要件に対応できることを担保した上での職種追加に向けて具
体的な制度設計を進めることとしている。 
これらに関しては、２０１４年１０月から２０１６年９月までも検討が行
われており、例えば、日本語能力試験「Ｎ３」３４）程度を基本としつつ、１年
目の入国時は、業務の到達水準として「指示の下であれば、決められた手順
等に従って、基本的な介護を実践できるレベル」を想定することから、「基本
的な日本語を理解することができる」水準である「Ｎ４」程度を要件とし、
２年目は「Ｎ３」程度を要件とするなどの介護業務を行う上での必要なコミ
ュニケーション能力を確保するよう設定を行うこと３５）などについて検討が
なされている。技能実習制度に関しては、塩崎恭久当時の厚生労働大臣は自
民党政調会長代理時代に職種に介護の追加を含めた自民党案作成に携わり、
安倍晋三政権の成長戦略に盛り込んだ経緯がある。とはいえ、上記のコミュ
ニケーション能力で日本人の介護職員の指導を受けながら利用者の表情やし
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ぐさなどの変化をみて適切な介助ができるのか、意思疎通がうまく取れず、
現場の混乱や事故を招くのではないかという懸念は残る。 
ただし、これらに対するその具体的な内容や新制度への移行及び実施時期
等に関する法案は２０１６年 9 月２９日に本論文を提出した段階では国会で
可決されていないため、まだ確定できていない段階ではある。 
 
第２項 「専門的・技術的分野」の在留資格を持つ介護に従事する外国人
の受け入れ 
 介護に従事する外国人の受け入れは、「特定活動」の在留資格を持つ経済
連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者、「技能実習」
の在留資格による外国人介護人材の受け入れ、「専門的・技術的分野」の在留
資格を持つ介護に従事する外国人の受け入れと今後大きく三つの分野に分け
られる見込みである。筆者は「専門的・技術的分野」に興味を持つので以下
を検討することとする。 
 ここでは、「専門的・技術的分野」の在留資格を持つ介護に従事する外国人
の受け入れについて述べることとする。 
前述したように、今まで日本においては、経済連携協定（ＥＰＡ）に基づ
く外国人看護師・介護福祉士候補者の枠組み以外では介護従事者としての入
国及び在留は認められていなかった。しかし、高齢化が進む中で２０２５年
に向けて、最大で約 ２５０万人規模の介護人材が必要とされており、これら
の介護人材を確保するには国内の人材確保対策を充実・強化していくことが
基本であり、外国人を介護人材として安易に活用するという考え方は採用す
べきではないという世論の声により、国内人材の確保に向けた具体的方策の
在り方については、現在、社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会
において検討が進められているところである。 
「日本再興戦略」改訂２０１５の参考資料３３６）によると、持続的な成長の
観点から緊急に対応が必要な分野において新たな就労制度を創生するとし、
２０１５年３月、介護福祉士の国家資格を有する者の国内における就労を認
めるための新たな在留資格「介護」の創設を盛り込んだ出入国管理及び難民
認定法の一部改正法案を国会に提出した。その「出入国管理及び難民認定法
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の一部を改正する法律案の概要」３７）によると、介護の業務に従事する外国人
の受け入れを図るため、介護福祉士の国家資格を有する者を対象とする新た
な在留資格を創設するとし、活動内容は、「本邦の公私の機関との契約に基づ
いて介護福祉士の資格を有する者が介護又は介護の指導を行う業務に従事す
る活動」としている。 
また、「出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律案」３８）（ちなみ
に、「出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律案」は、平成２８年１
１月１８日に可決、成立した。法律第８８号）によると、第９条の１６第２
号中の「技術・人文知識・国際業務」の下に「、介護の項」を追加すると示
しており、これらに関する活動を行おうとする者から、あらかじめ申請があ
ったときは、当該外国人に対し、介護の在留資格認定証明書を交付すること
ができると示している。企業内転勤の項では、上記の活動内容のように、本
邦の公私の機関との契約に基づいて介護福祉士の資格を有する者が介護又は
介護の指導を行う業務に従事する活動を行うことが可能となる。しかし、介
護という新たな項を設けると同時に不法滞在に関する内容も追加され、偽り
その他不正手段による上陸や、在留資格で定める活動を行わない場合などに
おいての在留資格取り消し、罰則規定も示している。また、施行日は公布日
から３カ月を超えないこと、公布日から１年以内に政令を定めることとして
いる。 
ただし、この「出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法案案」は２
０１５年３月６日国会提出されたものの、２０１６年９月現在においても成
立していない。（ちなみに、「出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法
律案」は、平成２８年１１月１８日に可決、成立した。法律第８８号）それ
らを踏まえた総合的な方策をとりまとめるとともに今後具体的な施策が講じ
られる予定である。 
 以上のように、経済連携協定（ＥＰＡ）の導入背景から仕組み、問題点に
ついて明らかにすると同時に、外国人介護労働者の受け入れに関する議論、
「出入国管理及び難民認定法」による外国人介護労働者について概要を把握
することができた。特に、「出入国管理及び難民認定法」による「専門的・技
術的分野」の在留資格を持つ外国人介護労働者については、「出入国管理及び
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難民認定法一部を改正する法律案」は国会に提出されているものの、可決さ
れていないため、どのような具体策として展開するのかまでは検討すること
ができなかった。 
また、外国人介護労働者の受け入れの議論においては、専門的・技術的ス
キルを持つ外国人介護労働者の受け入れは賛成していたが、反面治安などの
問題も懸念していた。このことから、日本の要介護者数の増加による介護労
働者不足問題の解決策の一貫としての外国人介護労働者の受け入れは不可欠
だと考えると同時に、外国人介護労働者を受け入れるに当たってのシステム
構築についての具体的な論議が今後より一層必要となるに違いないだろう。
そのためにも、本章のように外国人介護労働者の日本への受け入れをめぐる
動向を検討することは重要であると考える。さらに、動向のみならず、外国
人介護労働者の送り国（ＥＰＡであるならば、ベトナムやインドネシア、フ
ィリピン）と受け入れ国（日本）間のルールをどのように整備していくのか
の検討が重要であると考える。 
前述したように、本章では、外国人介護労働者の受け入れの動向について
第１節から第３節にわたりみてきた。今後の課題としては、外国人介護労働
者の送り国と受け入れ国としての仕組み、監視・監督体制、外国人介護労働
者の日本での生活保障などの面においての具体的な方法論について次章以降
で検討する。 
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第５章 日本における外国人技能実習制度 
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日本では１９９０年代以降、外国人労働者の急激な増加を経験してきたも
のの、その外国人技能実習制度に対する歴史的変遷や現行制度の体系及び外
国人技能実習制度の実態について研究が十分に明らかにされてきたとは言い
難い。また、すでにこの分野において文献研究はなされているが、そのほと
んどは経済的観点や外国人政策という広範囲での文献が多く、外国人技能実
習制度のみに焦点を当てた文献は未だ少ない。そのため、この章では、日本
における外国人技能実習制度について検討する。第１節では、日本で現在施
行されている外国人技能実習制度を通して外国人労働者が日本へ流入するよ
うになった背景やその流れの中での外国人技能実習制度の歴史的変遷につい
て明らかにする。第２節では、現行の外国人技能実習制度について検討する。
第３節では、外国人技能実習制度の実態について明らかにし、外国人技能実
習生は日本において実際どのような生活を送り、どのような問題点を抱えて
いるかなどについて検討する。 
 
 第１節 外国人技能実習制度の変遷 
１９８０年代前半までは、外国人労働者の流入なく日本国内で労働力を補
充することが一般的であり、この時期の外国人労働者のほとんどは中華料理
人などの専門的・技術的分野においての熟練労働者や風俗事業による外国人
労働者が多かった。また、当時の外国人労働者の流入に対する日本政府の考
え方は、１９６７年「第一次雇用対策基本計画」において「求人難が強まる
とともに、産業界の一部に外国人労働者の受け入れを要望する声があるが、
わが国では依然として中高年層の就職問題があり、すべての労働者の能力が
十分に生かされておらず、西欧諸国とは雇用事情が異なるので、現段階にお
いては、外国人労働者を特に受け入れる必要はないと考えられる１）」と述べ
ており、このような考え方は、１９７３年「第二次雇用対策基本計画」、１９
７６年「第三次雇用対策基本計画」においても変わりはなかった。 
このように、日本政府は単純労働に対する外国人労働者の流入の面におい
ては非常に消極的な姿勢を示してきた。 
日本で外国人労働者流入が本格的に始まるのは１９８０年代からである。
当時、日本の経済は景気上昇時代を迎えた。その原因として考えられるのが
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１９８５年のプラザ合意であり、これを契機に低金利政策が行われ、土地や
株などへの投機的な投資が活発的に行われていた２）。また、この影響により
日本は、１９８６年からはいわゆるバブル時代を迎えることとなる。当時、
円安の影響を受けて輸出産業が非常に好調な時期で、より大幅な貿易黒字国
となった。しかし、日本は経済成長とともに各産業分野における単純労働の
人手不足が新たな問題となり、そのため、日本国内における労働力不足や賃
金上昇問題はますます深刻化していった。特に、１９８５年プラザ合意以降
の円高現象により外国人労働者の国内流入の活発化と東南アジア諸国への日
本企業の海外進出が相次いだ。また、日本国内における外資系企業の日本進
出も活発化した。このような状況の結果、従来外国人労働者の流入に消極的
であった日本国内に外国人労働者の自然的な流入が始まった。しかし、その
中で、アジア人の不法滞在及び不法就労問題が社会問題化した３）。 
外国人技能実習制度の始まりは、１９８１年１０月２７日に「出入国管理
及び難民認定法」と改正されたことによってである。特に、在留資格に関す
る改正内容を見ると、①「観光」に限定されていた短期滞在のビザに「保養、
スポーツ、親族の訪問」などを加える、②技術研修生の「研修」という在留
資格が新設された。 
外国人労働者問題が議論されるようになったのは、１９８８年５月に労働
省が外国人労働者問題に関する調査検討のための懇談会を設置したことによ
る。外国人労働者問題に関する調査検討のための懇談会は、同年９月に「外
国人労働者問題について」、１２月には「外国人労働者問題への対応のあり方
について」を提出した。また、同年６月には「第６次雇用対策基本計画」が
策定し、外国人労働者を専門的・技術的労働者と単純労働者に区分し、従来
のように熟練労働者は必要に応じて受け入れるが、単純労働者の導入は慎重
に対応すべきである４）と示した。 
上記のような社会事情により、１９８９年１２月改正、「出入国管理及び難
民認定法」（平成元年法律第７９号）、１９９０年６月 1 日施行され、「本邦の
公私の機関により受け入れられて行う技術、技能または知識の習得をする活
動」として研修の在留資格が新たに創設された。この研修の在留資格は、従
来留学生の一形態として位置付けられていた在留資格を研修に改め、その活
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動内容を本邦の公私機関により受け入れて行う技術、技能又は知識の修得を
する活動と以前の改正法案に比べ在留資格やその活動内容をより具体的に明
示した５）。 
この当時、外国人労働者の受け入れが始まるようになった理由としては、
海外へ進出した日本の企業側の要請により、現地法人や取引関係等のある企
業の社員を日本で技能習得させたいという考え方６）から始まったものであり、
そのため当初は長期的な受け入れ制度ではなく短期的な受け入れ制度として
設けた。 
また、「出入国管理及び難民認定法」改正第４条には、新たに２７種の在留
資格が設けられ、専門的・技術的分野の在留資格を拡大し、法律・会計業務、
医療、研究教育、人文知識・国際業務、企業内転勤、文化活動を新設した。 
１９９０年代に入りバブル景気が崩壊し、日本経済は長期的な低成長期と
なった。しかし、日本経済が悪化したとはいえ、建設や製造、サービス業な
どは相変わらず人手不足問題を抱えていた。そのため、１９９１年の第３次
臨時行政改革推進審議会第２次答申では、当時すでに実施されていた外国人
研修制度の研修期間の長期化とともに従来の研修制度だけでは補えない技能
習得及び一定の適切な収入を確保することのできる実効ある技能の移転とい
う観点から技能実習制度を創設する必要性があると述べた７）。 
その後、同年の９月には、法務省、外務省、厚生労働省、経済産業省、国
土交通省の五省共同管理により、外国人技能実習制度の適切な運営と支援に
当たるための公益財団法人国際研修協力機構（ＪＩＴＣＯ：Ｊａｐａｎ Ｉｎ
ｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｔｒａｉｎｉｎｇ Ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ Ｏｒ
ｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）が公益法人として設立された。その後、経済団体や
中小企業からの要望を受けて、制度は拡充されてきた。まず、中小企業の中
でも研修生の受け入れを希望する声があり、１９９２年の１２月、法務省告
示を定め、従来の企業単独型の受け入れに加え団体監理型の受け入れ、すな
わち、海外企業との関係がない中小企業でも、事業協同組合や商工会議所な
どの中小企業団体を通じた研修生の受け入れが可能となった８）。１９９３年
３月には、外国人労働者問題関係省庁連絡会議で技能実習制度の基本的枠組
みが決定され、開発途上国等の「人づくり」に一層協力するため、技能移転
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の仕組みとして外国人技能実習制度が導入された。その主な内容としては、
中小企業における外国人受け入れニーズの拡大に伴い、従来の研修制度１年
に加え、１年間の実習期間が認められ、合計２年間の滞在が可能となった。
また、外国人技能実習生の在留資格を外国人研修生の「研修」から「特定活
動」とした。そのため、１年目は研修という名目で、残り１年間は、研修終
了後、企業と雇用関係を締結した上、１年間の研修で修得した技術をスキル
アップできるよう技能実習という名目で行った９）。 
１９９７年４月の改正では、技能実習期間を１年から２年に延長した。当
時の外国人技能実習制度上では、研修から技能実習へ移行するためには技能
検定基礎２級もしくは公益財団法人国際研修協力機構（ＪＩＴＣＯ）の認定
した技能評価システムの技能検定基礎２級に相当する試験に合格することが
要件の一つとなっていたため、技能検定の基礎級が設定されてなかったり、
ＪＩＴＣＯの認定した技能評価システムがない職種については技能実習へ移
行することができなかった１０）。 
 １９９０年代末からは、バブル経済の崩壊と「失われた２０年」とも言わ
れるほどの経済低迷により、外国人労働者問題も当面社会問題から離れてい
た。むしろ、この当時は日本経済再生への問題が深刻化していた。 
外国人労働者問題がまた注目を浴びるようになったのは、１９９９年８月
の少子高齢化の進行による人手不足問題による外国人労働者の受け入れに関
する検討がなされた「第９次雇用対策基本計画」である。「第９次雇用対策基
本計画」１１）によると、「経済社会のグローバル化に伴い、……専門的、技術
的分野の外国人労働者に対するニーズが一層高まっている。このような状況
の中で、我が国の経済社会の活性化や一層の国際化を図る観点から、専門的、
技術的分野の外国人労働者の受け入れをより積極的に推進する。」１２）と述べ
ていながらも単純労働者に関しては、「いわゆる単純労働者の受け入れについ
ては、国内の労働市場にかかわる 問題を始めとして日本の経済社会と国民生
活に多大な影響を及ぼすとともに、送り出し国や外国人労働者本人にとって
の影響も極めて大きいと予想されることから、国民のコンセンサスを踏まえ
つつ、十分慎重に対応することが不可欠である。」１３）と述べている。また、
計画の主な課題として、①労働力の需要面における変化、②労働力の供給面
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における変化を述べ、その中でも特に、②においては、少子高齢化による労
働力供給の変化について示すと同時にグローバル化、産業構造の転換等によ
って失われる雇用の量や範囲が従来以上に拡大することになるものと考えら
れ、これを上回る良好な雇用の機会を創り出していかなければならないと述
べた１４）。全体的な内容からすると、専門的・技術的分野における外国人労働
者は積極的に受け入れるものの、単純労働者に関しては変わらず消極的な姿
勢を示してはいる。しかし、従来の雇用対策基本計画では、バブル経済によ
る労働力供給の必要性が外国人労働者を要する理由として大きかったとした
ら、今日のような少子高齢化の進行による外国人労働者に焦点を当て始めた
時期であったといえる。 
一方で、２００２年７月、厚生労働省は外国人雇用問題研究会を設置し、「外
国人雇用問題研究会報告書の取りまとめについて」を発表した。この報告書
では、外国人を受け入れる目的として、経済・社会の活性化を目指した高度
な知識や技術をもった人材の獲得と労働力不足への対応という整理の仕方が
なされ、後者に関しては、国内労働市場への影響等への対処を前提とした上
で、①労働市場テスト、②受け入れ上限の設定、③金銭的負担等を課す受け
入れ、④協定方式等による受け入れが提唱される一方、人口減少対策として
いわゆる移民の受け入れ問題についても検討すると示した１５）。また、２００
３年３月の「第２次出入国管理基本計画」１６）では、専門的・技術的分野にお
ける外国人労働者の導入を積極的に推進し、技能実習制度を拡充すると述べ
た。 
２００６年９月に開催された厚生労働省の第２３回労働政策審議会職業安
定分科会雇用対策基本問題部会では、「雇用対策法等の見直しに係る検討課題
について」１７）という名称で以下のような資料が示された。その中では、単純
労働者は受け入れしないという基本方針を主張しつつも外国人技能実習生や
日系人等が日本の労働市場において無視できなくなりつつある現状から、外
国人労働者の雇用管理のあり方を定めるとともに、上記の閣議決定を踏まえ、
外国人雇用状況報告の内容の拡充と義務化を考えると述べた１８）。また、研修
生や技能実習生の受け入れ機関の一部には、外国人技能実習制度の本来の目
的を十分に理解せず、実質的に低賃金労働者として取り扱うケースや一部の
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受け入れ企業で研修生・技能実習生に係る賃金不払いなどの労働関係法規違
反が発生したり、受け入れ企業に対する指導監督が不十分な受け入れ団体が
存在するなどの問題点から、２００８年３月に閣議決定された「規制改革推
進のための３か年計画（改定）」において実務研修中の研修生に対する労働関
係法令の適用、技能実習生に関する在留資格の整備、法令以外の規定に基づ
く規制等の見直しの各項目について措置することとした。 
２００９年７月に「出入国管理及び難民認定法」を改正し、２０１０年７
月から新たな在留資格「技能実習」を創設するとともに技能実習制度を通し
て入国する技能実習生の技術修得活動を受け入れ側との雇用契約に基づいて
行うことなどを義務付けた。 
２０１５年６月「第６次出入国管理政策懇談会」の「技能実習制度の見直
しの方向性に関する検討結果（報告）」１９）では、①技能等の修得・移転を確
実に達成する受け入れ機関についてのみ受け入れを認め、外国人技能実習生
の人権保護の強化や監理団体の監理体制の強化及び関係機関による監視体制
の構築等を目指し、②優良な受け入れ機関に制度を拡充する、③不正行為を
確実に取り締まり、相談体制の強化や実習実施機関に問題がある場合の対処
などの外国人技能実習生の保護・支援を強化・充実させる方針を示した２０）。 
外国人技能実習制度の歴史的変遷を見てみると、大きく４期に分類するこ
とができる。①１９８０年代における日本バブル時代から崩壊までの専門
的・技術的分野における外国人労働者受け入れの積極的な時期、②１９９０
年代後半における少子高齢化の進展による外国人労働者の受け入れの必要性
が明らかになった時期、③２０００年初頃における外国人技能実習制度の活
性化の時期、④２０１０年代以降における外国人技能実習制度の変革の時期
と区分することができる。このように、日本は、外国人労働者の受け入れに
関し、１９８０年代以前からも現在においても単純労働者には消極的な姿勢
である。言い換えれば、外国人技能実習制度の歴史的変遷を見ていく中でも
時代の流れによる社会問題やその変化については認識しつつ、既存の「出入
国管理及び難民認定法」の基本的な方針には大きな変化はなかったという点
である。また、その根本的な考え方の裏には、外国人実習制度における単純
労働者の受け入れを意識しているものの、従来の就労活動による単純労働者
84 
 
とは確実に分離して考えていることである。そのため、しばらくの間は外国
人技能実習制度における単純労働者の受け入れがあったとしても一時的な措
置になる可能性が高いということだろう。 
 
 第２節 外国人技能実習制度の現状 
 
 第１項 技能実習制度の目的 
 外国人技能実習制度は、「我が国が先進国としての役割を果たしつつ国際社
会との調和ある発展を図っていくため、技能、技術又は知識の開発途上国等
への移転を図り、開発途上国等の経済発展を担う『人づくり』に協力するこ
と２１）」を目的としている。つまり、諸開発途上国の外国人を日本へ受け入れ、
農業、工業、建築業などの様々な産業分野における技術を研修・実習するこ
とによって諸外国への技術の移転、外国人人材育成、国際社会への協力や貢
献を図るためのものである。そのため、外国人技能実習制度の主な目的は、「①
修得技能と帰国後の能力発揮により、自身の職業生活の向上や産業・企業の
発展に貢献、②母国において、修得した能力やノウハウを発揮し、品質管理、
労働慣行、コスト意識、事業活動の改善や生産向上に貢献、③日本の技能実
習実施機関にとっては、外国企業との関係強化、経営国際化、社内の活性化、
生産に貢献する２２）」ことであるといえる。 
 そのため、１８歳以上の外国人を日本へ技能研修・実習という名目で受け
入れ、日本での産業上の技術や技能などを習得させ、本国で活用できるよう
にすることにより、人材育成を通じた発展途上国への国際的貢献を図ること
を主な目的としている制度である。 
 
 第２項 現行の技能実習制度の仕組み 
 （１）外国人技能実習生の受け入れに関する要件 
現行の外国人技能実習制度では、次のように区分している。 
ア）技能実習生側の要件 
活動内容により、外国人技能実習生の在留資格は「出入国管理及び難民認
定法」第３条別表第二において「技能実習１号」、「技能実習２号」と区分し
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ている。「技能実習１号」とは、講習による知識修得活動及び雇用契約に基づ
く技能等修得活動をいい、企業等での技能を修得・研修する身分として位置
付けられている。「技能実習２号」とは、技能実習１号の活動に従事し、技能
等を修得した者が当該技能等に習熟するため、雇用契約に基づき修得した技
能等を要する業務に従事する活動をいい、技能検定基礎２級等に合格した場
合のみ「技能実習１号」から「技能実習２号」へ移行することができる。ま
た、「技能実習１号」が基本的な技能習得をするためのベーシックなものであ
ったとすると、「技能実習２号」は基礎知識を基に習熟するため企業での技能
実習を行うものであると認識した方が理解しやすい。そのため、「技能実習１
号」を必要な「講習」を受けるものとし、「技能実習２号」を技能等に「習熟」
するためのものと定めている。 
技能実習生として日本に入国できる要件２３）としては、①修得しようとする
技能等が単純作業でないこと、②年齢が１８歳以上で、③母国へ帰国後、日
本で修得した技能を生かした業務に従事することが予定されていること、④
日本で従事する技能実習職種と同職に従事した経験があること、または当該
技能実習を受けることを必要とする特別な事情があること、⑤本国の国、地
方公共団体、それに準ずる機関の推薦を受けていること、⑥技能実習生及び
その配偶者、親族等が送り出し機関、監理団体、実習実施機関、斡旋機関等
から保証金を徴収されていないこと、⑦外国にある事業所の常勤の職員で、
当該事業所から転勤、出向する者（企業単独型による受け入れの場合）とな
っている。 
また、「技能実習１号」も「技能実習２号」も受け入れ形態により「技能実
習１号イ・ロ」、「技能実習２号イ・ロ」と２種類に分類されている。「イ」と
は、海外にある合弁企業等事業上の関係を有する企業の社員を受け入れて行
う活動であり、企業単独型と呼ばれている。「ロ」とは、商工会等の営利を目
的としない団体の責任及び管理の下で行う活動であり、団体管理型と呼ばれ
ている。その詳細内容については次の②で見てみることとする。 
 イ）受け入れ機関側の要件 
現行の外国人技能実習制度では、技能実習における活動内容を「技能実習
１号イ」、「技能実習１号ロ」、「技能実習２号イ」、「技能実習２号ロ」と４つ
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に区分している２４）。その主な内容は次のとおりである。 
①「技能実習１号イ」－企業単独型 
日本の公私機関の外国所在事業所の職員である外国人、公私機関と主務省
令で定める密接な関係を有する外国の公私機関の外国所在事業所の職員で
ある外国人が、技能等の修得目的で雇用契約に基づき日本の公私機関によ
り受け入れられ、必要な講習及び技能等に係る業務に従事すること。 
②「技能実習２号イ」－企業単独型 
「技能実習１号イ」の実習を終了し、技能等に習熟するため、日本の公私
機関との雇用契約に基づき該当機関の事業所において技能等を要する業
務に従事すること。 
③「技能実習１号ロ」－団体監理型 
外国人が技能修得のため、日本の営利を目的としない法人により雇用契約
に基づき受け入れられ必要な講習を受け、当該法人による日本の事務所に
おいて実習管理・当該技能等に係る業務に従事すること。 
④「技能実習２号ロ」－団体監理型 
「技能実習１号ロ」の実習を終了し、技能等に習熟するため、雇用契約に
基づき日本の営利を目的としない法人による実習管理及び当該技能等を要す
る業務に従事すること。 
このように、現行の外国人技能実習制度では、大きく４区分としており、
これらの在留資格は「技能実習」として定めている。 
また、現行法で外国人技能実習生の受け入れを認めているのは、次のとお
りである２５）。 
①企業単独型に該当する機関は、日本の公私機関の外国所在の事業所の支店、
子会社または合弁企業など、日本の公私機関と引き続き１年以上の国際取
引の実績または過去１年間に１０億円以上の国際取引の実績を有する機
関、日本の公私機関とのグローバル的な業務内容により連携関係を有する
機関で法務大臣が告示をもって定める機関である。 
②団体監理型に該当する団体は、商工会議所又は商工会、中小企業団体、職
業訓練法人、農業協同組合、漁業協同組合、公益社団法人又は公益財団法
人、法務大臣が告示をもって定める管理団体である。ただし、商工会や農・
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漁業協同組合、中小企業団体の場合には、技能実習の実施機関が必ず団体
の会員でなければならない。 
 
 （２）外国人技能実習生の受け入れから母国への帰国までの流れ 
 ア）外国人技能実習生の受け入れ方法 
外国人技能実習生を受け入れるためには、①現地（母国）における学校（専
門学校、短期大学、大学など）からの直接的な紹介を通じて日本側の受け入
れ団体及び受け入れ企業の現地での直接面談・選別をする場合、②斡旋事業
者や現地の送り出し機関を通じて外国人技能実習生を受け入れる場合と二つ
の方法がある。二つの受け入れ方法の中では後者が一般的に行われている方
法である。特に①の受け入れ方法は、受け入れ企業・団体側の準備段階から
実施までの相当な時間、労働、費用を要するため一般的には行われていない。
しかし、最近のような斡旋事業者とのトラブルや送り出し機関から入国し不
法滞在者になることもあることから、安全で安心して受け入れすることを望
む受け入れ企業・団体は相当な時間、労働、費用などをかけても前者を選択
する場合も増えつつある２６）。 
前述のようなことから、現行法では、斡旋事業者や送り出し機関と受け入
れ企業・団体における、失跡防止を名目とした保証金や違約金などによる不
当な金品徴収などを禁止することを強化している。このようなことは、外国
人技能実習生を研修・実習という名目で受け入れているものの、日本人が就
職を避けている３Ｋに該当する労働分野への補完として研修・実習を行って
いるからである。また、送り出し側からの高額の斡旋金などの問題もあり、
高額の資金を送り出し側が外国人技能実習生に支払わせるようなことも実際
問題として起きているからである。 
その具体的な内容２７）については、「外国人の技能実習の適正な実施及び技
能実習生の保護に関する法律案要綱」第四技能実習生の保護等の禁止行為等
にて次のとおりに述べている。 
①実習管理者等は、技能実習生の社会生活において、技能実習に係る契約の
不履行について違約金を定めたり、損害賠償額を予定する契約をしてはい
けない。 
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②技能実習生等に技能実習に係る契約以外に貯蓄の契約をさせたり、技能実
習生の間での貯蓄金を管理する契約をしてはいけない。 
③技能実習生の管理・監督を名目に技能実習生のパスポートや在留カードな
どを保管してはいけない。 
④技能実習生の外出などの私生活を不当に制限してはいけない。 
⑤実習実施者もしくは管理団体、これらの関連ある職員等がこれらの規定に
違反する事実がある場合には、技能実習生はその事実を申告することがで
きる。また、技能実習生が申告したことに対して実習実施者等は技能実習
の中止やその他不利益になるような取扱いをしてはいけない。 
また、前述したことに加え、外国人技能実習生に係る不履行、その他の不
利益になるような取扱いを行った実習実施者・管理企業・団体には、一定期
間外国人技能実習生の受け入れを認められないと厳しく定めている。その具
体的な内容２８）は次のとおりである。 
①受け入れ側の実習実施者・管理企業・団体又はその職員等が「出入国管理
及び難民認定法」や労働関係法令により刑に処せられたことがある場合に
は執行解除日から５年を経過しなければならない。 
②受け入れ側の実習実施者・管理企業・団体の役員等が過去 5 年間他の機関
で役員等として外国人技能実習生の管理・監督等に係る不正行為を行った
ことがある場合には一定期間が経過しないと外国人技能実習生の受け入
れは認めない。 
③送り出し側の機関又はその経営者等が過去５年間に外国人へ不正に在留
資格認定証明書などの交付を受けさせる目的として偽変造文書等の行
使・提供を行っていた場合においても一定期間が経過しないと外国人技能
実習生の受け入れは認めない。 
このような外国人技能実習生の保護に関する規定を厳重に守っている受け
入れ側の団体・企業においては次のような手順で外国人技能実習生の受け入
れのための流れを示すことができる。 
その主な流れとしては、①送り出し機関の選別、②事前学習、③日本の受
け入れ機関による面接、④合格者対象の研修に区分でき、図にまとめたもの
が図８、図９である。その内容を見てみると、①の場合には、母国における
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送り出し機関の選別であるため、外国人技能実習候補者の現地での自主的な
調査が必要となる。そのため、正確な情報を持って送り出し機関を選別する
ケースもあれば、悪徳な斡旋事業所に出会うケースもある。②の場合には、
特に送り出し機関が大学、短期大学、専門学校の場合である。このような学
校の場合には、次章で述べるように、学校への入学から④の合格者対象の研
修までスムーズに流れる場合が多い。事前研修の内容としては、現行法にお
いて日本語能力試験の３級以上を持つ必要性があることから、日本語教育や
日本の文化・慣習、技能実習制度に該当する技能の学習などを中心に事前研
修を受けることとなる。③日本の受け入れ機関による面接は、現地の各種学
校や斡旋事業所の関係者が直接選別する場合や日本の受け入れ側の団体や企
業の関係者が直接現地へ訪問し面接を行う場合がある。ただし、前者の場合
には、外国人技能実習候補者が現地の送り出し機関からの情報のみを頼りに
しないといけないデメリットがあり、送り出し機関での情報と日本へ入国後
の実態とで相違していることもある。そのため、外国人技能実習候補者は日
本の受け入れ側に関する正しい情報を習得するためにも①の段階から直接的
な面接方法を実施している送り出し機関を選別する必要がある。 
 
図８ 外国人技能実習生の入国に向けての事前準備 
（出典）現地調査（ベトナム・ハノイ平成２０１５年１１月１８日～１９日）によ
り筆者作成。 
 
合格者対象の研修 
面接に合格した者を対象とする事前研修（日本語教育、日本の慣習及び日本での生活に必要な様々な規定、ビジネスマナーなど）を行う。この段階においては、受け入れ側や送り出し機
関の方針によって異なる。 
日本の受け入れ機関による面接 
・間接的な面接：受け入れ機関との提携関係にある斡旋事業所や各種学校が主体となり、学生を選別する方法 
・直接的な面接：日本の受け入れ機関が主体となり、直接現地訪問し関係者が面接・選別を行う方法 
事前学習 
選別した送り出し機関による事前学習（日本語教育、技能実習、日本の各種現地情報など）を最短１カ月～最長６カ月間受ける。 
送り出し機関の選別 
外国人技能実習生候補者は、母国における送り出し機関（大学・短期大学・各種専門学校・斡旋事業者）を選別する。 
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図９ 技能実習制度の受け入れ機関別のタイプ 
【企業単独型】 
 
【団体監理型】 
 
（出典）法務省入国管理局・厚生労働省職業能力開発局「技能実習制度の見直しに
関する法務省・厚生労働省合同有識者懇談会報告書」２９）、２０１５を基に筆者作成。 
 
このように、企業単独型と団体監理型ともに技能実習生を受け入れること
は可能であるが、受け入れ機関がどのような型に該当するかによって受け入
れ可能な技能実習生の人数が異なる。 
また、企業単独型と団体監理型の受け入れ可能な人数枠としては、次のと
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おりである。 
 
表９ 技能実習生受け入れ人数枠 
【企業単独型】 
実習実施機関の常勤職員総数 技能実習生の人数 
 常勤職員総数の 20 分の 1 
法務大臣が告
示をもって定
める 
場合 
301 人以上 常勤職員総数の 20 分の 1 
201 人以上 300 人以下 15 人 
101 人以上 200 人以下 10 人 
51 人以上 100 人以下 6 人 
50 人以下 3 人 
 
【団体監理型】 
監理団体 実習実施機関 実習区分 人数枠 
職業訓練法人 社団 社員である中小企業者  特例人数枠 
上記以外 
財団   常勤職員の 20 分の 1 
公益社団・財団法人 
（含む特例社団法人・特例
財団法人） 
  常勤職員の 20 分の 1 
商工会議所・商工会 会員  特例人数枠 
中小企業団体 組合員又は会員  特例人数枠 
農業協同組合 組合員の営農  法人 特例人数枠 
非法人 2 人以内 
漁業協同組合 組合員 船上漁業 2 人以内 
それ以外 法人 特例人数枠 
非法人 2 人以内 
法務大臣告示団体 個人営農・漁業以外  特例人数枠 
個人営農  2 人以内 
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漁業 船上漁業 2 人以内 
それ以外 法人 特例人数枠 
非法人 2 人以内 
（注）常勤職員には、技能実習生は含まれない。監理団体が開発途上国に対する農
業技術協力を目的とする公益社団・財団法人で、かつ実習実施機関が農業を営む機
関である場合は農業協同組合の受け入れ人数枠と同様である。 
（出典）建設労務安全研究会編『建設業における外国人技能実習制度と不法就労防
止』３０）労働新聞社、２０１２、Ｐ.２６、２８。 
 
表９のように、企業単独型、団体監理型ともに技能実習生の受け入れ可能
な人数枠が定められている。そのため、団体監理型の零細事業の会員もしく
は組合員の場合は、最大２人まで技能実習生を受け入れることが可能であり、
それ以外の場合においても常勤職員の２０分の１までの技能実習生を受け入
れることができる。 
つまり、常勤職員総数１０１人以上２００人以下の企業単独型である場合
は、外国人技能実習生を最大１０人まで受け入れすることができ、それ以上
の技能実習生を受け入れることはできない。このようなことから、一般的に
常勤職員総数の多い大規模な企業や団体であれば企業単独型としての技能実
習生の受け入れ可能な人数が多く、常勤職員総数が少ない中小企業団体や零
細企業の場合には団体監理型としての技能実習生の受け入れ可能な人数が少
なくなる。 
イ）外国人技能実習生の活動内容 
外国人技能実習生の受け入れは前述したように、「団体監理型受け入れ」と
「企業単独型受け入れ」と大きく二つに区分することができる。まずは、「団
体管理型受け入れ」について検討することとする。 
事前準備を終えた外国人技能実習候補者は、日本へ入国後、「技能実習１号
ロ」という在留資格を有することとなる。この在留資格を有することにより、
技能実習１号は１年間日本の受け入れ機関から約２カ月～３カ月間講習を受
ける。ただし、母国において１６０時間以上の講習などを受けた場合には約
１カ月の講習のみで次の段階に進むことができ、母国で行われる講習につい
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ては、日本の受け入れ団体から外国の関連機関に講習を委託することが可能
である３１）。講習の主な内容は、①日本語②日本での生活一般に関する知識③
技能実習生の法的保護に必要な知識④技能などの修得に関する知識の講習と
なる。この場合において、見学を含む座学を原則とし、実習実施機関の要件
として、講習前に講習内容、時間割合、講師氏名及び講習実施施設先情報な
どを記入した講習実施予定表を作成しなければならない。加えて、団体監理
型の場合には、技能実習計画書を作成し、技能実習１号の期間中１カ月に１
回以上の役職員による訪問指導を受けなければならない３２）。 
約１カ月～３カ月の講習が終了すると、外国人技能実習生と受け入れ機関
との間での雇用契約を結ばなければならない。しかし、この場合における雇
用契約書の内容及び様式についての法律上での定めはないため、各受け入れ
機関で作成することが多く、その内容も様々である。 
一例として、公益財団法人国際研修協力機構による「技能実習のための雇
用契約書」、「雇用条件書」を見てみると次のとおりである３３）。 
①該当するコース名（１号、２号の内選択）の記入。 
②実習実施機関名、所在地及び連絡先、実習実施先の代表者の職・氏名。 
③雇用契約期間（入国予定日及び契約期間、契約の更新有無）。 
④就業場所、業務内容、労働時間（休憩時間を含む）、賃金（基本給、深夜労
働に対する割増賃金率の表記、賃金以外の控除項目など）。 
⑤年次休暇、所定時間外労働及び休日。 
⑥退職に関する事項、社会保険及びその他各種保険の適用有無、定期的な健
康診断の有無。 
このように各項目別に区分し、詳細な内容として明記している。この公益
財団法人国際研修協力機構で提示している雇用契約書のように、すべての項
目を詳細に述べている受け入れ機関もあれば最低限の内容のみを簡略に述べ
ている受け入れ機関もある３４）。これらに関しては、特に定めはなく日本人と
同等の雇用契約書の様式であれば良いためである。外国人が日本で仕事する
上で雇用契約書は必要不可欠なものではあるが、同時に理解し難い内容でも
ある。特に、賃金に関する項目の内、税金や雇用保険料、社会保険料、所定
時間外労働に対する支払い基準などの内容については受け入れ機関の十分な
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説明を要する部分であるといえる。また、賃金のうち、基本賃金についても
日本国内における最低賃金はいくらであるのかを明確に伝えることにより、
外国人技能実習生が妥当な賃金を受給しているかどうかを外国人技能実習生
自身でも判断できるようするにすることが大事である。 
技能実習１年目が終了すると同時に外国人技能実習生は、技能検定基礎２
級以上に合格しなければならない。この技能検定基礎２級に合格すると、２
年目からは「技能実習２号ロ」の在留資格を更新することとなる。この段階
からは、技能実習１号時の技能実習内容に基づき、更に技能を習熟するため
の活動を行う。この場合、他事業所での他職種に勤めることは不可能であり、
技能実習１号から技能実習２号の終了まで同じ会社で同じ業務に従事する必
要がある。また、技能実習２号の在留期間は２年となり、１年毎の在留資格
更新手続きを行わなければならない３５）。 
在留資格更新時には、技能実習生として日本へ入国したため、技能実習１
号、２号の合計３年間は技能実習生としての在留資格のみの更新を認めてい
る。ただし、以下の場合には原則として在留資格更新を認めている３６）。 
①技能実習生本人の責任によらない事由により実習実施機関の変更を行わな
ければならない場合（技能実習２号のみ対象）。 
②監理団体もしくは実習実施機関の不正行為が発覚した場合。 
③監理団体もしくは実習実施機関が倒産、事業縮小などの事由により技能実
習生の受け入れが困難となった場合。 
④技能実習生本人の結婚などによる新たな身分関係の成立又は出国準備を理
由とする場合。 
上記以外に在留資格を変更したい場合には、技能実習生としての在留資格
変更ではなく、就労活動としての就労ビザへ変更することが可能である。し
かし、このような場合においては、技能実習生としての要件とは全く異なる
ため、日本の専門学校以上の学歴を有する、指定技術分野に優れた技能を有
することなどの就労ビザ取得に関する要件を満たさなければならない。この
ようなことから、技能実習生として日本へ入国した場合には、技能実習期間
終了後、一旦母国へ帰国し、新たな就職活動を通して日本の就労ビザを取得
することが一般的である。 
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技能実習２号へ在留資格変更が終了すると、技能実習計画に基づき、技能
実習１号で習得した技能を習練しながら対象の職種及び作業に従事するに必
要な技能を習得することができる。その主な内容について公益財団法人国際
研修協力機構の資料によると、次のとおりである３７）。 
①必須作業は、全実習時間に対しおおむね半分以上に設定し、技能実習生が
技能検定基礎などの評価試験を受ける予定の範囲内の講習を含む必須項目
として行わなければならない。 
②関連作業は、全実習時間に対しおおむね半分以下に設定し、各職種、作業
の生産工程に関連性の高い技能作業の内必須作業に含まれない、直接又は
間接的に寄与する作業内容を含まなければならない。 
③周辺作業は、全実習時間に対し３分の１以下に設定し、通常携わる作業の
内必須作業、関連作業に含まれない作業内容を行わなければならない。 
④安全衛生作業は、必須作業、関連作業、周辺作業の各内容の内１０％程度
を含むことが望ましい。 
このように、技能実習１号時には、技能検定基礎２級などに合格すること
を目指し、講習期間中、専門的な知識（理論）を学び、技能を修得する内容
のカリキュラムであったとすれば、技能実習２号では、技能検定基礎１級を
目指して技能を習熟、熟練させる内容の実践的カリキュラムが主な内容とな
る。このカリキュラムのようなものが修得技能実習計画であり、これらは技
能実習指導員や生活指導員の下で指導・監理されることとなる。 
団体監理型の場合には、技能実習指導員及び生活指導員を１名以上配置し
なければならない。技能実習指導員の要件としては、実習実施機関の常勤職
員に該当し、技能実習対象職種に５年以上の経験を有する者でなければなら
ない。また、生活指導員の要件は特に定められてはいないが、一般的に技能
実習生の生活を支援する役割であるため、技能実習生とのコミュニケーショ
ン能力が優れている者もしくは技能実習生と同様の母国人で、日本での生活
経験者であることが多い。生活指導員は技能実習生が日本で生活していく上
での生活全般を支援・指導するための者であるため、技能習練に関すること
だけではなく、プライベートなことや日本で生活するに当たっての困難なこ
となどに関してもアプローチすることが多い。 
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技能実習期間中は、技能実習生に対し講習場所、実施日時、講習・実習内
容、講師氏名などを記入した技能実習日誌を作成し、対象技能実習生の実習
終了後の１年間保管しなければならない。 
以上のように、技能実習の主な流れを概略すると次のとおりである。 
 
図１０ 技能実習の主な流れ 
【企業単独型】 
 
【団体監理型】 
 
（出典）建設労務安全研究会編『建設業における外国人技能実習制度と不法就労防
止』労働新聞社３８）、２０１２、ＰＰ．２６－２７。 
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（３）外国人技能実習生の労働と賃金 
ここまでは、外国人技能実習制度の目的や制度の流れについて検討した。
検討する中でも前述したが、ここでは、技能実習生の様々な処遇について検
討を行う。 
前記の図１０を見てみると、企業単独型、団体監理型ともに技能実習生が
日本へ入国した時点から講習期間中は、雇用契約を結んでいないため、労働
関係法令が適用されない。そのため、受け入れ機関は収入のない技能実習生
を対象に生活に必要な生活費として手当を支給しなければならない。技能実
習というビザの名目で日本へ入国している技能実習生であるため、指定以外
の職場においての就労は認めておらず、講習期間中には講習以外の収入を得
る行為を禁じている。このようなことから、受け入れ機関は講習期間中の生
活に関わる宿舎費用、水道・電気代などの実費として講習手当を支給するこ
ととなる。講習手当の額は、技能実習生として選抜されたとき、日本へ入国
する前に受け入れ機関側が技能実習生本人に示さなければならない。ただし、
その金額については、定められていないため、目安は存在しない。 
また、雇用契約の締結がされていない時期であるため、受け入れ機関によ
る講習時間以外の時間や休日、夜間などについては、技能実習に係わる活動
を行う必要がなく、プライベートな時間が技能実習生に与えられる。しかし、
この期間内に病気や交通事故などで医療的な措置を要する場合に直面しても
労働関係法令は適用されないため、労働災害として取り扱うことができない。
受け入れ機関によっては、健康保険もしくは国民健康保険への加入となるた
め講習時間以外の病気や交通事故などの場合には、技能実習生も一部負担し
なければならない。技能実習生が母国で加入できる私的保険は存在するが、
加入する者はほとんどいないだろう。このような懸念から、公的保険を補完
する保険として「外国人技能実習生総合保険」３９）も存在するが、受け入れ機
関の強制加入ではなく、多くの技能実習生は出稼ぎを目的とするため、これ
らの私的保険へ任意加入することは難しいと思われる。 
外国人技能実習生総合保険についてより詳しく見てみると４０）、技能実習生
が安心して日本で生活できるようにするための技能実習生のみを対象とした
保険である。この保険の特徴としては、前述した問題点を補完するように、
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技能実習生が母国出発から帰国するまで死亡時の補償、後遺障害の補償、傷
害・病気治療費、死亡・危険時への救援者費用、第三者への損害賠償が含ま
れている。また、日本へ入国してから講習期間終了時までは治療費用が１０
０％補償できるため、労働関係法令がまだ発効していない期間においても安
心して生活できる。保険料は、滞在期間によって異なり、滞在期間３年、講
習期間１００％補償のプランであると月々２４，７２０円～４４，５８０円
の支払いとなる。 
講習期間が終了すると、技能実習生は受け入れ機関と雇用契約関係になる。
雇用契約書を結ぶ時期は、技能実習生として選抜された時であり、実際の雇
用契約関係が効力を発するのは技能等の習得活動を開始する時点からである。
そのため、技能実習生本人は雇用契約の内容をよく把握・確認した上で雇用
契約を行うべきである。また、受け入れ機関は、技能実習生が一人で判断で
きるような十分な説明を行う義務がある。 
次は、雇用契約時に留意すべきことについて１）雇用契約の締結、２）賃
金の支払い、３）税金関係、４）保険関係と４つのカテゴリーから整理した
ものである４１）。 
１）雇用契約の締結４２） 
①受け入れ機関と技能実習生はそれぞれの権利義務を明確にし、雇用契約書
を２部作成、双方で保管する。 
②契約内容は受け入れ機関の就業規則に定める規定を下回ることはできない。 
③雇用条件として、技能実習生に対する技能実習を行う場所及び業務内容、
契約更新の有無、契約期間、始業及び終業時刻、所定時間外労働の有無、
休憩時間、休日、休暇、有給の有無、変形労働時間制もしくは交替制など
の就業時転換に関する事項。 
④基本賃金形態、所定時間外・休日・夜間労働時間に対する割増賃金率、賃
金の締切日及び支払い日、支払い方法、諸手当に関する事項。 
⑤退職、各種社会保険加入の適用、労働保険の適用に関する事項。 
 ２）賃金の支払い４３） 
①賃金支払いの５原則として、原則、毎月最低１回決められた日に技能実習
生へ直接に通貨での全額支払いとすること。ただし、技能実習生が雇用契
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約にて同意をした場合には、技能実習生が指定する本人名義の口座に振り
込むことが可能である。 
②賃金額については、国籍、女性などによって差別的取り扱いをしてはなら
ない。 
③適用される地域別最低賃金又は産業別最低賃金による最低賃金額を下回る
ことはできず、報酬は日本人と同等額以上であること。 
④時間外労働・休日労働・深夜労働に関してはそれぞれの割増賃金の支払い
が必要である。 
⑤受け入れ機関は、賃金台帳を作成するとともに、労働契約に付随して技能
実習生に貯蓄の契約をさせるなどをしてはならない。 
 ３）税金関係４４） 
①技能実習生は総技能実習期間３年のうち、講習期間を除く期間中賃金を得
るので、給与所得者扱いとなる。そのため、所得税、住民税等を納税しな
ければならない。 
②配偶者控除等に関しては、技能実習生が母国に配偶者や扶養家族がいて生
活費などの仕送りをしないといけない場合には、事前申告することにより、
配偶者控除・扶養控除を受けることが可能である。 
 ４）保険関係４５） 
①健康保険は、５人以上の労働者を雇用する個人事業所とすべての法人の被
雇用者が対象となり、事業以外の病気やケガなどに対して治療費の一部の
給付を受けることができる。健康保険未適用の受け入れ機関では、国民健
康保険に強制加入することとなる。 
②厚生年金は、被雇用者の老齢、障害、死亡について保険給付することであ
り、被保険者の負担金は給与から毎月控除され、厚生年金未加入の受け入
れ機関では、国民年金に加入することとなる。 
③労働者災害補償保険は、講習期間終了後の技能実習時又は通勤途上で災害
を被った場合に補償される保険である。 
④雇用保険は、技能実習生が失業した場合、一時的に給付を受けたり雇用を
安定させたりするために助成することを目的としている。技能実習生の場
合、受け入れ機関の急な倒産、事業の縮小により失業した者には雇用保険
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の受給資格決定が可能となる。 
前記で整理した内容は、技能実習生が雇用契約に当たって最低限確認しな
ければならない項目として挙げた内容である。これら以外にも受け入れ機関
で提供する宿舎以外での宿泊施設での生活を望む場合に知っておくべき留意
点など、技能実習生が日本で一人で暮らすに当たって修得しておかなければ
いけないことは山ほどある。しかし、現状としては母国で雇用契約を結ぶ場
合が多いため、日本国内における最低賃金の事情や雇用契約の詳細な内容に
ついては技能実習生が事前に把握するには困難な場合もある。そのためにも、
送り出し機関と受け入れ機関との事前情報公開が必要となり、日本で安全で
健康に暮らすためには、技能実習生への留意すべき様々なルールについて徹
底的に事前教育する必要がある。 
 
第３項 外国人技能実習生の帰国後のフォローアップ 
現行制度においては、帰国後の技能実習生へのフォローアップは特に定め
られていないのが現状である。ただ、地方入国管理局より帰国後のフォロー
アップの一環として、帰国後の状況報告書を提出する場合もある。 
法務省入国管理局「技能実習生の入国・在留管理に関する指針」４６）による
と、送り出し機関の役割として帰国後の技能実習生のフォローアップについ
て次のように述べている。 
技能実習生の送り出し機関は、日本で技能等を修得した技能実習生が本国
でそれを活用しているかどうかについてのフォローアップを行う必要があり、
その理由は、技能実習生が修得した技能等が技能実習生の本国で活用される
ことが必要とされているためである。 
また、技能実習制度の本来の趣旨が技能等の海外への移転であったことか
ら考えると、技能実習制度を通しての技能等の海外への移転、特に開発途上
国への技能移転は進んでいるといえる。 
また、技能等の海外への移転について、具体的には、技能実習生が帰国後、
本国において一定期間日本で習得した技術を活用する業務に従事しているか
どうかを確認することが求められ、管理団体や実習実施機関が事後の申請で
地方入国管理局から提出を求められた場合には、提出できるよう確認した状
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況内容についてまとめておく必要があると述べており、これらの内容を２０
１４年１０月１０日から１１月３０日までの間に帰国した技能実習生を対象
にまとめたものが次のとおりである。 
技能実習生の帰国後のフォローアップについて、厚生労働省の「帰国技能
実習生のフォローアップ調査」４７）を見てみると、全体の内９０．１％が監理
団体型の対象として技能実習を行い、全体の９．２％が企業単独型として技
能実習を行った。その中でも最も多い技能実習生の国は中国であり、その次
がフィリピン、インドネシア、ベトナム、タイの順となっている。職種別回
答状況では、特にベトナム人は縫製・衣服（縫製）が７人と最も多い。来日
目的を見ると４８）、「出稼ぎ」が７４．２％で最も多く、「技能修得」が６９．
２％であった。技能実習の効果面では、「役に立った」が９８．４%で一番多
く、特にベトナムの回答では「役に立った」が１００％の回答率であった。
役に立った具体的な内容４９）については、「修得した技能」が６９．１％で、
「日本での生活経験」や「日本語能力を修得」が各６２．２％、６０．８％
とほぼ同様の回答率であった。技能実習帰国後の状況については、「雇用され
て働いている」が３６．７％で、「仕事を探している」も２３．９％で、約８
分の１の技能実習生は日本で修得した技能等を本国で活かしていないことと
なる。帰国後、「雇用されて働いている」場合の３６．７％の内、「技能実習
で行った仕事と同じ仕事に勤めている」場合は、５６．５％で約半分だけが
日本での経験を活かしていた。帰国後の賃金水準については、「来日前より上
がった」が７２％で最も多い。 
しかし、特にベトナムにおいては、「来日前より上がった」が５０％の反面、
「来日前より下がった」が３０％もあり、その原因について考えるべきでは
ないかと思われる。 
このように、日本で技能等を修得した技能実習生は、日本での技能実習生
としての生活は満足したが、日本で修得した技能等を実際本国で活かしなが
ら働く場所はないということが少しわかった。帰国後の状況についての質問
で、「仕事を探している」、「仕事を探したが、技能実習で行った仕事と同様の
仕事に勤めている」場合は半分であることから、技能実習生の帰国後のフォ
ローアップがより活発化されなければならない。 
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第３節 外国人技能実習制度の問題点 
以上、第１節から第２節まで外国人技能実習制度の歴史的変遷や現行法の
仕組みなどについて見てきた。これらの内容からいえることは次のとおりで
ある。 
（１）保証金問題  
今回の「出入国管理及び難民認定法」改正による制度改革の一つに保証金
の禁止があった。これは送り出し機関が日本に技能等の修得の目的で来る技
能実習生から保証金を取っていたことがマスコミなどで近年問題視されてい
たからである。特に、外国人技能実習生の逃亡などの問題が発生していたた
め、ベトナムでは外国人技能実習生の送り出しを行う際には失跡防止のため
の保証金を課す規定があるという実態がある５０）。そのため、ベトナムからの
外国人技能実習生の場合は、日本語の研修費用や渡航費用を合わせて通常６，
０００～１２，０００米ドルを送り出し機関へ支払わなければならなく、場
合によっては銀行に家か土地の不動産所有権を担保提供しなければならない
５１）。 
このような状況から考えると、外国人技能実習生は不適切な労働条件であ
っても文句を言えず、働かざるを得ないという状況につながっているだろう。
そのため、日本国内においては外国人技能実習生に対し保証金をとることや、
ベトナムにおける家や土地の担保を抑えるなどの行為は悪い＝悪質事業者と
いう考え方が生まれ、「出入国管理及び難民認定法」の改正附帯決議において
も保証金の廃止ははっきりと求められている。そして、保証金の廃止自体は、
「出入国管理及び難民認定法」の改正ではなく、法務省令である上陸審査基
準省令の中で保証金の徴収の禁止という項目が設けられるようになった。し
かし、日本国内における外国人技能実習生への保証金徴収の禁止が明確に記
されているにもかかわらず、保証金をとる実態は未だにある。 
従来、保証金に関する事項が記載されていたのは、送り出し機関と日本へ
の技能実習生との間で交わされる契約書の中に保証金に関する項目がよく登
場していた。最近は、日本国内での逃走防止といった場合に技能実習生に返
済するかを書かせる場合もある。これは、一時的に預かっているという建前
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であるから、無事に帰国したら本人に返すという規定が入っている場合もあ
る。しかし、送り出し機関に対しての保証金問題はあってはいけないことで
あるということを日本政府は強く示しており、この問題については、不当に
金銭その他の財産の移転を予定する契約は不正行為として取り扱いするべき
であると述べている５２）。つまり、日本では絶対的な禁止条項として不正行為
ということで受け入れている。保証金をかけるという契約が現地で公序良俗
に反して無効とする規範があるかどうかにかかわらず、日本では保証金を取
ってはいけないルールになっているので、そのことを日本に来た技能実習生
に周知し、送り出し機関にも伝われば契約の段階から保証金を拒否すること
ができるようになるだろう。しかし、送り出し機関や受け入れ機関は何をも
って今後技能実習生の逃走を防止するべきであるのか。この問題については、
そもそも最初の高額な保証金が原因である５３）という主張もあるが、実態とし
ては、保証金は逃亡防止のため外国へ送り出す際に保証金を課す規定がある５
４）。そのため、日本弁護士連合会では、保証金徴収の禁止の実効性を確保す
るための措置を主張した５５）。このように、保証金徴収は強く禁止されている
ことは間違いないが、保証金徴収を禁止するにしても送り出し機関や受け入
れ機関としての安全な技能実習生の確保に対する措置としての工夫は必要で
あり、保証金徴収以外の方法を考えるべきである。 
（２）実習先の変更 
 外国人技能実習生が技能実習を始めてから思っていたイメージと現実との
差があった場合、別の技能実習先への変更は可能であるのかについての問題
である。その中でも最も多いのは、技能実習先の倒産、事業不振で技能実習
先が倒れかけ、受け入れ機関自体の継続ができないといったような場合であ
る。このような場合、技能実習生が継続的に日本で実習を続けたいという希
望を持っていれば、別のところへ斡旋することが可能である。監理団体の傘
下の企業で、同じ業種、同じ職種の別の企業があれば、受け入れ可能性を打
診し、人数枠も勘案しながら、他の企業へ移すことも可能である。基本的に
は、倒産の場合が該当するが、それ以外に受け入れ機関と技能実習生との間
で何らかのトラブルがあり、技能実習の継続ができない場合には、技能実習
生に非がなく、技能実習生も続けて実習したいという場合であれば同様に対
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応する。しかし、本人の好き嫌いといった理由により変えたいというケース
になると難しい。特別な理由の場合であっても、受け入れ機関が認めて変更
することを検討する可能性はあるが、通常では変更にはならない。技能実習
先を変更する場合について、公益財団法人国際研修協力機構では、研修の場
所を斡旋し、監理団体と企業の間を取り持つという考え方である。また、公
益財団法人国際研修協力機構も職業紹介事業の許可を受けている場合には、
直接に斡旋できないわけではない。しかし、第一義的な責任は受け入れ機関
にあると考えている。したがって、受け入れ機関が他の移籍先を検討する場
合もある。公益財団法人国際研修協力機構は、情報提供などでサポートを行
う５６）。監理団体が受け入れ機関に直接的に申し出をし、受け入れ枠の有無を
確認した後、移籍するのが通常のパターンである。監理団体にも受け入れの
条件がない場合には、公益財団法人国際研修協力機構が直接出ていくという
場面が全くないわけではないが、そのような事例はあまり見当たらない。 
（３）人権擁護 
外国人技能実習生に対する人権侵害が起こる理由としては、人権尊重に関
する認識度の低さである。 
このことは介護分野においても起こりうると考えられる。その理由は、近
年においても外国人技能実習生に対する人権侵害は未だ問題視されているか
らである。特に、外国人技能実習生が時給３００円程度という最低賃金をは
るかに下回る賃金しか支給されず働いていた事例や、会社がプレス機の安全
装置の故障を知っていながら修理せず使用させたため、外国人技能実習生が
プレス機に挟まれ死亡した事例、外国人技能実習生の女性が受け入れ企業の
社長からのセクハラ被害を受けたにもかかわらず、本国へ強制帰国させられ
ることを恐れて抵抗できない事例など、多くの問題事例が報告されているか
らである５７）。その要因は、日本国内における外国人に対する人権尊重意識が
低いことである。そのことは定住する外国人に対する人権侵害が今も払拭さ
れていないことからも明白である。 
この人権侵害を防ぐには、日本人に対する人権教育や人権意識を高める啓
発活動を今まで以上にすることが肝要である。 
 以上の問題点をいかにして解決するかが大きな課題である。 
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第６章 ベトナムにおける介護分野の技能実習生確保への取り組み 
 
 日本では介護人材不足が深刻化しており、介護分野における外国人技能実
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習生の受け入れに関する議論が活発化している。特に、深刻な介護人材不足
問題に対する解消方策の一環として外国人の「技能実習制度」が注目されて
おり、現行制度では、農業や漁業、建設など７分野の６８職種に加え、日本
政府は介護分野を追加する方針を模索している。 
しかし、これを進行するに当たっては、送り出し側（外国）と、受け入れ
側（日本の介護現場）が互いに有益な関係であることが必要条件となり、外
国人技能実習生の受け入れ側における研修環境の整備や日本で生活する上で
の必要な環境整備、人権などの保障が大前提であり、そうでなければ単なる
人材不足を補うための日本側の現状を十分に認識しないままの主張にしか過
ぎない結果となってしまう。このような結果を避けるためにも送り出し側と
受け入れ側の実態を明らかにすることは必要不可欠である。 
本章では、送り出し側の実態を明らかにしていくため、ベトナムへ現地訪
問を行い、今後日本の介護分野における技能実習生を希望する学生たちはど
のような経緯・事前教育の下で日本へ送り出しされるのかを明らかにするこ
とを目的にしている。そのため、第１節では、ベトナムと日本の交流が始ま
った時期からの経済的支援や日本語教育支援などに焦点を当てて検討した。
第２節では、ベトナムの訪問調査による技能実習生の現状を調査し、第３節
では、ベトナムにおける技能実習制度の今後の課題について検討した。ベト
ナムにおける送り出し側の現状を明らかにするとともに、今後ベトナムから
日本へ介護分野における技能実習生を送り出しする場合の送り出し側の最小
限の必要不可欠な事前教育とは何かを明らかにする。 
なお、ベトナムの現地調査結果の基本的属性（事業概要や沿革等）はパン
フレット等によるものであり、その他は直接聴き取りをした内容である。 
 
第１節 ベトナムと日本の交流 
 
 第１項 ベトナムにおける日本からの支援 
ベトナムと日本の交流が始まったのは、ベトナム戦争後の１９７３年北ベ
トナムと日本間の国交樹立による。これらが本格化したのは１９８６年の市
場経済システムの導入と対外開放化を柱としたベトナムのドイモイ政策であ
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る。１９７３年以来約４３年間に渡ってベトナムにおける日本からの支援は、
政治、経済、外交、文化、日本語教育などの多様な分野へ継続的に行われて
いる。最近は、国民レベルでの交流も活発化しており、特に日越外交関係樹
立４０周年を迎えた２０１３年には、ベトナムにおける日越友好音楽祭や日
本におけるベトナムフェスティバルなど多くの記念行事が両国で行われた１）。 
ベトナムから日本へ来訪する人数も年々増加している。日本学生支援機構
（ＪＡＳＳＯ：Ｊａｐａｎ Ｓｔｕｄｅｎｔ Ｓｅｒｖｉｃｅｓ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉ
ｏｎ）が発表した２０１５年度外国人留学生在籍状況調査２）によると、２０
１５年５月１日時点での日本におけるベトナム人留学生数は３万８８８２人
で、前年度（２万６４３９人）に比べ約１万２０００人が増加しており、ベ
トナム人留学生は、全留学生の１８．７％（前年度１４．４％）を占め、中
国(９万４１１１人、構成比４５．２％)に次ぐ２番目となっている。また、
公益財団法人国際研修協力機構（ＪＩＴＣＯ）が発表した統計資料３）による
と、２０１５年１２月時点での日本におけるＪＩＴＣＯ入国支援技能実習生
(１号) のうちベトナム人技能実習生は、１万６９３２人であり、前年に比べ
５２．６％増加しており、中国（２万１３７９人）に次ぐ２番目である。 
１９９２年に再開されたベトナムと日本間の経済協力関係を見ると、２０
１３年の日本の対ベトナム直接投資額は５７.５億ドルであり、政府開発援助
（ＯＤＡ：Ｏｆｆｉｃｉａｌ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ａｓｓｉｓｔａｎｃ
ｅ）による年間の援助供与額は２０００億ドルにも達している４）。そのため、
日本による政府開発援助（ＯＤＡ）はベトナムの不安定な経済社会を安定さ
せるため大きく貢献しており、日本はベトナムにとって最大の支援国である
ともいえる。 
近年においては、ドイモイ政策によって外国からの経済支援と投資を積極
的に求めているため、政府開発援助（ＯＤＡ）のみならず日系企業による支
援も活発化している。実際、私がベトナム・ハノイへ現地訪問調査のため訪
れた時においてもハノイ市内には大勢の日本人観光客がおり、日本語で書か
れた多くの看板や日系企業を目にすることができた５）。これだけではなく、
日本はノイバイ国際空港の建設や空港から街中に向かう道路として新たな高
速道路を建設・整備し、ホン河を渡る橋であるニャッタン橋（通称日越友好
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橋）の建設や地下鉄の建設などベトナムにおける交通インフラ整備のすべて
を日本側が支援している６）。また、日本の石油会社による南シナ海油田にお
ける石油開発や大型ショッピングセンターであるイオンのベトナム参入（現
在ベトナムに３店舗展開している）など日系企業による投資・支援も継続的
に行われている。 
このように、ベトナムと日本両国間の親密関係が継続的に維持でき、ベト
ナム人にとって親日国になっている理由は、１９６０年代から１９７０年代
にかけて勃発したベトナム戦争時において、日本はアメリカ側に立った同盟
国として参加していた国ではあったが、出来るだけ早い戦争の終結を促した
国でもある。また、ベトナム戦争終戦後の１９９０年代から本格的に始まっ
たベトナム計画経済に向けての日本政府によるベトナムへの持続的で膨大な
政府開発援助（ＯＤＡ）の供与や様々な日系企業による投資などの支援によ
り親日国としてのイメージが構築されたと考えられる。 
 
第２項 ベトナムにおける日本語教育 
 日本語教育がベトナムに導入されたのは、１９４０年代からである。当時
日本軍は仏印進駐のため１９４０年ベトナム北部インドシナ、１９４１年南
部インドシナに進駐し、軍事基地の建設を始めた。そのため、日系企業によ
る貿易の必要性や貿易、軍事のために日本語を通訳する人材の現地での養成
が必要となり日本語教育を始めたことがきっかけとなった７）。また、１９４
３年頃にはハノイの一部エリートやフランス人、華僑を対象に小規模な日本
語教育が開始され、１９４４年には日本語学習者は約２５００名であった８）。
この当時の日本語教育は小規模・短期間で行われることがほとんどであり、
上記のように一部の人を対象とする教育であった。 
 より専門的な日本語教育が実施されるようになったのは、１９６０年代に
入ってからである。最初は、ベトナム・ハノイの貿易大学にて初めて日本語
講座が開設された。しかし、日本語講座は一般人向けの教育であり、近年の
ようなより専門的な教育ではなく、大学生のための専攻学科はなかったため、
日本語学科（通訳コース）が１９７３年開設された。宮原によると、１９６
０年代の日本語教育は北朝鮮、中国、旧ソ連などで行われ、留学後ベトナム
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の各機関で日本語を使える幹部としての役割を果たしていたと述べている９）。
日本語教育はハノイだけではなくベトナム南部でも行われ、１９７２年には
サイゴン日本大使館の文化・広告センターにおいても日本語講座が開設され
るようになった。１９７３年には、現在のハノイ大学において北朝鮮で日本
語を習得した留学生を中心とした日本語学科が開設された。１９７０年代後
半からベトナムによるカンボジア侵犯により日本との経済・貿易が後退した
時期があり、このような事情からベトナムにおける日本語教育は一時期停滞
した１０）。 
 民間による日本語学校が開設されたのは、１９８０年代後半からである。
１９８６年のドイモイ政策により１９９２年にベトナムと日本間の経済協力
関係が再開された。これをきっかけにベトナムにおける日本語教育も再開さ
れ、活発化した。１９７３年日本語学科を開設したハノイ貿易大学も日本語
教育を再開し、現在のハノイ国家大学外国語大学、ホーチミン国家大学人文
社会科学大学、ハノイ国家大学人文社会科学大学を始め民間によるＳａｋｕ
ｒａ日本語学校、Ｄｏｎｇｄｕ日本語学校など国立大学のみならず、民間の
日本語学校が開設された１１）。また、ホーチミンにも初めての民間のトリ・ユ
ン・ビジネススクールが開設され、社会人はキャリアアップとして、学生は
日本語を学ぶ塾としての役割を果たすようになった１２）。 
 前述のように、１９８０年代後半から１９９０年代にかけてベトナムにお
ける日本語教育は活発化してきた。このような影響により、２０００年代に
入ってからも日本語教育に対するベトナム人のニーズは低下することなく国
立大学を始め、私立大学、民間による日本語学校が続々と増加した。ベトナ
ムにおける日本語学習者は、１９９８年約１万人と推計され、そのうちホー
チミンが７０％で最も多く、次にハノイが３０％であり、２００８年におけ
る日本語学習者は約３万人と１０年間で約２万人の日本語学習者が増加した
１３）。 
そして、年々増加傾向にある。また、２０１１年からはベトナムにおける
一般小学校でも３年生の児童を対象に日本語学習が実施され、今後もベトナ
ムにおける日本語教育に対する学習熱は高まる一方だろう。 
 このようにベトナムにおける日本語教育の学習熱は、ただの言葉の修得だ
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けではなく、日本の文化への関心度が高いことにもつながっていく。 
１９４０年代から１９７０年代にかけての日本語教育は、軍事や貿易、日
本語教師の養成など仕事をする上での必要性により求められてきたが、国
立・私立大学や民間による日本語学校が１９９０年代から増えていることは、
日本語の修得による専門性を持つ仕事に携わることを希望する若者が増えて
いることだけではなく、語学修得を趣味、つまり教養科目として考える人が
増えてきているからであるともいえる。 
 
第２節 ベトナムにおける技能実習制度 
 
 第１項 訪問調査目的及び方法 
（１）訪問調査の目的 
日本において実施される介護分野の技能実習生の確保・定着に向けての
事前調査の一環として、ベトナムから日本への送り出し側としての介護分
野の技能実習生の現状や制度化される前段階としての取り組みについてヒ
アリング調査を行った。ベトナムに調査対象地域を特定している理由は、
経済連携協定（ＥＰＡ）及び技能実習制度と関連して日本への外国人労働
者の最大の送り出し側ともいえる中国については多数の研究がなされてい
るが、それ以外の国つまりインドネシア、フィリピン、ベトナムなどにつ
いては中国ほどの研究が進められていないためである。その中でも今回は
主にベトナムの技能実習生について調査することとした。ベトナム・ハノ
イ市に位置する４カ所を対象に、今後日本の介護福祉現場で働くことへの
可能性や事業側の取り組み、ベトナム国内における技能実習生の現状につ
いて視察した。 
（２）調査時期 
２０１５年１１月１７日～２１日 
（３）調査方法 
現地訪問学校等のヒアリング調査、資料収集 
（４）調査内容 
取り組みの主体、取り組み内容、課題の解決策、コスト、工夫点、期待
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できる効果などを中心に調査を行った。その調査内容の概要は次のとおり
である。 
①実施日時、実施対象、所在地 
②介護養成学校の基本情報 
③事業概要（法人種類、概要、教師数）、沿革、カリキュラムの構成・内容、
授業目的及び内容、総授業時間、日本の文化や言語に関する授業の具体的な
内容、日本語コミュニケーションレベル、学校側が求める卒業時最終レベル
など。 
④年間授業料の内訳 
⑤学生募集方法 
⑥学生の属性（性別、平均年齢、最終学歴・職歴、家庭の経済状況など） 
⑦学生が介護を学ぶ動機を各学校側はどう捉えているか。 
出稼ぎのためか、学習のためか、現地での就職のためか。 
⑧日本以外の送り出し国はあるのか、あればどのような取り組みで実施して
いるのか。 
⑨ベトナムにおける介護の現状 
⑩その他 
介護分野における技能実習生の送り出し側としての工夫点・日本への送り
出しにより期待できる効果（養成学校側としてのメリット・デメリット、実
施に当たっての取り組み内容など）、学校関係者が持つ日本に対するイメージ
はどうか、日本で就職するとどのぐらい滞在するつもりか、長男・長女が日
本へ就職目的で来る場合は多いのかなど。 
 
第２項 訪問調査からみたベトナム国内の技能実習生の現状 
ベトナム現地における４カ所の事業所を訪問調査した。言葉の壁や文化の
違い、時間の制限などの問題点を抱えながらヒアリング調査方法で実施した。
そのため、視察もしくは見学という意味合いでの調査といっても過言ではな
い。また、現地で収集できる資料の制限もあったため、本来の調査内容の項
目をすべて聴き取れたわけではないケースもあった。特にカリキュラムに関
しては、最初の訪問調査までの目的としては、日本の介護養成学校で実施さ
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れているカリキュラムとベトナムの事業所の介護養成に関するカリキュラム
の比較であったが、今回の現地調査対象事業所４カ所においては、まだ具体
的なカリキュラムなどは作成されていなかった。４カ所とも日本への介護分
野における外国人技能実習生の送り出しを希望しているものの、その事業展
開に対する準備に関しては具体化されたことはなく、日本側の受け入れ事業
所を模索している段階である。ただ、４カ所とも今まで日本への技能実習生
や経済連携協定（ＥＰＡ）関連の送り出しに関する実績があり、そのノウハ
ウをベースに事業を展開する予定であるという事業関係者の言葉を聞くこと
ができた。実際、今回訪問した４カ所の事業所とも海外への労働者派遣分野
において１０年以上の実績があり、主な送り出し国としては東南アジア、中
東、東欧、アメリカなど様々であった。主な海外への労働者派遣職種として
は建設、工業関係事業への送り出しが一番多かったが、その中でも特に韓国、
アメリカにおいては技能実習生ではないが家政婦としての派遣ケースもあり、
今後日本でも外国人家政婦の積極的な受け入れ政策が行われるようになれば、
ベトナムからの受け入れも期待できるのではないかという可能性を確認する
ことができた。 
今回のベトナムにおける訪問調査結果の主な内容は次のとおりである。 
（１）観光株式会社ＨＡＴＴＯＣＯ 
① ヒアリング概要 
実施日時 2015 年 11 月 19 日 10 時～13 時 
調査対象 観光株式会社 HATTOCO 
所在地 Xa La Urban Areas Ha Dong 
② 観光株式会社ＨＡＴＴＯＣＯの基本情報１４） 
事業概要 ・ベトナムにおいて海外への技能実習生派遣のサポート事業を実施
しており、労働者派遣分野における良い実績をもとに企業に対す
る人材派遣や人材訓練を展開するため教育訓練センターを運営
している。 
・2000 年より約 14,000 名の労働者及び技術専門家、実習生などを
主に台湾、韓国、マレーシア、中東、カタールへ派遣している。 
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・現在は、日本における技能実習生に参加を希望する学生を対象に
日本語教育や労働者派遣事業を主に行っている。 
沿革 ・1975 年 9 月 20 日：ハテイ省人民委員会の認可により、観光株式
会社 HATTOCO を設立。 
・1994 年 11 月：ハテイ省人民委員会は観光株式会社 HATTOCO
をハテイ観光局内に属する会社とする。 
・2006 年 5 月：株式会社として事業を開始、ベトナム傷病兵社会
福祉省より、技能実習生派遣業務についての許可書発行 
・2007 年：台湾、韓国、日本などへ外国人派遣労働者の訓練専門
学校と連携を図り派遣事業を展開 
・2014 年：日本の技能実習生派遣分野に事業拡大 
従業員数 約 10 名 
（出典）観光株式会社ＨＡＴＴＯＣＯのパンフレット１５）により筆者作成。 
 
③観光株式会社ＨＡＴＴＯＣＯにおける授業内容 
（ア）日本語教育内容及び日本語レベル 
日本語教育は必須科目として取り組んでおり、特に日本への最低派遣条件
としてＮ３１６）以上のレベルを取得しなければならない。そのため、『みんな
の日本語』というテキストを使用して日本語教育を行っている。また、ベト
ナムでは治安、犯罪に対する考え方が甘いため、これらに関する教育を書籍、
ＤＶＤなど利用して行っている。 
日本の文化については特に指導はしていない。ただし、礼儀正しさとマナ
ーの良さを教育に対する姿勢としている。 
日本語教師はベトナム人であり、日本人教師は特に配置していない。ベト
ナム人教師の場合、日本への留学経験のある人も若干あり、ほとんどの人が
ベトナムの大学などで日本語を専攻した人である。 
（イ）教育内容 
観光株式会社ＨＡＴＴＯＣＯは、日本語教育を中心として行う会社である。
そのため、主な教育内容としては、Ｎ４～Ｎ３レベルに達するための教育を
実施している。日本語教育期間は、３カ月コースと６カ月コースがある。 
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日本語教育は日常的な会話を行うための日本語教育（３カ月又は５カ月）
と仕事上での日本語教育（１カ月）で区分している。仕事上での日本語教育
約１カ月の課程の中で日本の文化や日本系企業における仕事の姿勢、仕事の
規程、規則などの教育も含んでいる。 
主な教育内容は次のとおりである。 
・日本語教育 
―中級レベル（Ｎ４、Ｎ３）を達成するために理解、会話、読解、作文及
び生活によく使用される会話を毎日教育している。 
―仕事の日本語教育 
「ｃｈｏｐ・ｃｈｅｐ」方法：日本語において、「ｃｈｏｐ・ｃｈｅｐ」
は「ｐｅｃｈａｐｅｃｈａ」又は「ｐｅｃｈａｋｕｃｈａ」と発音する。
意味としては連続的に言葉を話し、何回も繰り返しながら話すことにより
言葉に慣れていく、自然に日本語が飛び出すまで話すという方法である。
この日本語教育方法は、観光株式会社ＨＡＴＴＯＣＯで独自に作られた教
育方法であり、日本のアナウンサー式話し方の練習法でもある滑舌の練習
方法のうち、早口言葉を真似た方法である。この方法を用いて高い成果を
あげるために「自然な聴解、会話の反射」＋「自分のため勉強を主導」＋
「効果的に勉強の時間を利用」を実践している。 
―質問回答方法 
―画像を使って会話を練習する。 
―日本の文化 
治安、犯罪に関する法律など。 
―日本系企業における仕事の姿勢 
日常での挨拶の仕方、会社での挨拶の仕方、上司に対する言葉の使い方な
ど。 
―日本企業における仕事の規程、規則 
時間厳守、ホウレンソウ、記録の書き方、グループでの仕事方法など。 
―専門訓練・技能訓練 
この教育センターの場合、専門訓練は他の技術専門学校と連携・委託して
いる。 
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―面接参加技能 
―オリエンテーション教育 
（ウ）学生の属性及び授業料 
この教育センターに通う学生の約８割以上が募集の段階から日本への技能
実習生を希望している学生であり、毎年４月、１０月２学期に分け募集を行
っている。残り約２割の学生は日本への進学のための日本語教育を希望する
学生や日本語に興味があり学ぶ学生である。 
学生の約７割以上は１８歳～２５歳までの年代層であり、高校卒業後この
学校で教育を受けるケースが最も多い。学生が高年齢の場合は、他の仕事か
ら出稼ぎのため技能実習生を希望、入学するケース又は４年制大学を卒業後
日本への技能実習生希望のため入学するケースである。 
学生の家庭における経済的状況は、経済的に余裕のある学生もいるがその
場合は留学を目的とするケースが多い。日本での技能実習生を希望する学生
の中には経済的な余裕のある学生もいるが、ほとんどの学生は出稼ぎを目的
とする技能実習であるため、余裕のない学生が大半である。このような場合
には、学生・学校・日本側の受け入れ先が、分けて費用を分担する場合がほ
とんどである。 
学生がこの教育センターで日本語を学ぶ動機としては、主に出稼ぎしたい
ためである。過去の学生から見ると、約３年間の出稼ぎ後、本国へ戻ってく
るケースが多い。その学生の中では、長男・長女の場合もある。特に長男・
長女の場合は、家族の生活を守るために出稼ぎする場合がほとんどである。 
授業料は、１カ月当たり１，８００，０００ドン、調査当時のレートで約
９，４４０円（教科書、制服、参考書類などを含む）であり、寮の費用とし
ては、１カ月当たり５００，０００ドン、調査当時のレートで約２，６２２
円（電気、水道、空調機器を含む）である。 
（エ）日本以外の送り国について 
日本以外には台湾、韓国、マレーシア、中東、カタールへの派遣実績があ
る。日本においては主に工業関連企業が多い。 
（オ）ベトナムにおける介護の状況 
ベトナムでは介護に関する制度的な措置は設けていない。そのため、金持
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ちの家庭のみ病棟や家庭で家政婦としてケアする場合が多い。この場合にお
いても制度は実施されていないため、自費での家政婦雇いとなる。 
介護関連施設においては、ほとんどは病院の病棟でのケアが多く、リゾー
ト型の施設もある。しかし、勤務先としては数が限定されているため、多く
の女性はドイツ、台湾などの海外で看護、介護の仕事に携わる場合が多い。
この場合、紹介料として本人から約３，５００ドル～５，０００ドル（調査
当時のレートで約４１万円～約５９万円）をもらう斡旋事業者もいる。 
（カ）今後の介護分野における技能実習生の送り側としての意見 
現在でも技能実習生として工業や農業などで活躍するベトナム人は多い。 
しかし、劣悪な仕事の環境や月給があまりにも少なく、低賃金による生活
困難、残業手当もない場合が多い。実際この教育センターを通して海外へ派
遣されたが、賃金をもらえないまま働かされる場合があったため、その会社
と取引を中止したケースもある。日本で約３年～５年間働くとベトナムでは
家を１～２軒買うことができるといわれているため、学生たちは日本で働き
ながら必死で貯蓄している。今後日本においても介護分野における技能実習
制度が始まるといわれているが、今のような劣悪な仕事の環境を改善してほ
しい。 
 
（２）ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学 
①ヒアリング概要 
実施日時 2015 年 11 月 18 日 13 時～14 時 
調査対象 SIMCO Song Da 技術・工業・経済職業短期大学 
所在地 Van Phuc, Ha Dong, Ha Noi 
②ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学の基本情報１７） 
事業概要 ・不動産開発、工業、オフィス、レジデンスなどの建設工事・鉱山
開発や鉱物加工・人材教育及び派遣、子会社または提携会社への
投資などの事業活動を行っている。現在は東アジアを中心に人材
派遣事業を行っており、今後日本への介護人材派遣事業を模索し
ている。 
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・2014 年までに約 2 万 9 千人以上の専門家、労働者、実習生を台
湾、韓国、マレーシア、日本、中東の各国、東欧、アメリカなど
へ派遣している。 
・今回の訪問先である SIMCO Song Da 技術・工業・経済職業短
期大学は 1997 年 1 月 1 日事業を開始、2006 年 12 月ハノイ証券
取引所に上場した会社である。 
沿革 ・1997 年 1 月 1 日：SIMCO Song Da 海外労働協力センターは、
SIMCO Song Da グループの新しいメンバーとして誕生。 
・2000 年 5 月 6 日：事業拡大に伴い「B 貿易と国際人材会社」に改
名 
・2006 年 12 月：ハノイ証券取引所に上場。 
・2007 年 4 月：業態拡大に伴い社名を「SIMCO Song Da 株式会
社」に改名 
・2009 年：「SIMCO Song Da 技術・工業・経済職業短期大学」に
改名 
従業員数 約 1000 名以上(B グループ全体) 
（出典）ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ株式会社のパンフレット１８）により筆者作成。 
 
③ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学における授業
内容 
（ア）日本語教育内容及び日本語レベル 
日本語教育は、最短１カ月から３カ月を目安に指導を行っている。ＳＩＭ
ＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学では日本への送り出しに
おいて経済連携協定（ＥＰＡ）や外国人技能実習制度を中心に事業を展開し
ている。また、今までの主な取引先としては建設、工業関係が多いため、日
本語の教育は最小限にしていると関係者は述べている。基本的には日本語レ
ベルを初級、中級、上級の三つのクラスに分類し、学生はそれぞれの日本語
レベルに合った授業を受講することとなる。実際技能実習生として選ばれる
ケースは上級の学生が多く、建設や工業などの単純労働分野では仕事の特性
上日本語のレベルより技術のレベルをより問われることが多いため、Ｎ４レ
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ベル程度の日本語レベルであれば取引先との技能実習生としての受け入れの
ための面接参加は可能であると判断しているからである。 
日本語教育はヘッドホンを利用したリスニング授業やレジュメを利用して
の授業があり、日本語を担当する教師はほとんどが国内において日本語を専
攻したベトナム人もしくは日本企業での勤務経験があるベトナム人である。
日本人教師は３名勤務している。 
日本の文化に関する授業は特には設けていないが、日本人教師や日本語担
当教師の内日本での勤務及び技能実習生の経験のある教師がいるため、授業
の中で経験に基づく法律、慣習、日本の事情などの最低限の基礎知識が習得
できるように取り組んでいる。場合によっては、少人数による集中講義を実
施することもあり、こういった場合のほとんどは受け入れ企業側からの要請
によるケースである。 
（イ）教育内容 
ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学の場合、教室の
数は全部で１６教室設けており、一日８時間の授業を行っている。教育して
いる職種は、溶接工、鉄の加工、型枠工、鳶職、工業電気工、鉄筋工、建設
技術士、電気技師、情報処理技術者、会計士であり、技能実習制度に該当す
る技能実習第２号対象職７２職種の内６９職種１２７作業を対象としている。
それ以外にも人材派遣事業の職種として、エンジニア、管理者、通訳者、機
械・建設関連の熟練労働者、オペレーター、家事ヘルパーの送り出しも実施
している。日本への外国人技能実習生の場合には、その中でも特に、建設、
工業関係への技能実習を希望する学生が多いため職業訓練を主に実施してい
る。ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学の中では職業
訓練が指導できる職業訓練場は屋外を含め計６カ所設けており、配管、木工、
アークの溶接、鉄の加工、内装ボード施工作業、電気溶接といった建設業、
工業などに関する技術を各種の訓練設備が整った実習授業で習得できるよう
にしている。そのため、ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短
期大学を卒業すると溶接工、建設技術士、工業電気工などの一人前の技術者
として現場で活躍できるようにベトナムの職種関連資格を取得することも可
能であり、日本での職業訓練専門学校に近い教育環境を設けている。ＳＩＭ
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ＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学の場合、母体会社はＳＩ
ＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学であるが、ＳＩＭＣＯ Ｓ
ｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学が独自に運営している職種短期大
学として位置付けられているため、技術面においては海外の受け入れ企業と
しては安心して受け入れできるメリットもある。また、職業訓練場の中には
別途のブースが設けられているため、選別された学生が受け入れ企業から事
前教育を受けることも可能である。また、職業訓練教育においては一定期間
日本人の技術者、職員による実技指導も行っている。 
（ウ）学生の属性及び授業料 
ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学の学生数は、約
５００人である。その内７割以上の学生は日本への技能実習生を希望してお
り、残りは台湾、韓国などの他国の技能実習生を希望する学生である。学生
の多数はＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学の敷地内
にある寮で共同生活をしている。多くの学生が高校卒業後、このＳＩＭＣＯ 
Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学に入学し、技術及び日本語を習
得後経済連携協定（ＥＰＡ）や技能実習生、もしくは日系企業に就職する目
的をもつ。学生の男女比率について聞くことはできなかったが、訪問当時に
見たほとんどの学生が男性であり、女性の学生は日本語授業を行っている教
室で会うことができた。それは、ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経
済職業短期大学が建設業、工業といったおそらく男性に特化した職業訓練を
実施していたことからだろう。 
ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学の授業料につい
ての資料は入手することができなかったため、記すことができない。 
（エ）日本以外の送り国について 
日本以外は、台湾、韓国、マレーシア、中東の各国、東欧、アメリカなど
へ送り出しており、最近ではフィリピン中部にも送り出しの準備をしている。
ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学がこのように活発
な活動が可能な理由としては、技能実習生だけではなく、経済連携協定（Ｅ
ＰＡ）や人材派遣事業といった多様な送り出しシステムを確保しているから
であると考えられる。 
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（オ）今後の介護分野における技能実習生の送り出し側としての意見 
介護分野における技能実習生の送り出しが始まることについて訪問当時の
関係者はすでに認知していたため、それに向けての準備を進めていると述べ
ていた。ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学の場合、
特に経済連携協定（ＥＰＡ）に関連してのノウハウや海外への人材派遣、日
本への技能実習生の送り出しの実績があることを強調していた。特に意見を
聞くことは時間上の問題により不可能であったが、今までの実績を強調して
話したことから考えると介護分野における技能実習生の送り出しについて関
心度が高いことには違いない。 
 
（３）Ｈａｎｏｉ医療専門学校 
①ヒアリング概要 
実施日時 2015 年 11 月 19 日 16 時～17 時 30 分 
調査対象 Ｈａｎｏｉ医療専門学校 
所在地 Trung Văn、Q.Nam Từ Liêm、Ha Noi 
②Ｈａｎｏｉ医療専門学校の基本情報１９） 
事業概要 ・実践技能が優秀であり、道徳性が良く患者に対し真剣に向かい合
って看護できる専門性の高い看護医療幹部を育成することを目
標に主に看護師、薬剤師、助産師などの養成教育を行っている。 
・現在は専門的技術をもつ看護師などの医療関連従事者をヨーロッ
パ、アメリカなどへ送り出している。 
・国内においては Ha Dong 中央病院、Nhan Ai 看護施設及び他医療
機関へ卒業生を就職させている。 
沿革 ・2008 年 7 月 3 日：ハノイ市人民委員会の決定により設立 
従業員数 18 名 
（出典）Ｈａｎｏｉ医療専門学校のパンフレット２０）により筆者作成。 
③Ｈａｎｏｉ医療専門学校における授業内容 
（ア）日本語教育内容及び日本語レベル 
Ｈａｎｏｉ医療専門学校の場合、学校内での日本語教育は共通科目の一環
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として行われている。しかし、より専門的な日本語教育が必要な場合には、
外部の日本語教育学校を利用しており、主に医療関連の授業のみを実施して
いた。訪問当時の関係者の話によると、主な送り国としてはヨーロッパ、ア
メリカであったとのことから、医療関係従事者の場合、英語が話せるのであ
れば業務上の支障はなく、今まで日本語教育の必要性がなかったかも知れな
い。 
（イ）教育内容 
Ｈａｎｏｉ医療専門学校の教育期間は、メディカルケア学部の職業専門学
校、短期大学及び大学を卒業した学生の場合１２カ月の教育を受けることと
なる。また、高校のみ卒業している場合には２４カ月の教育を受けることと
なり、修了後は日本での准看護師に当たる資格を取得することができる。 
授業内容としては、大きく共通科目、教養科目、専門科目、選択科目、基
本実習、卒業実習と分類されており、①共通科目では、防衛教育、政治（マ
ルクスレーニン理論とホーチミン思想など）、体育、外国語、法律学、情報学
などを教育している。②教養科目では、微生物（寄生虫）に関する授業、解
剖、薬理、健康・環境・衛生（健康改善及び人間行動）、栄養管理、看護と職
業倫理、基礎療養Ⅰ・Ⅱ、心理、伝統医学などを教育している。③専門科目
では、感染管理、応急患者治療及び集中治療、内科患者のための医療ケアⅠ・
Ⅱ、外科患者医療、小児科患者医療、女性と産婦人科患者医療などを教育し
ている。④選択科目では、地域看護、衛生や病気の予防のどちらかを選択す
る。⑤基本実習では、内科患者医療実習Ⅰ・Ⅱ、外科患者医療実習、小児科
患者医療実習、女性と産婦人科患者医療実習、地域看護を教育している。⑥
卒業実習では、卒業（修了）に向けての総合的な最終実習を教育している。
主な実習先としては、中央老人医療センター、Ｈａ Ｄｏｎｇ総合病院、Ｎｈ
ａｎ Ａｉ看護研究所及び他医療機関がある。 
また、管理幹部及び教師は医療関連大学、短期大学、専門学校での教員経
験がある者であり、教授、副教授、博士、医者も含む。 
以上のようにＨａｎｏｉ医療専門学校では、主に医療、看護関連授業が行
われており、「優秀な看護師が優しく道徳のあるお母さんになる」という学校
の指針に従って教育を実施している。 
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（ウ）学生の属性及び授業料 
 上記で述べたように学生は二つに分けられており、一つは専門学校、短期
大学、大学卒業後の学生もいれば、二つには高校卒業後入学する学生もいる。
関係者の話によると、６割以上の学生が高校卒業後入学するケースに当たる
と述べている。学生の男女比率についての具体的な答えを聞くことはできな
かったが、医療専門学校、特に看護師、助産師の養成という特性から女性が
多いという。 
 学生数は、年間約８００人から１２００人であり、修了後はヨーロッパや
アメリカなどへ派遣人材として送り出すケースが多く、それ以外の学生は国
内での就職となる。 
 授業料は、１カ月当たり１，８００，０００ドン～２，４００，０００ド
ン（調査当時のレートで約９，７８０円～約１３，０４０円）であり、寮を
利用した場合には、１カ月当たり４００，０００ドン～６００，０００ドン
（調査当時のレートで約２，１７３円～約３，２６０円）で水道、電気代な
どを含む費用となる。 
（エ）日本以外の送り国について 
 経済連携協定（ＥＰＡ）と関連して看護師を日本へ送り出した実績があっ
たＨａｎｏｉ医療専門学校では、主にヨーロッパ、アメリカなどへの派遣事
業を行っている。 
（オ）今後の介護分野における技能実習生の送り出し側としての意見 
 Ｈａｎｏｉ医療専門学校では、経済連携協定（ＥＰＡ）と関連して日本へ
の送り出しを経験していたが、ベトナムでは未だ日本でいわれている介護の
概念が定着していないことから今後の介護分野における技能実習生の送り出
しについて悩んでいた。この学校の場合もＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・
工業・経済職業短期大学のように日本の介護分野における技能実習生の送り
出しについてはすでに認知しており、ベトナム内で技能実習生としての基本
的な教育を行わなければいけない場合、介護をどのように教育していけばい
いのかという疑問があり、ベトナムでの介護の概念はメディカル的なケアに
近いと訪問当時の学校関係者は述べていた。また、ベトナムでは医療的なケ
アも政策的に整備されていないため、一般庶民は自費で受けるしかなく、日
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本でいう老人福祉施設の数も少ない。このような事情から実際卒業生の中で
も海外から学んできた技術を活かせず海外企業に就職する学生も多い。 
 
（４）Ｄａｉｎａｎ大学 
①ヒアリング概要 
実施日時 2015 年 11 月 18 日 14 時 
調査対象 Dainan 大学 
所在地 Trung Văn、Q.Nam Từ Liêm、Ha Noi 
②Ｄａｉｎａｎ大学の基本情報２１） 
事業概要 ・社会に専門性の高い人材を送り出すため「品質・信頼・改善・奉
仕」を基本方針としている。 
・技術、テクノロジー、医療、看護、外国語などの分野で質の良い
人材を育成することを目標に国際参入を背景とする国内の産業
化、近代化へ奉仕できることを期待している。 
・2014 年から 2015 年までに情報処理技術、建設・工業技術、英語、
日本語、薬剤、看護などの専攻教育でおよそ 6000 名の学生を卒
業させた。また、学生のキャリア向上のための日本語クラブ、キ
ャリアセンターなどを設けている。 
・「実践で学ぶ」、「促進させ良好な結果を出すこと」を学校のモッ
トーに近年のような工業時代に見合うような外国語及び専門技
術を習得させることで学生へより良い仕事のチャンスを持つこ
とができるようトレーニングしている。 
・日本語能力試験（JLPT）の開催指定学校である。 
沿革 ・2007 年 11 月私立大学として設立 
従業員数 人数不明 
（出典）Ｄａｉｎａｎ大学のパンフレット２２）により筆者作成。 
 
③Ｄａｉｎａｎ大学における授業内容 
（ア）日本語教育内容及び日本語レベル 
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Ｄａｉｎａｎ大学は、日本政府で経済連携協定（ＥＰＡ）や留学生の日本
語レベルテストとして認めている日本語能力試験（ＪＬＰＴ）の開催指定学
校として認定されている。また、大学の中に英語学科、日本語学科が設けら
れており、日本語に関する専門的な知識を習得できることはもちろん日本語
クラブにおいて日本の文化についても接することができる機会を設けている。
日本語学科以外の他学科での日本語教育は、２年生（３学期）で行われるカ
リキュラムの中で日本語を習得することができる。卒業時にはＮ３以上のレ
ベルの資格が取得できるように教育している。 
（イ）教育内容 
Ｄａｉｎａｎ大学の場合、大きく４年制と３年制に分類される。その中で
今回見学したのは４年制であり、医療や薬剤に関する専攻の場合、主に４年
制卒業の学生を経済連携協定（ＥＰＡ）や技能実習生の対象としていると述
べている。４年制、３年制ともに社会福祉もしくは介護に関する専攻はまだ
設けていない。今後の介護分野における技能実習生の日本への送り出しを考
慮し設けていく計画であると関係者は述べていた。 
Ｄａｉｎａｎ大学で行われている学科は、上記の事業概要で述べたように、
情報処理技術、建設・工業技術、英語、日本語、薬剤、看護であり、実際技
能実習生の送り出しをしている分野は、看護、情報処理技術、建設・工業技
術関連専攻学科である。 
４年制の場合、全部で８学期に構成され、基礎教育２年と専攻教育２年で
区分される。その詳細な内容については次のとおりである。 
 
・ 基礎教育：４学期、２年コースで行われ、①１学期では、体育教育、国防
教育、マルクス・レーニン理論及びホーチミン思想教育を受ける。②２学
期では、社会科学、人文科学に関する教育が行われる。③３学期では、外
国語の教育が行われ、英語及び日本語の選択科目がある。④４学期では、
数学、ＩＴ情報、自然科学に関する教育が行われる。 
・ 専攻教育：基礎教育と同じく４学期、２年コースで行われる。①５学期で
は、専攻に関連する基礎知識教育が行われ、②６学期では、専攻知識教育、
③７学期では、専攻支援知識教育が行われる。④８学期では、実習と卒業
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論文の作成となる。実習の場合は、外国語専攻を除いた医療、看護、情報
処理技術、建設・工業技術関連専攻学科を対象とする。 
訪問当時は、建設・工業技術関連専攻学科を見学することとなったが、大
学の中で実習できる職業訓練場を設けており、専攻に関連する基礎知識を学
んだ上での実習となっていた。 
（ウ）学生の属性及び授業料 
Ｄａｉｎａｎ大学の場合は、日本と同じく高校卒業後の学生がほとんどで
ある。しかし、建設・工業技術や看護、ＩＴ技術専攻の学生は入学の時点か
ら海外への就職を希望するケースが多く、特に建設・工業技術関連を専攻す
る学生は日本への就職を希望していると関係者は述べていた。その理由とし
ては、やはり出稼ぎのためであり、また、日本でのキャリアを持つことによ
って、母国に帰国後も日系企業で働く可能性が高くなるからである。 
授業料は、１年間１０カ月の授業料と計算しており、医療、薬剤関係の専
攻は、１カ月当たり２，４００，０００ドン～３，０００，０００ドン（調
査当時のレートで約１３，０００円～約１６，２３０円）であり、年間２４，
０００，０００ドン～３０，０００，０００ドン（調査当時のレートで約１
３０，０００円～約１６２，３００円）である。他学科の場合には、１カ月
当たり１，２００，０００ドン～１，８００，０００ドン（調査当時のレー
トで約６，５００円～約９，７３７円）であり、年間１２，０００，０００
ドン～１８，０００，０００ドン（調査当時のレートで約６５，０００円～
約９７，３７０円）である。 
（エ）日本以外の送り国について 
Ｄａｉｎａｎ大学の場合、海外への送り出しのみではなく、国内における
就職もしているため、学生の就職先は様々であった。海外への送り出しは、
前述したように建設・工業技術関連は日本が多く、韓国、台湾などにも送り
出している。看護の場合は、国内での就職とアメリカ、ヨーロッパ、経済連
携協定（ＥＰＡ）関連で日本への送り出しをしている。Ｄａｉｎａｎ大学の
場合、大学であるため、技能実習生のみではなく一般的な海外への就職も行
っている。 
（オ）今後の介護分野における技能実習生の送り出し側としての意見 
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この学校の場合も他の訪問先と同じく介護分野における技能実習生の日本
への送り出しについて関心度が高く、今後介護関連の学科を設けることを検
討していた。しかし、現在は他学校との協力関係に基づく日本語教育に関す
る指導やより専門的な技術習得のための指導などの技能実習生としての教育
ではなく、就職を主な目的とした教育を行っているため、今後日本での介護
分野における技能実習生の送り出しが可能となると実際日本語教育以外の技
能実習関連の教育から送り出しにつながるかどうかは未知数である。 
 
第３項 ベトナムにおける訪問調査の結果 
以上のように、今回の現地訪問調査の結果は以下の七つの点に整理できる。 
①日本語教育内容及び日本語レベルについては、４カ所とも日本語教育は必
須科目もしくは専攻課程として取り組んでいるということである。今回現
地訪問調査先の中で、Ｄａｉｎａｎ大学の場合は、日本語学科を設けてお
り、学科教育の一環として実施していたが、技能実習生の送り出しを専門
としている他３カ所の場合は、日本語教育を必須科目にして取り組んでい
た。技能実習生の受け入れを専門的にしていた３カ所の場合、日本語教育
期間は様々であり、最低１カ月から最大６カ月までのコースとして設けて
いた。 
しかし、１カ月～６カ月というこの日本語教育期間は今までの技能実習
生の職種の内、建設・工業関連の場合がほとんどであり、建設・工業関連
は言葉のレベルよりは技術的なレベルをより重要視するという点、現場で
行われる作業としては単純作業が多いため仕事に関連する基本的な用語、
危険時に必要な日本語のレベルであれば仕事は可能という点からであると
考えられる。そのため、訪問時に出会った学生たちの日本語レベルも簡単
な挨拶や会話ができる程度のレベルであった。４カ所の学校とも日本語教
育以外にも日本の文化や法律、慣習について教育しており、特にＤＶＤを
用いた教育や日本での就職歴をもつ先生からの直接的なアドバイス教育方
法で行われていた。また、４カ所の内２カ所（観光株式会社ＨＡＴＴＯＣ
Ｏ、ＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・工業・経済職業短期大学）では、受
け入れ先が決まった学生を対象に基本的なビジネスマナー教育も実施して
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いたため、今後日本で生活していく中での基本的な情報をベトナムで学ん
だ上で入国する学生が過半数であった。 
②教育実施方法としては、様々であった。小規模の観光株式会社ＨＡＴＴＯ
ＣＯの場合、日本語教育のみを自社で実施し、専門的な技術教育について
は、連携・委託方式で行われていた。中規模以上のＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄ
ａ技術・工業・経済職業短期大学、Ｈａｎｏｉ医療専門学校、Ｄａｉｎａ
ｎ大学の場合は、自社の中に職業訓練場が設けられており、専門的な技術
教育を自社で実施していた。 
③学生の属性については、４カ所とも高校卒業後の学生が一番多く、男女比
率では日本語や医療・看護教育を専門とする観光株式会社ＨＡＴＴＯＣＯ、
Ｈａｎｏｉ医療専門学校の場合、男子学生より女子学生が多く、建設・工
業関連の技能実習生の教育を専門とするＳＩＭＣＯ Ｓｏｎｇ Ｄａ技術・
工業・経済職業短期大学の場合、男子学生の比率が多かった。技能実習生
の内長男・長女の関係なく海外への研修を希望しており、主な目的は出稼
ぎであった。 
④日本への技能実習生を希望する学生は多く、その理由としては、建設・工
業関連の技能実習生の場合、給料面でも良く福利厚生の面でも良いという
回答が多かった。ただし、日本企業の場合、規律正しさや規則厳守などを
徹底化しているというイメージが学校側に強いため、ビジネスマナーや日
本の文化に関する授業の中で取り組んでいると４カ所とも強調していた。 
⑤授業料は、１カ月当たり１，８００，０００ドン（調査当時のレートで約
９，７３７円）であり、医療関連学校の授業料は一般技能実習生の授業料
の約１．３３倍高く１カ月当たり２，４００，０００ドン（調査当時のレ
ートで約１３，０００円）であった。特にＤａｉｎａｎ大学の場合医療・
薬剤関係の専攻は１カ月当たり２，４００，０００ドン（調査当時のレー
トで約１３，０００円）で、一般専攻は１カ月当たり１，２００，０００
ドン（調査当時のレートで約６，５００円）で約２倍であった。しかし、
日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）の２０１４年末調査２３）を見ると、ベトナ
ム・ハノイ市の一般工職の平均月給は、３，６７０，０００ドン（調査当
時のレートで約１９，８５３円）であり、これに比べると４カ所の授業料
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は決して安くはない。 
⑥日本以外の送り国については、建設・工業関連の技能実習生の場合は台湾、
韓国が一番多く、看護関連の技能実習生の場合は、日本（経済連携協定（Ｅ
ＰＡ）関連）、ドイツ、アメリカが多かった。ベトナムの場合、ベトナム戦
争後経済政策の一環としての労働力輸出を続けており、主な送り国として
は、旧ソ連・東欧から韓国、台湾、日本のようなアジア諸国であった。ま
た、外国で働いているベトナム人労働者が送金した外貨は２０１１年上半
期で１０ 億米ドル２４）であることから考えると、労働力輸出はベトナム人
にとって大きな外貨収入源の一つであるといえる。 
⑦４カ所とも今後日本への介護分野における技能実習生の送り出しを希望し
ていた。その中でも２カ所については、実際日本企業との契約を完了して
いる、もしくは協議中であると回答した。厚生労働省資料２５）によると、技
能実習生の日本への受け入れ人数は中国が最も多く、その次がベトナム、
インドネシアの順となっている。このようなことからすると、今後介護分
野における技能実習生の受け入れも中国に続きベトナムに大きく期待でき
ると考えられる。 
 
第３節 ベトナムにおける技能実習制度の今後の課題 
 
前節では、ベトナムにおける現地訪問調査による４カ所の技能実習生の教
育機関を概観するとともにその内容について七つの点に整理した。最近のマ
スコミなどによると、日本政府は、オリンピック・パラリンピック関連、東
北の復興事業などで不足する建設業の人手を補うためとして、すでに日本に
いる外国人がより長く働ける措置をとることを決め、日本で３年間の「技能
実習」を終えた人に、継続して滞在する場合には２年間、いったん帰国した
人の場合にも再入国を認め、帰国して１年以上が経過している人には３年間
の滞在も認める方針の見込みである。このようなことから、今回実施したベ
トナムでの訪問調査結果を基にベトナムにおける介護分野の技能実習生の受
け入れに関する今後の課題について検討することとする。 
実際、今回の訪問調査で感じた問題点及び今後の課題は下記のように四つ
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の点に整理できる。 
①日本語の教育に関する点である。今回の訪問時の一番の関心はベトナムで
行われている日本語教育や介護に関するカリキュラムの整備の有無であっ
た。今後介護分野で技能実習生として働くに当たって社会保障審議会の中
でも一番熱く議論されたのが言葉の問題であった。すでに看護、介護分野
において受け入れをしている経済連携協定（ＥＰＡ）の制度化に向けての
議論の中でもこの言葉の問題が懸念され、経済連携協定（ＥＰＡ）を通じ
て日本へ来た外国人の場合多くが社内での同僚とのコミュニケーションが
問題だと認識していた。このようなことから考えると、介護分野における
技能実習制度においてもコミュニケーション問題は無視できない。実際、
外国の留学生が日本の大学への入学や日本国内で就職するため求められる
日本語レベルは、一般的にＮ１～Ｎ２であることを考えると、技能実習制
度の目的が技術を習得・研修するためだとはいえＮ３～Ｎ４２６）を求める日
本語レベルでは仕事を学ぶ上で十分だとは言い難い。 
特に、看護・介護分野のように人の身体的・精神的状態を理解した上で
行わなければならない職種においての技能実習又は研修の場合には、Ｎ３
～Ｎ２を求めるべきではないかと考えられる。介護の場面において排泄介
助を行うにしてもその時の尿・便の状態や皮膚の状態、排泄介助時の利用
者とのコミュニケーションのやり取りなどで利用者のあらゆる状態を把握
し、スーパーバイザーへその時の状況を報告、記録していかないといけな
いためである。このようなことから考えると、十分な日本語能力を有しな
い学生の場合には、技能実習の目的をもって入国したとしても掃除、洗濯
といった単純作業に回される場合が多くなるため、技能実習生のスキルレ
ベルは伸びず、技能実習制度の本来の目的から外される可能性がある。 
②ベトナム人の介護に関する認識度が低い点である。今回の訪問調査で明ら
かになったのは、「介護」という言葉の概念がベトナムではまだ定着してい
ないことである。今回の訪問調査先であったＨａｎｏｉ医療専門学校の関
係者の話によると、ベトナムではまだ医療的な部分の一環として介護を考
えていると述べていた。総務省統計局の資料２７）によると、ベトナムの従属
人口６５歳以上の割合は２０１０年で６．４%であり、日本は２０１０年の
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従属人口６５歳以上の割合は２３%でベトナムの約３．６倍である。また、
ＷＨＯ世界保健機関の統計資料２８）によると、２０１３年ベトナムの平均寿
命は７６歳で、日本は８４歳と日本の方が１．１倍高い。実際、日本での
介護保険制度が施行されたのは２０００年であり、その時の平均寿命が８
１歳である。また、２０１２年の健康寿命もベトナムは６６歳であり、日
本は７５歳である２９）ことから考えると、まだ介護保険制度の必要性も問わ
れる時期ではなく、介護に関する認識度が低いことも理解できる。ベトナ
ム側からすれば、今後の平均寿命の伸びに備えての意味合いでの先進国で
の技術の習得と考えた方が良いだろう。 
前述したように観光株式会社ＨＡＴＴＯＣＯ、Ｈａｎｏｉ医療専門学校
の訪問調査時の関係者の話でも、ベトナムの介護は日本の介護より医療的
な看病に近いことや、まだ介護を必要とする高齢者の数は少なく介護を必
要としても政策的サービスがないため主に裕福な者を対象とする自費サー
ビスでの看病もしくは総合病院で行われる看病がすべてであるという話に
もつながっていくだろう。 
このようなベトナムの事情から考えると、今後日本で行われる介護分野
の技能実習生に対する教育はまず何をすべきかがわかってくる。日本は昔
から家父長的な家族構成から家族内介護をしている場合が多く、介護現場
で働いている介護職員の多くは家族内介護を経験しているケースが多いと
思われる。そのため、何らかの形での介護経験があり介護とは何かについ
ての基本的な認識は構築できている状態であった。しかし、ベトナムの場
合、まだ介護＝看病の認識が強い、家族内介護の経験が少ないことから今
後介護分野の技能実習生に対しては介護の概念教育が必須科目として不可
欠となってくるだろう。いくら３年～５年間の技術研修とはいえ、介護が
何かすら解からないまま技術だけを習得することは、介護を専門職と見ず
単純労働としてしか見ていないこととなるからである。 
③外国人技能実習生の人権問題である。２０１３年、日本弁護士連合会によ
る外国人技能実習制度の早急な廃止を求める意見書３０）を見ると、労働者の
保護という観点からの制度設計がなされていないと指摘し、技能実習生は、
技能実習という在留資格が与えられるが、職場移転の自由がないことを述
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べていた。また、現在の技能実習制度は、技能実習生と送り出し機関との
間で途中帰国への違約金などを定める契約が締結されているケースもあり、
事業主によるパスポートの取り上げなどの人権侵害や研修時間外に労働を
行っても残業手当の支給がなかったり、最低賃金以下の賃金しかもらえな
いなどのことはすでに日本国内でも問題視されている部分である。その結
果、日本で技能実習生が職場から逃亡し、不法滞在労働者となって罪を犯
す事件などが発生している。これだけではなく、今回の訪問調査時の関係
者の話によれば、受け入れ先の紹介料として調査当時のレートで約３，５
００ドル～５，０００ドル（約４１万円～約５９万円）を受けとる斡旋事
業者もいる。観光株式会社ＨＡＴＴＯＣＯでの訪問調査の内容のように、
ベトナムから日本への技能実習を希望する学生の多くは、出稼ぎを目的と
しており、経済的に余裕のない学生が大半である。 
このような事情を考慮した上で、日本の受け入れ側は技能実習生に対し、
日本の「労働基準法」や社会保障制度に関する知識を十分教育する必要が
あり、外国人専用の人権相談所３１）のようなネットワークに関する情報の掲
示を義務化する必要性がある。かつ、人道的な受け入れシステムを構築す
るための日本政府側の管理・監督が必要とされる。また、技能実習生側は
自分の身は自分で守るという考えから、日本での労働や生活に関する十分
な事前調査が必要となるだろう。この場合、外国人である技能実習生が日
本での情報を得ることは限度があるため、送り出し機関による受け入れ国
及び受け入れ先に関する正確な情報の提供が義務付けられることが前提と
なる。 
④日本で習得した技術を母国で活用できるかの点である。②でも述べたよう
に技能実習生が帰国後ベトナムで同じ介護分野に従事する比率は低い。そ
の理由は、ベトナムでは日本のような高齢者福祉施設がほとんどなく、介
護に関する社会化も不十分であるため、活用できる実質的な場所が少ない
からである。実際、今回の訪問調査先のＨａｎｏｉ医療専門学校の関係者
も、母国での就職先が少ないため経済連携協定（ＥＰＡ）を通じて日本で
の技術を学んだ医療関係の学生は、病院もしくは日系一般企業に就職する
と述べていた３２）。 
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現在のベトナムのこのような事情から考えると、介護ニーズが発生して
いないため技能実習生の実質的な就職につながる可能性は薄いが、今後の
高齢化社会に備えるためには、需要と供給の面から考えても日本側での技
能実習制度による技術の習得と同時にベトナム側での就職先を増やし、日
本で学んだ技術をベトナム国内で持続的に継承、発展させるための国家レ
ベルでの政策が必要だろう。 
そのための提言を本論文においてすべきではあるが、２０１６年９月現
在、ベトナムにおいては介護分野における外国人技能実習制度の具体的実
態がほとんどないことや、日本側における介護職の在留資格問題が確定し
ておらず、これらの点についての分析ができないため、提言にまでは至ら
なかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 
 
１）    坂場三男『大使が見た正解一親日な国・ベトナムの素顔』、宝島社、2015、P.17 
136 
 
7。 
２）    独立行政法人日本学生支援機構「平成 27 年度外国人留学生在籍状況調査結果」、
独立行政法人日本学生支援機構、2016 年 3 月、P.4。 
３）    公益財団法人国際研修協力機構「技能実習生・研修生統計 2015 年 12 月末分」
公益財団法人国際研修協力機構、2016 年 3 月、http://www.jitco.or.jp/abo 
ut/data/statistics/statistics-result.pdf、2016 年 4 月 25 日閲覧。 
４）    外務省「最近のベトナム情勢と日ベトナム関係」、http://www.mofa.go.jp/ mofa 
j/area/vietnam/kankei.html、2016 年 4 月 25 日閲覧。 
５）   前掲、１）、坂場、PP.177-179。 
６）    前掲、１）、坂場、、P.177。 
７）    宮原彬「ベトナムの日本語教育事情」『長崎大学留学生センター紀要』vol.7、留
学生センター、1999、P.139。 
８）    グエン・タイン・タム他 2 人「ベトナムにおける日本語教育と日本研究の動き」
国際日本文化研究センター、P.250、http://publications.nichibun.ac.jp/re 
gion/d/NSH/series/symp/2015-03-31-1/s001/s031/pdf/article.pdf、2016 年 4 月
25 日閲覧。 
９）    前掲、７）、宮原、P.140。 
１０）   前掲、７）、宮原、P.140。 
１１）   前掲、８）、グエン、P.250。 
１２）   宮川俊二『アオザイの国へ』同友館、2002、P.102。 
１３）   グエン・ティエン・ルック「ベトナムにおける近年の日本研究の状況とその特徴」
『立命館言語文化研究』21 巻 3 号、立命館大学国際言語文化研究所、2010、P.54。 
１４）   観光株式会社 HATTOCO からの日本語版パンフレットによる。 
１５）  「観光株式会社 HATTOCO」全日本語版、ベトナム語版があり、ベトナム語版に
ついては、ロック氏に通訳してもらった。 
１６）   日本語能力試験認定の目安 
N1：幅広い場面で使われる日本語を理解することができる。 
N2：日常的な場面で使われる日本語の理解に加え、より幅広い場面で使われる
日本語をある程度理解することができる。 
N3：日常的な場面で使われる日本語をある程度理解することができる。 
N4：基本的な日本語を理解することができる。 
N5：基本的な日本語をある程度理解することができる。 
、https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html、2016 年 2 月 8 日閲覧。 
１７）   SIMCO Song Da 株式会社からの日本語版、ベトナム語版パンフレットによる。 
１８）  「SIMCO Song Da 株式会社」全日本語版、ベトナム語版があり、ベトナム語版
については、ロック氏に通訳してもらった。 
１９）   Hanoi 医療専門学校からの日本語版、ベトナム語版パンフレットによる。 
２０）  「Hanoi 医療専門学校」全日本語版、ベトナム語版があり、ベトナム語版につい
ては、ロック氏に通訳してもらった。 
２１）   Dainan 大学からの日本語版、ベトナム語版パンフレットによる。 
２２）  「Dainan 大学」全日本語版、ベトナム語版があり、ベトナム語版については、
ロック氏に通訳してもらった。 
２３）   ジェトロ・ハノイ「2015 年ベトナム一般概況」、JETRO、2015 年 8 月、P.47。 
２４）   グェン・ティ・ホアン・サー「日本の外国人研修制度・技能実習制度とベトナム
人研修生」社会学研究科篇『佛教大学大学院紀要』第 41 号、2013 年 3 月、P.21。 
２５）   厚生労働省、職業能力開発局「技能実習制度の現状」、http://www.mhlw.go.jp/bu 
nya/nouryoku/gaikoku/dl/ginou_data.pdf#search='%E6%8A%80%E8%83%B 
D%E5%AE%9F%E7%BF%92%E5%88%B6%E5%BA%A6%E3%81%AE%E7%
137 
 
8F%BE%E7%8A%B6'、2016 年 2 月 8 日閲覧。 
２６）   前掲、１６）、日本語能力試験認定の目安参照。 
２７）   総務省統計局『世界の統計 2015』、総務省統計局、2015 年 3 月、P.19。 
２８）   世界保健機関『World Health Statistics 2015』、世界保健機関、2015 年 5 月、
P.143。 
２９）   総務省統計局『世界の統計 2015』、総務省統計局、2015 年 3 月、P.52。 
３０）   日本弁護士連合会、「外国人技能実習制度の早急な廃止を求める意見書」、http:// 
www.nichibenren.or.jp/activity/document/opinion/year/2013/130620_4. html、 
P.3、2013 年 6 月 20 日閲覧。 
３１）     国内における外国人用人権相談センターは、法務省による外国人のための人権
相談所 http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken21.html、日本弁護士連合会による
外国人の人権電話相談 http://www.nichibenren.or.jp/contact/ consultation/ 
legal_consultation/osaka/12.html、大阪法務局による外国人のための人権相談
http://www.moj.go.jp/jinkennet/osaka/osaka_sdn18.html などがある。 
３２）   前掲、１９）、2015 年 11 月 19 日の調査。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第７章 日本における介護分野の技能実習生確保への今後の課題 
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第１章から第６章まで述べてきたように、日本における家族形態の変化や
家族の価値体系の多様化は、同世帯での老親を扶養することを困難とし、高
齢者の介護や生活維持を社会全体で支えていかなければならない状況に陥っ
てきた。また、少子高齢化による老年人口の増加や生産年齢人口の減少は介
護労働力の不足問題を起こしている。そのため、多くの高齢者の介護を支援
している社会福祉施設や訪問系介護支援事業所などにおいても入所を希望す
る高齢者は増える一方、介護サービスを提供する労働力の人材不足はますま
す深刻化していく状況である。 
このような状況から、日本においては、介護分野における開発途上国への
技術移転を目的に経済連携協定（ＥＰＡ）による看護師・介護福祉士の研修
制度を実施している。しかし、経済連携協定（ＥＰＡ）の場合、第４章にお
いても述べたように、経済連携協定による外国人労働者の受け入れであるた
め、看護・介護労働力不足の対策ではないことを明確に示している。そのた
め、経済連携協定（ＥＰＡ）の受け入れ人数は限定され、決められた期間内
での資格取得及び研修が可能となる。これとは別に現在日本においては、外
国人技能実習制度を実施しており、今までの受け入れ範囲を介護分野にまで
拡大するとの日本政府の方針が示され、法案も作成されているが、まだ実施
できず、様々な議論のみがされている状況である。 
このような状況は、韓国においても同じく発生する可能性の高い問題とし
て韓国社会においても認識している。韓国においても、外国人勤労者雇用許
可制度を現在実施しているが、この制度も今後の少子高齢化による介護分野
における人材不足問題についての対応策としては捉えられていないのが現状
である。 
このようなことを踏まえて、本章の構成は次のとおりである。第１節では、
日本の介護分野における人材不足問題を検討し、ますます深刻化していく労
働力不足の現状を明らかにすることとする。第２節では、日本における介護
職員の概念及び介護職員養成カリキュラムについて述べることとする。第３
節では、現在日本が抱えている介護人材不足問題についてベトナム・ハノイ
での現地調査の結果からの問題点や本章の第１節、第２節での問題点を踏ま
えて検討する。 
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 第１節 日本の介護分野における人材不足問題 
 
 日本において、少子高齢化による介護労働力不足問題は年々深刻化してい
く傾向である。第１章でも述べたように、老年人口一人を支える生産年齢人
口数は、１９７０年の一人の高齢者を９．８人で支えていたのに対し、２０
１５年には一人の高齢者を２．７人で支え、２０３０年には一人の高齢者を
２．２人で支えなければならない状況となる見込みである。そのため、老年
人口一人を支える生産年齢人口の負担率は、１９７０年から２０３０年まで
に約４倍以上となることが予想できる。また、日本の少子高齢化の特徴とし
てよく挙げられるのは、後期高齢者の急激な増加である。後期高齢者の場合、
認知症や寝たきりといった要介護状態になる可能性が高く、このような要介
護状態の高齢者を介護していくためには、介護サービスを提供する労働力が
必要とされるのである。 
社会保障審議会の「介護人材の確保について」１）によると、団塊世代が７
５歳以上となる２０２５年に向けて介護サービスを充実していくためには、
２３７万人から２４９万人の介護人材が必要であると予想しており、そのた
めには毎年６．８万人から７．７万人の介護人材を確保する必要があると強
調している。 
また、介護労働安定センターの「介護労働実態調査」２）によると、介護事
業所における従業員の過不足感については、６１．３%が「大いに不足、不
足、やや不足」と回答しており、「適当」は３８．２%であった。これは介護
労働安定センターの２０１５年度介護労働実態調査に比べると、「大いに不足、
不足、やや不足」と感じている事業所は２%増加しており、「適当」と感じて
いる事業所は逆に２%減少している３）。加えて、従業員が不足している理由に
ついては、「採用が困難である」が７０．８%で、「事業を拡大したいが人材
が確保できない」が２０．３%、「離職率が高い」が１５．８%となっている４）。
採用が困難である理由については、「賃金が低い」が５７．４%で、「仕事が
きつい」が４８．３%を示しており、いわゆる３Ｋの仕事と言われている介
護の仕事は、仕事内容のきつさに比べ、賃金が低いため人材が確保し難いこ
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とが予想できる。図１１をみるとわかるように、介護事業所に従事する従業
員の平均賃金は、２１７，７５３円／月であり、社会福祉施設で働く介護職
員より介護支援事業所に属するいわゆる訪問介護ヘルパーの月給が約６，９
２４円低く、介護事業所に従事する従業員の平均賃金においても約２６，０
０２円低いことがわかる。 
 
図１１ 労働者の所定内賃金（月給） 
 
（出典）介護労働安定センター業務部雇用管理課「平成 27 年度『介護労働実態調査』
の結果」５）、公益財団法人介護労働安定センター、２０１６年、Ｐ．２ 
※労働者とは、訪問介護員、サービス提供責任者、介護職員、看護職員、介護支援専門
員、生活相談員、ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等、管理栄養士・栄養士をいう。ただし、事業所管
理者（施設長）を除く。 
 
 表１０は、２０００年から２０１４年までの年度別就業形態及び性別入
職・離職率を示した表である。表１０を見てみると、２０００年の入職者の
割合は１４．７%で、その中でも一般労働者（１１．８%）よりパートタイム
労働者（２８．１%）が約１６．３%多いことがわかる。また、２００５年の
入職者の割合は１７．４%であり、一般労働者（１３．４%）よりパートタイ
ム労働者（３１%）が約１７．６%多い。２０１０年の入職者の割合は１４．
３%で、２０１０年においても一般労働者（１０．９%）よりパートタイム労
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働者（２４．２%）が約１３．３%多い。２０１４年の入職者の割合は１７．
３%であり、過去の数値と同様に一般労働者（１３%）よりパートタイム労働
者（２９．９%）が約１６．９%多い。 
 
表１０ 年別就業形態性別入職・離職率 
（単位：％）
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
14.7 15.1 14.5 14.7 15.7 17.4 16.0 15.9 14.2 15.5 14.3 14.2 14.8 16.3 17.3
12.1 12.3 11.7 11.7 13.6 14.2 13.5 13.6 11.7 12.7 12.0 11.9 12.4 13.7 14.0
18.7 19.5 18.7 19.4 18.6 21.8 19.5 19.0 17.8 19.1 17.1 17.1 18.1 19.7 21.6
11.8 11.7 11.5 11.5 12.6 13.4 12.6 12.5 11.0 11.5 10.9 11.0 11.3 12.6 13.0
10.4 10.4 9.9 9.9 11.4 11.4 11.3 11.2 9.4 9.6 9.3 9.7 9.8 10.8 10.9
15.0 14.7 15.2 15.4 15.1 17.7 15.4 15.3 14.6 15.5 13.9 13.8 14.3 16.2 17.2
28.1 30.6 26.9 27.6 27.1 31.0 27.7 26.7 25.2 27.2 24.2 24.1 26.0 26.8 29.9
38.8 41.2 35.2 34.3 37.7 41.2 35.5 35.1 35.3 38.2 33.2 30.6 34.5 34.7 37.4
25.3 27.7 24.5 25.7 24.0 27.8 25.2 24.0 22.2 23.7 21.3 21.9 23.3 24.0 27.3
16.0 16.9 16.6 16.1 16.0 17.5 16.2 15.4 14.6 16.4 14.5 14.4 14.8 15.6 15.5
13.2 13.9 13.7 13.1 13.4 14.6 13.3 13.0 12.2 14.4 12.1 12.3 12.6 13.2 13.2
20.2 21.6 20.9 20.8 19.6 21.7 20.0 18.8 18.0 19.0 17.6 17.2 17.6 18.7 18.5
13.5 14.2 14.2 13.3 13.1 13.8 13.1 12.2 11.7 12.9 11.3 11.7 11.5 12.4 12.2
11.6 12.3 12.3 11.4 11.2 11.7 11.3 10.7 10.0 11.6 9.7 10.3 10.2 10.7 10.8
17.6 18.7 18.5 17.5 17.0 18.3 17.0 15.3 15.3 15.7 14.3 14.6 14.2 15.8 15.1
27.6 29.1 26.4 27.8 26.7 30.3 26.3 25.9 24.8 26.7 24.1 23.1 25.1 24.7 25.1
37.9 38.1 32.1 34.1 37.6 42.5 33.0 33.5 35.1 37.1 30.6 29.6 33.4 31.1 31.9
25.0 26.7 24.8 26.0 23.5 26.4 24.3 23.5 21.7 23.3 22.0 20.9 22.3 22.4 22.8
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（出典）総務省統計局「雇用動向調査」６）各年により筆者作成。 
 
２０００年から２０１４年までの年度別就業形態及び性別離職率を見てみ
ると、２０００年の離職者の割合は約１６%であり、一般労働者（１３．５%）
よりパートタイム労働者（２７．６%）が約１４．１%多い。２００５年の離
職者の割合は１７．５%であり、一般労働者（１３．８%）よりパートタイム
労働者（３０．３%）が約１６．５%多く、２０１０年の離職者の割合は１４．
５%であり、２００５年と同様に一般労働者（１１．３%）よりパートタイム
労働者（２４．１%）が約１２．８%多い。２０１４年の職業形態及び離職者
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の割合は１５．５%であり、２０１４年においても一般労働者（１２．２%）
よりパートタイム労働者（２５．１%）が約１２．９%多い。 
つまり、２０００年から２０１４年にかけて全体就業形態及び入職・離職
者の割合は一般労働者に比しパートタイム労働者の入職・離職者の割合が激
しい傾向ではあるが、合計から考えると、入職・離職者の割合の幅には大き
な変化は見られないのが事実である。 
第４章第１節において、介護職員の離職率を簡略に述べたが、もう一度介
護職員の採用率・離職率について見てみることにする。 
 
図１２ 産業計と介護職員の採用率・離職率の比較 
 
 
（出典）社会保障審議会介護給付費分科会「介護人材の確保対策について」７）、厚生
労働省、２０１４、Ｐ．４ 
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このように、鉱業、採石業、砂利採取業からサービス業までの合計を表す
産業計と介護職員の採用率の比較では、産業計の採用率は２００７年の１５．
９%から年々低下傾向にあり、介護職員の採用率も２００７年の２７．４%か
ら同じく低下している。この状況は近年においても変わりはなく、２０１２
年の産業計の採用率は１４．８%で、介護職員の採用率は２３．３%となって
いることが分かる。また、２００７年の産業計の採用率と介護職員の採用率
の差は１１．５%であったのに対し、２０１２年の産業計の採用率と介護職
員の採用率の差は８．５%であることから、介護職員の採用は産業計の採用
に比べ積極的であることがわかる。 
 産業計と介護職員の離職率を見てみると、産業計の離職率は、２００７年
の１５．４%から年々低下しており、介護職員の離職率も２００７年の２１．
６%から同じく低下していることがわかる。２００７年の産業計の離職率と
介護職員の離職率との差は６．２%であった。２０１２年の産業計の離職率
は１４．８%で、介護職員の離職率は１７%となっており、介護職員の離職率
が産業計の離職率に比べ２．２%高く、介護職員の職場移動が激しかった２
００７年に比べ２０１２年は比較的に安定していることがわかる。 
 このように、パートタイム労働者の多い介護の現場の介護職員に対する採
用意欲は高いけれども、パートタイム労働者の入職・離職者の割合が激しい
ことから、今後いかに安定的に介護人材を確保し、質の高いサービスの提供
へとつなげていくかが課題となる。 
 
第２節 日本における介護職員の概念及び介護職員養成カリキュラム 
 
第１項 介護職員の概念及び実態 
日本における介護職員は、介護福祉士、ホームヘルパーと大きく二つに分
類することができ、ここでは介護分野における外国人技能実習制度との観点
から介護職員として、介護福祉士、ホームヘルパーを対象にする。 
 介護福祉士とは、１９８７年３月２３日に中央社会福祉審議会等福祉関係
三審議会の合同企画分科会から提出された「福祉関係者の資格制度の法制化
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について」に基づき同年５月２６日に制定された「社会福祉士及び介護福祉
士法」（昭和六十二年第三十号）に基づく資格である。介護福祉士は、「社会
福祉士及び介護福祉士法」第２条第２項において、専門的知識及び技術をも
って身体・精神上の障害があることにより日常生活を営むのに困難な者に対
し、心身の状況に応じた介護を行うことやその介護者に対して介護に関する
指導等を行うことを業とする者と定義している。また、日本介護福祉士会に
よると、介護福祉士とは、制度創設から現在に至りその役割に大きな変化が
あると述べ、身の回りの世話をするだけの介護から高齢者や障害者等の生活
全般に関わることで利用者の暮らしの大半を支え、要介護者のみならず、要
支援者に対する自立に向けた支援やその家族への支援をともに実施すること
８）を介護福祉士の定義として示している。また、２００７年１２月５日の「社
会福祉士及び介護福祉士法」改正においては、介護福祉士の役割や介護を取
り巻く様々な社会環境の変化に適応するため、相談援助や介護等に関する知
識及びスキルの向上に努めなければならない９）こととし、介護福祉士の質の
向上をより一層目指すことを示した。 
 また、介護職員の専門性について、①利用者の自立に向けた介護過程を展
開し、理論的根拠に基づいた質の高い介護を実践する、②自ら介護等に関す
る知識及び技能の向上に努めるだけではなく、自立に向けた介護技術等、具
体的な指導・助言を行う、③利用者の心身の状況に応じて適切なサービスが
提供されるように提供サービス関連事業者との連携を定期的に図らなければ
ならないと示している１０）。 
このように、従来の看病人や家庭内における派遣メイドのような単純サー
ビスの提供のみならず、介護等に関する知識や技能の向上を図ると共に介護
を必要とする者へ専門的な技術を持つ労働者としての質の高い介護人材を提
供するための努力を持続的に行ってきた。そのため、いわゆる特別養護老人
ホームや有料老人ホーム、訪問介護事業所などでの介護サービスの質は各現
場で介護を提供する介護福祉士やホームヘルパーの質に比例すると言っても
過言ではない。また、各現場で働く多数の人材が介護福祉士やホームヘルパ
ーであることを考えると、これらの専門性に関する議論を行うことは重要で
あるに違いない。 
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このような視点からすると、介護保険制度での介護サービスを提供するに
当たって介護福祉士やホームヘルパーの役割は非常に重要だといえる。 
 
表１１ 介護福祉士登録者数の推移 
区分 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014
国家試験 120,315 281,998 632,566 706,975 794,419 881,078 979,380
養成施設 90,417 185,703 265,863 277,491 291,575 302,901 314,106
総数 210,732 467,701 898,429 984,466 1,085,994 1,183,979 1,293,486  
（出典）厚生労働省「介護福祉士登録者数の推移」、公益社団法人日本介護福祉士養
成施設協会「介護人材に関する意見書」１１）、公益社団法人日本介護福祉士養成施設
協会、Ｐ．５。 
 
表１１を見てみると、介護職員の資格の取得が近年においても増加傾向で
あることがわかる。このように、介護保険制度が施行された２０００年の介
護福祉士登録者数は、２１０，７３２人であり、特に、２０００年の２１０，
７３２人と２０１０年の８９８，４２９人の差は激しく、介護保険制度施行
後約１０年間で６８７，６９７人が増加しており、２０１０年から２０１４
年にかけても持続的な増加傾向にあることがわかる。年々高齢化が進み介護
需要が高まることから介護職員は増えているにもかかわらず、介護の各現場
における人材不足問題は解消できていない。 
 
 第２項 介護職員の資格取得のための教育課程 
（１）介護福祉士の資格取得方法及び教育内容の基本的な考え方 
介護福祉士の資格を取得するには、図１２のように①介護の現場にて実務
経験３年以上従事し、実務者研修を経た者が国家試験に合格した場合、②２
年以上の介護福祉士養成施設を卒業した場合、③指定された福祉系大学、社
会福祉士養成施設、保育士養成施設等を卒業後、１年以上の介護福祉士養成
施設を卒業した場合、④福祉系高等学校で指定カリキュラムを終え卒業し、
国家試験に合格した場合、⑤経済連携協定（ＥＰＡ）による実務経験３年以
上、介護技能講習又は実務者研修を受け、国家試験に合格した場合である。 
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図１３ 介護福祉士の資格取得方法 
 
（出典）公益社団法人日本介護福祉士会のホームページ１２） 
 
介護福祉士の資格取得方法の主な内容１３）は次のとおりである。 
 ①介護の現場にて実務経験３年以上従事し、実務者研修を経た場合には、
受験資格となる実務経験は実務経験の対象となる介護の現場及び職種での在
職期間をいい、従業期間３年（１，０９５日）以上が必要となる。加えて従
事日数は、従業期間内において実際に介護サービスの業務に従事した日数を
いい、従事日数５４０日以上が必要となる。これらに加え実務者研修を受け
る必要があり、実務者研修を修了した場合には実技試験が免除される。②高
等学校等を卒業し、２年以上の介護福祉士養成施設での経験がある場合には、
国家試験なしで介護福祉士の資格を取得することができ、③指定された福祉
系大学、社会福祉士養成施設、保育士養成施設等を卒業後、１年以上の介護
福祉士養成施設での経験がある場合にも国家試験なしで介護福祉士の資格取
得ができる。④福祉系高等学校で指定カリキュラムを終え卒業した場合には、
介護技術講習を受ける必要はないが、特例高校等を卒業した場合は９カ月（２
７３日）以上かつ従事日数１３５日以上の実務経験が必要となり、２００８
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年以前の入学者に関しては介護技術講習を受けての筆記試験のみの資格取得
もしくは筆記試験及び実技試験を受ける必要がある。⑤経済連携協定（ＥＰ
Ａ）による場合には、①と同様の実務経験３年（１，０９５日）以上従事日
数５４０日以上が必要となり、介護技術講習又は実務者研修を受けての筆記
試験のみの資格取得もしくは筆記試験及び実技試験を受ける必要がある。 
しかし、介護福祉士の受験内容として現時点では、筆記試験及び実技試験
を受けるか、筆記試験及び介護技術講習を受けるかによって実施しているが、
２０１７年１月より実技試験が廃止され実務者研修が義務化される。そのた
め、介護福祉士の受験資格を得るためには、必ず実務者研修を受けなければ
ならなく、実技試験を免除したい場合には、介護技術講習を修了しなければ
ならない。 
 介護福祉士の養成課程に関する教育内容の基本的な考え方は、厚生労働省
の「これからの介護を支える人材について」にて示されている。その内容を
見てみると、介護福祉士の国家資格に求める水準として、介護を必要とする
多様な利用者への基本的な介護が提供できる能力を図るため、養成課程にお
ける教育内容を幅広く持続的な教育が実践できるようにする１４）ことを教育
内容の基本的な考え方としている。 
 
表１２ 介護福祉士養成カリキュラムの考え方（２年課程の場合） 
区分 教育内容 教育目標 教育に含むべき事項 
人
間
と
社
会 
人
間
の
理
解 
人間の尊厳と
自立（必須） 
人間としての尊厳の保持
と自立・自律した生活を
支える必要性について理
解し、介護場面における
倫理的課題について対応
できるための学習を行
う。 
人間の尊厳と自立、介護
における権利擁護、アド
ボカシーなど。 
人間関係とコ
ミュニケーシ
介護実践のために必要な
人間の理解や情報伝達に
人間関係の形成に必要な自己
覚知、他社への理解や対人関
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ョン（必須） 必要なコミュニケーショ
ン技術に関する基礎知識
の学習を行う。 
係とコミュニケーションの意
義、技法、道具を用いた言語
的コミュニケーションなど。 
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社
会
の
理
解 
社会の理解 ①個人が自立した生活を
営むということを理解す
るため、個人、家族、近
隣、地域、社会の単位で
人間を捉える視点を養
い、人間の生活と社会の
関  わりや自助から公助
に至  る課程について理
解するための学習を行
う。 
②日本の社会保障の基本 
的な考え方、歴史と変遷、 
しくみについて理解する
学習を行う。 
③介護に関する近年の社 
会保障制度の大きな変化
である介護保険制度と障
害者自立支援制度につい
て、介護実践に必要な観
点から基礎的知識を習 
得する学習を行う。 
 
 
 
④介護実践に必要とされ 
る観点から、個人情報保
護や成年後見制度などの
基礎的知識を習得する学
習を行う。 
①生活と福祉の観点から
家族の概念や変容、構造、
家族観の多様化、地域や
コミュニティの概念、社
会、組織の概念、機能及
び役割、エンパワーメン
トなど。 
 
 
②社会保障の基本的な考
え方、日本の社会保障制
度の発展や仕組み、福祉
六法など。 
③－1 介護保険制度創設
背景及び目的、介護保険
制度の仕組みや動向、介
護保険制度における組
織・団体の役割、介護関
連専門職種の役割など。 
③－2 障害者自立支援制
度の創設背景及び目的、
障害者自立支援制度の仕
組みや動向など。 
④－1 個人の権利を守る
制度の概要として個人情
報保護に関する制度、成
年後見制度、高齢者虐待
防止法など。 
④－2 保健医療福祉に関
する概要として高齢者保
健医療制度、生活習慣病
予防や健康づくり施策、
難病や感染病等に関する
予防対策など。 
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選
択 
①生物や人間等の「生命」の基本的仕組みの学習 （例）生物、生命科
学、②数学と人間のかかわりや社会生活における数学の活用の理解と数
学的・論理的思考の 学習（例）統計、数学（基礎）、経理、③家族・福
祉、衣食住、消費生活等に関する基本的な知識と技術の学習 （例）家
庭、生活技術、生活文化、④組織体のあり方、対人関係のあり方、（リ
ーダーとなった場合の）人材育成のあり方につ いての学習（例）経営、
教育、⑤現代社会の基礎的問題を理解し、社会を見つめる感性や現代を
生きる人間としての生き 方について考える力を養う学習（例）社会、
現代社会、憲法論、政治・経済、⑥その他の社会保障関連制度について
の学習。 
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介
護 
介護の基本 尊厳の保持、自立支援と
いう介護の考え方を理解
するとともに、「介護を必
要とする人」を生活の観
点から捉えるため学習す
る。また、介護における
安全やチームケア等につ
いて理解するための学習
とする。 
介護の歴史を始め、介護福
祉士を取り巻く状況、介護
福祉士の役割と機能を支
える様々な仕組み、QOL、
ノーマライゼーションの
考え方から尊厳を支える
介護について理解する。ま
た、自立に向けた介護を実
践するために利用者本体
の考え方、自立支援、個別
ケア、リハビリテーショ
ン、介護を必要とする人へ
の理解、介護サービスの概
要や介護サービス提供の
特徴、介護実践における多
職種連携、地域連携、介護
従事者の倫理、介護におけ
る安全の確保とリスクマ
ネジメント、介護従事者の
心身の健康管理など。 
コミュニケー
ション技術 
介護を必要とする者の理
解や援助的関係、援助的
コミュニケーションにつ
いて理解するとともに、
利用者や利用者家族、あ
るいは多職種協働  にお
けるコミュニケーション
能力を身につけるための
学習 とする。 
介護におけるコミュニケ
ーションの基本、介護場面
における利用者・家族との
コミュニケーション、記録
による情報の共有コミュ
ニケーションなど。 
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生活支援技術 尊厳の保持の観点から、
どのような状態であって
も、その人の自立・自律
を尊重し、潜在能力を引
き出したり、見守ること
も含めた適切な介護技術
を用いて、安全に援助で
きる技術や知識について
習得する学習とする。 
生活支援の理解、自立に向
けた居住環境の整備、自立
に向けた身じたくの介護、
多職種の役割と協働や安
全で的確な移動・移乗介
助、利用者の状態・状況に
応じた移動の介助の留意
点、食事介助、入浴・清潔
保持のための介助、排泄介
助、家事援助など。 
介護課程 他の科目で学習した知識
や技術を統合して、介護
課程を展 開し、介護計画
を立案し、適切な介護サ
ービスの提供ができる能
力を養う学習とする。 
介護課程の意義及びアセ
スメント方法、自立に向け
た介護課程の実践的な展
開、介護課程とチームアプ
ローチなど。 
介護総合演習 実習の教育効果を上げるため、介護実習前の介護技術
の確認や施設等のオリエンテーション、実習後の事例
報告会または実習期間中に学生が養成施設等におい
て学習する日を計画的に設けるなど、実習に必要な知
識や技術、介護課程の展開の能力等について、個別の
学習到達状況に応じた総合的な学習とする。 
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介護実習 ①個々の生活リズムや個性を理解するという観点か
ら様々な生活の場において個別ケアを理解し、利用
者・家族とのコミュニケーションの実践、介護技術の
確認、多職種協働や関係機関との連携を通じてチーム
の一員としての介護福祉士の役割について理解 する
学習とする。 
②個別ケアを行うために個々の生活リズムや個性を
理解し、利用者の課題を明確にするための利用者ごと
の介護計画の作成、実施後の評価やこれを踏まえた計
画の修正といった介護課程を展開し、他科目で学習
した知識や技術を総合して、具体的な介護 サービス
の提供の基本となる実践力を習得する学習とする。 
（出典）厚生労働省社会・援護局福祉基盤課「介護福祉士養成課程における教育内容等
の見直しについて（案）」１５）、厚生労働省、２００８年７月、Ｐ．１１、厚生労働省社
会・援護局福祉基盤課「新しい介護福祉士養成カリキュラムの基準と想定される教育内
容の例（案）」、厚生労働省、２００８年７月、ＰＰ．１－８。 
 
 このように、介護福祉士養成におけるカリキュラムの考え方としては、他
者へのコミュニケーション能力も有し、あらゆる介護場面に対応できる基礎
的な介護知識・技術を学習することはもちろん、利用者本位のサービスを提
供するための介護関連職種との連携を通じたチームワークの理解、的確な記
録の方法、人権擁護や職業倫理への理解などを目標に実施されている。その
ため、介護技術のみならず、介護に関する理論的知識を基礎から的確に学習
することにより介護福祉士の資格取得後、各現場での業務遂行が容易に実施
できるのである。 
 この考え方に基づいて今後外国人技能実習生に適用する場合には、大きく
次の三つに留意していかなければならない。 
①利用者を人生の先輩として、尊厳の気持ちを持ち接することである。「人間
と社会」では、人間の理解、社会の理解について学ぶことができる。人間
の理解では、利用者の尊厳、自立や権利擁護、アドボカシーなどについて
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修得し、利用者に接する上での基本的な考え方である利用者本位の支援を
実施するため必要不可欠な教育内容である。利用者を一人の人間として理
解を深めることによって介護の実践に必要なコミュニケーション技術に関
する基礎知識を習得することができる。 
社会の理解では、日本における家族の概念や核家族化による介護に対す
る意識の多様化や地域社会の理解などを始め、日本の介護を支えている社
会保障制度の歴史的変遷や仕組み、介護保険制度の仕組みや介護保険にお
ける組織・団体の役割、介護関連専門職の役割などについて習得すること
ができる。また、「個人情報保護法」や「高齢者虐待防止法」、難病や感染
病などに関する予防対策などについて習得することもできる。 
これらは、日本の文化や日本人の生活習慣、日本語の理解などの面につ
いて十分な知識を習得していない外国人が日本の介護現場で利用者や日本
人職員との信頼関係を形成していく上で大事なことである。そして、介護
を実施する上でのその根拠法となる「介護保険法」や「個人情報保護法」
に関する知識などを習得することは、介護職員とはどのような仕事を主に
行い、どのような対象者に介護を実施し、利用者の尊厳の保持・自立支援
の観点からどのような注意をしなければならないのかなどについて習得す
ることにつながる。 
②「介護」においては、介護とは何かについて知識を習得することができ、
前章でも述べたように、ベトナムのように介護に対する概念が確立されて
いない国の外国人は必ず知識を習得しなければならない項目でもある。介
護を必要とする人はどのような人であり、どのような生活の観点から支え
ていくべきであるのかについて知識習得することによって介護場面におけ
る利用者・その家族とのコミュニケーション技術やその人らしく生きるこ
とを重要視する日本の介護において様々な利用者への適切な支援の仕方へ
つなぐことができるだろう。 
このような生活支援への理解を深めた上で介護技術に関する知識を習得
することにより、利用者への安全で安心できる介護サービスの提供が可能
となる。 
③介護技術は正しい理論と多様な経験で習得できるものである。介護の仕事
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は専門職であるため、正しい理論と経験を習得するためには一定以上の実
習を要する。そのため、適切な介護総合演習や介護実習が行われることに
よって個別ケアを理解し、利用者・家族とのコミュニケーションをとるこ
とにより利用者個々の生活リズムに合った介護サービスの提供が可能とな
る。この考え方からすると介護技術を習得することも重要ではあるが、そ
れ以上に介護現場での直接のふれあいが重要である。 
 以上のように、介護福祉士養成におけるカリキュラムは、本来日本人の介
護職員を対象に作成されたものであるが、今後介護分野における外国人技能
実習生の教育のためにも欠かせないものである。しかし、外国人技能実習生
のためのカリキュラムを作成する必要がある。 
 
（２）介護技術講習と実務者研修 
２００５年の改正前の介護福祉士試験は、第２２条にて筆記試験と実技試
験の方法により実施されることになった。実技試験は、筆記試験に合格した
者のみが受けることができ、筆記試験は、社会福祉、家政及び保健衛生の基
礎的知識、介護等に関する専門的知識を主な問題内容として実施していた。
２００５年の改正により「社会福祉士及び介護福祉士施行規則」第２３条第
２項にて規定されるようになった介護技術講習は、前述したように、実技試
験を免除したい場合受けるものである。しかし、この介護技術講習は、２０
１７年度の介護福祉士試験から廃止となる代わりに実務者研修が今後介護福
祉士取得に必須条件となる。 
次の表１３は、介護技術講習の項目及び時間数を示した内容である。 
 
表１３ 介護技術講習の項目及び時間数 
項目 内容 時間数 
介護過程の展開 ①介護における目標等の講義、②事例に基づく介
護過程に関する講義及び演習。 
6 時間 
コミュニケーション技術 コミュニケーション技法に関する講義及び演習。 2.5 時間 
移動介助 ①社会生活維持拡大への技法に関する講義及び演 6 時間 
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習、②安楽と安寧の技法に関する講義及び演習。 
排泄介助 排泄の介助に関する講義及び演習。 4 時間 
衣服の着脱介助 衣服の着脱の介助に関する講義及び演習。 3 時間 
食事介助 食事の介助に関する講義及び演習。 3 時間 
入浴介助 ①入浴の介助に関する講義及び演習、②身体の清
潔の介助に関する講義及び演習。 
4 時間 
総合評価 ７項目の講習内容の修得に係わる評価。 3.5 時間 
（出典）厚生労働省社会・援護局福祉基盤課「介護福祉士養成課程における教育内容等
の見直しについて（案）」１６）、厚生労働省、２００８年７月、Ｐ．７２。 
 
 介護福祉士の国家試験を受けるに当たっての要件の一つとなる介護技術講
習とは、介護福祉士学校又は介護福祉士養成施設が実施するものであり、規
定されたカリキュラムによって実施される。介護技術講習を行う趣旨として
は、介護福祉士試験を取り巻く現状から実技試験の受験者が年々増大してお
り、受験する実務経験者等の質の向上も重要な課題となっている。それは、
介護福祉士指定養成施設等において行う介護等に関する専門的技術について
の講習を修了した者に対して実技試験を免除する制度を導入することにより、
介護福祉士試験受験者の介護技術の向上や実技試験における負担軽減等を通
じた実技試験の適正な実施を図るためである１７）。 
このように、介護技術講習の場合には、７つの介護技術に関する項目から
講習を受けることとなり、合計３２時間の時間数を４日間にわたって行うの
が一般的である。 
２０１７年１月から義務化される実務者研修とは、２０１６年３月「社会
福祉士及び介護福祉士法」（平成二八年法律第二一号）施行１８）によって設け
られた。「社会福祉法等の一部を改正する法律の施行について（通知）」（平成
２８年３月３１日社援護発０３３１代４１号社会・援護局長通知）の主な内
容としては、２００７年改正法により、３年以上の介護実務経験者が介護福
祉士試 験を受験する場合、実務者研修の受講が義務付けられ、２０１６年に 
実施される介護福祉士試験から適用されることとなった１９）。また、過去に次
の研修を受講した者については、免除されることとなり、実務者研修の受講
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期間が１月以上あって修了した場合には、受験資格を得られるものとした２０）。   
「社会福祉法等の一部を改正する法律の施行について（通知）」（平成２８
年３月３１日社援護発０３３１代４１号社会・援護局長通知）の主な趣旨と
しては、教育内容の根本的な見直しをすることにより、介護の実践の基盤と
なる教養や倫理的態度を涵養する、尊厳の保持や自立支援の考え方を踏まえ、
生活を支えるために必要な専門的知識・技術を学ぶ、多職種協働や適切な介
護の提供に必要な専門的知識を学ぶとの観点２１）から設けられた。 
 公益財団法人介護労働安定センターの説明２２）によると、２０１５年からの
介護福祉士試験を受験しようとする実務者に対して受講が義務づけられたも
のであり、幅広い利用者に対する基本的な介護提供能力の修得に加え、医療
的ケアに関する知識及び技能の習得を目的としており、２０１４年から実施
されたものである。 
 
表１４ 実務者研修の項目及び時間数 
項目 内容 時間数 
人間の尊厳と自立 尊厳の保持、自立・自律の支援、ノーマラ
イゼーション、利用者のプライバシーの保
護、権利擁護等、介護の基本的理念が理解
できるよう学習を行う。 
5 時間 
社会の理解Ⅰ 介護保険制度の体系、目的、サービスの種
類と内容、利用までの流れ、利用者負担、
専門職の役割等を理解し、利用者等に助言
できるよう学習を行う。 
5 時間 
社会の理解Ⅱ 30 時間 
介護の基本Ⅰ 介護福祉士の義務、資格取得方法、尊厳の
保持と自立に向けた介護を提供するための
尊厳を支えるケア、リハビリテーション、
多職種との連携、移動・移乗介助、利用者
の状態・状況に応じた移動の介助の留意点、
食事介助、入浴・清潔保持のための介助、
10 時間 
介護の基本Ⅱ 20 時間 
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排泄介助、家事援助などの学習を行う。 
コミュニケーション技術 介護を必要とする者の理解や援助的関係、
援助的コミュニケーションについて理解 
するとともに、利用者や利用者家族、ある
いは多職種協働におけるコミュニケーショ
ン能力を身につける。 
20 時間 
生活支援技術Ⅰ 生活支援の理解、自立に向けた居住環境の
整備、自立に向けた身じたくの介護、ICF
の概念などについて学習を行う。 
20 時間 
生活支援技術Ⅱ 30 時間 
介護過程Ⅰ 介護過程の目的及び意義、介護における目
標等の講義、事例に基づく介護過程につい
て学習を行う。 
20 時間 
介護過程Ⅱ 25 時間 
介護過程Ⅲ 45 時間 
発達と老化の理解Ⅰ 発達の定義、発達段階、発達課題、老年期
の発達課題、老化、障害、喪失、経済的不
安、うつ等による支援の留意点について理
解、高齢者に多い症状や疾病等への支援の
留意点について理解する。 
10 時間 
発達と老化の理解Ⅱ 20 時間 
認知症の理解Ⅰ ①認知症ケアの取り組みの過程を踏まえ、
認知症ケアの理念を理解する。 
②認知症による生活上の障害、心理・行動
の特徴や認知症の人やその家族に対する関
わり方の基本を理解する。 
10 時間 
認知症の理解Ⅱ 20 時間 
障害の理解Ⅰ ①障害の概念の変遷や障害者福祉の歴史を
踏まえ、今日的な障害者福祉の理念を理解
する。 
②障害（身体・知的・精 神・発達障害・難
病等）による生活上の障害、心理・ 行動の
特徴を理解する。 
③障害児者やその家族に対する関わり・支
10 時間 
障害の理解Ⅱ 20 時間 
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援の基本を理解する。 
こころとからだのしくみⅠ 人体の構造と身体各部の名称・役割を理解
し、終末期における心身のケアについて学
び、介護を実践する。 
20 時間 
こころとからだのしくみⅡ 60 時間 
医療的ケア 医療的ケアを安全・適切に実施するために
必要な知識・技術の学習を行う。 
50 時間 
（出典）厚生労働省社会・援護局福祉基盤課「実務者研修における「他研修等の修了認
定」の留意点について」２３）、厚生労働省、２０１１、Ｐ．３、ＰＰ．６－７。 
 
 表１４は、実務者研修の項目及び時間数を示したものである。この表を見
てみると、実務者研修における合計受講時間は４５０時間である。これはあ
くまでも未経験・無資格の人が受講する場合のカリキュラムであり、介護職
員基礎研修修了者は医療的ケアの５０時間講習を受けることとなる。訪問介
護員１級修了者は、介護過程Ⅲの４５時間講習と医療的ケアの５０時間講習
を受けることとなる。訪問介護員２級修了者、介護職員初任者研修修了者は、
社会の理解Ⅱ、コミュニケーション技術、介護過程Ⅱ・Ⅲ、発達と老化の理
解Ⅰ・Ⅱ、認知症の理解Ⅰ・Ⅱ、障害の理解Ⅰ・Ⅱ、こころとからだのしく
みⅡ、医療的ケアの講習を受けることとなり、合計受講時間は３２０時間で
ある。 
 最も受講時間の少ない介護職員基礎研修修了者及び訪問介護員１級修了者
は、基礎レベルは習得しているものとして見なすため、１ないし２科目の講
習を受けるのみでその講習時間数も少ない。しかし、訪問介護員２級修了者、
介護職員初任者研修修了者は、介護の基礎レベルであると見なすため１２な
いし１７科目の講習を受けることとなる。 
 また、２０１６年までの実施である介護技術講習の七つの介護技術に関す
る項目から考えると、実務者研修の講習項目はより充実しているといえる。
講習時間も介護技術講習の３２時間から４５０時間と大幅に増加しており、
実務者研修の場合は約６カ月間にわたる講習となるのが一般的である。 
 これらの実務者研修の項目を今後外国人技能実習生に適用する場合には、
大きく次の三つに留意していかなければならない。 
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①現在の実務者研修のカリキュラムはあくまでも日本人向けの教育であるた
め、介護福祉士の義務や尊厳保持及び尊厳を支えるための支援方法、利用
者の状態に合った介護のあり方などについて学習する介護の基本Ⅰ・介護
の基本Ⅱ、コミュニケーション技術、利用者の自立に向けた支援のあり方
などを学習する生活支援技術Ⅰ・生活支援技術Ⅱ、事例に基づく介護のア
セスメント技術を学習する介護過程Ⅰ・介護過程Ⅱ・介護過程Ⅲなどと主
に介護実践に必要な知識を中心としたカリキュラムに時間数の割合が集中
している。そのため、介護の基礎レベルにあたる人間の尊厳と自立や社会
の理解Ⅰは各５時間の時間数を要している。実務者研修の場合、日本では
訪問介護員２級修了者、介護職員初任者研修修了者がレベルアップや指定
訪問介護事業所内でのサービス提供責任者の資格条件のため受講する場合
が多いため、介護の基礎知識は有していることを前提としている。しかし、
２０１７年１月から実務者研修は今後日本で介護福祉士の資格を取得する
ため必須となるものの、外国人介護労働者が介護福祉士を取得するための
カリキュラムとしては、介護の基礎知識にあたる人間の尊重と自立、社会
の理解、介護の基本Ⅰ・介護の基本Ⅱ、コミュニケーション技術をより充
実する必要がある。それは、今回ベトナムの訪問調査でも明らかになった
介護の概念が確立されていないことと深く関連する。 
②実務者研修における合計受講時間は４５０時間である。日本人向けのカリ
キュラムとしては、介護技術実習に比べると実務者研修の時間数はより充
実しており、一般的に約６カ月間にわたり受講することとなるが、主に出
稼ぎを目的として来日する外国人介護労働者にとっては約６カ月間の受講
は長すぎるに違いない。現在の技能実習生の場合、約１カ月間の日本での
研修を受けるのが一般的であり、技術に関しては日本へ入国する前に送り
出し機関で基本的なスキルを修得したケースがもっとも多いのが現状であ
る。経済連携協定（ＥＰＡ）の場合は、実務経験３年以上を有することを
前提として日本の介護福祉士の受験資格が得られる。また、外国人を対象
に１日７時間の学習を毎日行うとしても約２．５カ月はかかることから考
えると、日本国内のみでの介護分野における技能実習生の教育は現実的に
困難であるといえる。 
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③上記の４５０時間の受講を行う場合の経済的な問題が指摘できる。上記の
カリキュラムを習得するためには短時間でも約２．５カ月を必要とするた
め、日本内で技能実習生がカリキュラムを消化する間の収入源は無いこと
を留意しなければならない。現在の法律上技能実習生として入国した者は
指定事業所以外での実習は禁止されているため、時間外労働つまり、アル
バイトをすることもできない。そうすると、介護の仕事は無資格では利用
者に直接触れることができない特性から介護に関する資格を取得もしくは
修了するまでには指定事業所内で介護以外の仕事に携わらなければならな
い。介護現場において介護外の仕事としては、介護職員の補助的な役割を
担う者としての仕事や掃除、洗濯のような生活支援に該当する仕事がある。
しかし、掃除、洗濯のような生活支援の場合、指定訪問介護事業所におけ
る訪問介護の介護報酬対象となるため、無資格の者に遂行させるには現実
的に無理がある。 
以上のように三つの点を指摘したが、介護の仕事は、専門的な知識と経験
を必要とするため、日本へ入国する前の送り出し機関での基礎的知識や技術
の修得が重要であるだろう。送り出し機関による事前教育が十分にできてい
る場合であれば、日本国内での教育も時間・金が短縮でき、介護現場での仕
事へスムーズに移管できるに違いない。そのためには、送り出し機関と日本
の受け入れ機関とのより密接な連携が必要となる。 
 
（３）介護職員初任者研修の養成 
 いわゆる訪問介護員もしくはホームヘルパーといわれている資格は、２０
１３年３月で廃止された。介護の各現場で活躍する介護関連職業の中から大
半を占めるのが介護職員初任者研修（旧ホームヘルパー）である。 
この制度は２０１３年４月から旧ホームヘルパー２級の廃止とともに新た
に設けられた制度である。従来のホームヘルパー制度を廃止した理由として
は、２００７年「社会福祉士及び介護福祉士法」改正のなかで、介護福祉士
の資格取得方法の一元化を図るためである２４）。つまり、介護福祉士の資質の
向上に向けて介護福祉士資格取得方法を一定の教育プロセスと国家試験を課
すことができることを目的としている２５）。しかし、この見直しについては、
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介護人材不足問題などの厳しい状況から過去２回施行の延長が行われた経緯
を持つ２６）。そのため、従来のホームヘルパー２級の資格から介護職員初任者
研修の資格へと移行することにより、介護職の養成体系を一元化することが
できるようになったといえる。 
また、厚生労働省「今後の介護人材養成の在り方について」では、高齢化
率の増加や世帯構造の変化による高齢者単独世帯や高齢者夫婦世帯の増加、
安定的に質の高い介護サービス提供のための介護人材の確保及び質の向上を
図るためである２７）と介護職員初任者研修への移行背景を述べている。 
その主な内容は図１４のとおりである。 
 
図１４ 今後の介護人材キャリアパス 
 
（出典）今後の介護人材養成の在り方に関する検討会「今後の介護人材養成の在り方に
ついて（概要）」２８）、厚生労働省、２０１３、Ｐ．３。 
 
このように、介護人材養成におけるキャリアパスの方向性が介護職員初任
者研修→実務者研修→介護福祉士→認定介護福祉士または介護支援専門員と
変更され、明確にわかりやすい資格取得ルートに一本化され、介護職員に占
める介護福祉士の割合を増やすことを図っている。 
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 介護職員初任者研修の養成における内容を見てみると、次のとおりである。 
 
表１５ 介護職員初任者研修の項目及び時間数 
項目 内容 時間数 
職務の理解 在宅におけるケア等の実践について、介護職
がどのような環境でどのような形でどのよう
な仕事を行うのか、具体的なイメージを持っ
て実感し、研修に実践的に取り組めるように
なる。介護保険サービス（居宅、施設）、介護
保険外サービス等に関する多様な介護サービ
スの理解、視聴覚教材の活用、現場職員の体
験談、サービス事業所における受講者の選択
による実習・見学等を活用した介護職の仕事
内容や働く現場の理解などの学習を行う。 
6 時間 
介護における尊厳の保
持・自立支援 
利用者の尊厳のある暮らしを支える専門職で
あることを自覚し、自立支援、介護予防とい
う介護・福祉サービスを提供することを目的
とする。アドボカシー、エンパワーメント、
利用者のプライバシー保護、介護分野におけ
る QOL、ICF、ノーマライゼーション、虐待
防止、身体拘束禁止、利用者の自立や介護予
防の理解などの学習を行う。 
9 時間 
介護の基本 介護職に求められる専門性と職業倫理の必要
性に気づき、職務におけるリスクとその対応
策のうち重要なものを理解する。介護を必要
としている人の個別性を理解し、その人の生
活を支えるという視点からの支援を理解す
る。介護職の役割や専門性、他職種との連携、
介護職の職業倫理、リスクマネジメント、介
6 時間 
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護職の心身の健康管理などの学習を行う。 
介護・福祉サービスの理
解と医療との連携 
介護保険制度の理解、医療職種との連携、リ
ハビリテーション、障害者自立支援制度、個
人情報保護法、成年後見制度等の理解などの
学習を行う。 
9 時間 
介護におけるコミュニケ
ーション技術 
高齢者や障害者のコミュニケーション能力は
一人ひとり異なることと、その違いを認識し
てコミュニケーションを取ることが専門職に
求められていることを認識する。介護におけ
るコミュニケーション技術や記録・報告等に
おけるコミュニケーション技術などの学習を
行う。 
6 時間 
老化の理解 加齢・老化に伴う心身の変化や疾病について、
生理的な側面から理解する。老化に伴うここ
ろとからだの変化と日常生活への影響、高齢
者の疾病と生活上の留意点などの学習を行
う。 
6 時間 
認知症の理解 介護において認知症を理解することの必要性
に気づき、認知症の利用者を介護する時の判
断の基準となる原則を理解する。認知症ケア
の理念、医学的側面から見た認知症の基礎と
健康管理、認知症に伴うこころとからだの変
化と日常生活、家族への支援技術などの学習
を行う。 
6 時間 
障害の理解 障害の概念と ICF、障害者福祉の基本的な考
え方について理解し、介護における基本的な
考え方について理解する。障害の概念と ICF、
ノーマライゼーションの概念、障害の医学的
側面、生活障害、心理・行動の特徴、かかわ
3 時間 
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り支援等の基礎的知識、障害の理解・障害の
受容支援等の家族への支援技術などの学習を
行う。 
こころとからだのしくみ
と生活支援技術 
介護技術の根拠となる人体の構造や機能に関
する知識を習得し、安全な介護サービスの提
供方法等を理解し、基礎的な一部または全介
助等の介護が実施できる。 
①基本知識の学習…10～30 時間程度：介護の
基本的な考え方、介護に関するこころのしく
みの基礎的理解、介護に関するからだのしく
みの基礎的理解などの学習を行う。 
②生活支援技術の学習…50～55 時間程度：生
活と家事、快適な居住環境整備と介護、整容
に関連したこころとからだのしくみと自立に
向けた介護、移動・移乗に関連したこころと
からだのしくみと自立に向けた介護、食事に
関連したこころとからだのしくみと自立に向
けた介護、入浴、清潔保持に関連したこころ
とからだのしくみと自立に向けた介護、排泄
に関連したこころとからだのしくみと自立に
向けた介護、睡眠に関したこころとからだの
しくみと自立に向けた介護、死にゆく人に関
したこころとからだのしくみと終末期介護な
どの学習を行う。 
③生活支援技術演習…10～12 時間程度：介護
過程の基礎的理解、総合生活支援技術演習な
どの学習を行う。 
75 時間 
振り返り 研修全体を振り返り、本研修を通じて学んだ
ことについて再確認を行うとともに、就学後
4 時間 
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も継続して学習・研鑽する姿勢の形成、学習
課題の認識を図る。就業への備えと研修終了
後における継続的な研修などの学習を行う。 
（出典）雇用均等・児童家庭局総務課「他制度の認定研修のカリキュラム等について」
２９）、厚生労働省、２０１１、ＰＰ.８－１２。 
 
従来のホームヘルパー２級と介護職員初任者研修の違いは、ホームヘルパ
ー２級は訪問介護において身体介護・家事援助をするために必要な資格であ
った。要介護認定を受けた高齢者や障害者の在宅を訪問し、入浴、排泄など
の身体介護や、生活援助などの生活全般の介護サービスを提供するための資
格であったのに対し、介護職員初任者研修は、在宅・施設を問わず、介護職
として働く上で基本となる知識・技術を修得する研修であると位置づけてい
る。しかし、その内容から見てみると、介護職における基礎的知識や技術を
習得する意味においてはホームヘルパー２級との違いはほとんどない。 
また、ホームヘルパー２級と介護職員初任者研修の講習時間は１３０時間
で同様であるが、１３０時間に対する内訳が変更となったのみである。ホー
ムヘルパー２級の場合には、講義時間５８時間、介護援助技術時間４２時間、
施設での実習３０時間となっていたが、介護職員初任者研修の場合には、講
義時間４０時間、介護援助技術時間９０時間となっている。主な違いとして
は、現場での実習がなくなり、必要に応じて施設の見学等を実施することが
できる。 
介護職員初任者研修の講習時間は合計１３０時間である。総１０項目分類
されており、職務の理解６時間、介護における尊厳の保持・自立支援が９時
間、介護の基本が６時間、介護・福祉サービスの理解と医療との連携が９時
間、介護におけるコミュニケーション技術、老化の理解、認知症の理解が各
６時間、こころとからだのしくみと生活支援技術が７５時間、振り返り学習
が４時間となっている。これらの講習終了時には、筆記試験による修了評価
を１時間程度受けなければならない。 
表１５の内容を見てみると、職務の理解は介護職員初任者研修の業務に関
する基本的な原則と専門性を持つ職種としての介護サービスの理解などを主
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な内容としており、講義と演習を中心に必要に応じて施設の見学等を実施す
るようにしている。介護における尊厳の保持・自立支援、介護・福祉サービ
スの理解と医療との連携、介護におけるコミュニケーション技術、老化の理
解、認知症の理解、障害の理解では、主に講義と演習を中心に行われ、利用
者の自立に向けた支援、介護予防に関する理解、利用者との接し方、その家
族へのコミュニケーション技術、職場における記録の仕方や他職種との連携
におけるコミュニケーション技術等から記録と報告の業務に対する目的及び
重要性を学び、加齢に伴う老化による様々な老人性疾病の医学的観点からの
理解、介護保険制度や障害者自立支援制度等の様々な制度の理解などの講習
を行っている。介護の基本では、介護職員の自己管理や安全管理を主な内容
としており、健康管理、ストレスの管理、自己開発などの講習を講義と演習
で学習することになる。こころとからだのしくみと生活支援技術では、基本
知識の学習、生活支援技術の学習・演習に分類し、排泄介助、入浴介助、衛
生に関する予防事項、移乗・移動介助、感染予防に関する事項、ターミナル
ケアなどの介護サービス提供時に必要な基礎的知識を学習する。これのみな
らず、家事及び日常生活の支援に関わる講習も行っており、いわゆる、食事
の準備や洗濯、掃除、外出の手伝い、必要に応じての薬服用の見守りといっ
た生活支援に関わる基礎的知識の講習も行う。こころとからだのしくみと生
活支援技術は７５時間の講義と演習で構成されており、介護職員初任者研修
の合計講習時間の半分以上の時間割となっている。介護職員初任者研修を受
けるほとんどの受講生は、訪問介護や施設介護の業務に従事しようとする場
合が多いため、こころとからだのしくみと生活支援技術で実施しているすべ
ての介護援助技術に関わり、利用者への安全にも影響を及ぼすため、こころ
とからだのしくみと生活支援技術の講義と演習は介護職員初任者研修の項目
の中では非常に重要である。振り返りの講習では、それまでに行った介護に
関する基礎的知識の復習を行い、必要に応じて施設の見学等を実施すること
ができる。 
これらの内容による介護職員初任者研修の研修受講期間は、各養成機関で
定めたコースによって様々であるが、早期終了の場合には約１カ月間の講習
で修了することができる。 
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介護職員初任者研修の項目及び時間数を今後外国人技能実習生に適用する
場合には、大きく次の三つに留意していかなければならない。 
①介護職員初任者研修は、在宅や施設を問わず介護職員として働く上で基本
的な資格となる。そのため、カリキュラム内容も介護に関する基本的な知
識・技術を修得することを目的としている。しかし、介護とは何かを考え
るための項目はなく、職務の理解、介護の基本などのような介護職とは何
かから始まるカリキュラム内容となっている。そのため、家庭内での介護
経験がない若者や介護の概念が確立されていない外国人に対しては、介護
の本質や介護福祉論のような介護の理念、目的、歴史などを含むカリキュ
ラム内容が必要である３０）。介護職員初任者研修のカリキュラムにおいても
介護における尊厳の保持・自立支援の項目は存在するが、９時間の講習で
あるため介護の概念のない外国人に理解させるには時間的に限界がある。 
介護職員初任者研修カリキュラムは利用者が高齢者だと前提している。
そもそも介護職員初任者研修を修了した者は、高齢者を対象とする福祉施
設や医療機関、在宅介護を実施する指定訪問介護事業所などへ就職する場
合が多いため、その内容も老化の理解、認知症の理解などと高齢者の介護
に向けての基礎知識を修得する。外国人の場合においても今後高齢者の介
護を主に行う受け入れ機関が多いことを考えると、老化の理解、認知症の
理解のような知識の修得は必要不可欠である。つまり、受け入れ機関の種
類によって介護の理論的知識や介護技術などのカリキュラム内容の差をつ
ける工夫が必要である。例えば、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
と障害者施設では利用者の状態が違うので、それらの施設におけるサービ
スを念頭においたカリキュラムが必要であると考えている。介護老人福祉
施設利用者は老化や認知症などが中心であり、障害者施設利用者は自立や
社会参加の促進のためのサービスが中心になる。また、介護職員初任者研
修のカリキュラムでは、こころとからだのしくみと生活支援技術の項目に
て演習を実施しているが、これはあくまでも演習を中心とした項目である
ため、実習の義務がない。そのため、日本人の受講者でも介護の現場を体
験する機会がなく、修了後初めての経験となる。外国人の場合、介護が初
めてである場合もあり、カリキュラム内容として介護技術の修得のみなら
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ず、介護現場の見学や実習などを行うべきである。 
②介護職員初任者研修の合計講習時間は１３０時間である。これは実務者研
修の合計講習時間４５０時間に比べると３分の１以下の時間数であり、今
まで介護を経験したことのない外国人に対しての教育時間としては短すぎ
る。また、理論的な基礎知識を修得する時間は５１時間（職務の理解、介
護における尊厳の保持・自立支援、介護の基本、介護・福祉サービスの理
解と医療との連携、介護におけるコミュニケーション技術、老化の理解、
認知症の理解、障害の理解）であるため上記で述べたような介護の概念、
目的、歴史などを修得するには困難である。したがって、研修時間の大幅
な増加が必要である。 
  また、こころとからだのしくみと生活支援技術の場合、講習７５時間の
うち、生活支援技術演習は１０～１２時間であり、生活支援技術の学習（５
０～５５時間）で修得した技術を実践するには短時間である。 
③日本人向けの場合、受講終了時には筆記試験（１時間）による修了評価が
行われる。しかし、筆記試験は介護職員初任者研修実施機関によって実施
するため、試験問題に関する規定はなく、試験問題内容も様々である。そ
のため、外国人を対象に試験問題を提出する場合にも合格させようと思え
ば誰でも合格できるシステムとなっている。つまり、日本の受け入れ機関
が受け入れることだけを目的に試験を実施した場合には、介護現場での介
護職員の質の問題や利用者への介護事件につながる可能性が大きい。介護
は利用者が安心して安全に暮らせるよう支援していくため行われることで
あるため、外国人を対象に実施する場合には、行政側からの筆記試験問題
の規定もしくは筆記試験問題の届出などを設ける必要がある。 
また、外国人を対象に行う試験であるため、日本語での試験を実施する
場合にはひらがな表記を行うことや母国語での試験が可能となることや試
験実施時間などの配慮が必要である。 
 以上のように、日本における介護福祉士養成のカリキュラムの考え方や実
務者研修のカリキュラム、介護職員初任者研修のカリキュラムの内容及び時
間数を見てきた。今後外国人介護労働者を受け入れるためにはカリキュラム
の改善も必要であることが明らかになった。日本語や日本の文化に関する教
170 
 
育は最優先課題として必要であり、介護における基礎的知識として介護の概
念、介護職の役割、高齢者介護・医療への理解、コミュニケーション技術、
介護技術・演習、日本の介護現場の理解なども必要であることがわかった。
また、このようなカリキュラムを修得するためには相当な時間を要すること
となり、そのためには外国人技能実習生の送り出し機関と受け入れ機関との
密接な関わりによる事前教育も必要であることが理解できた。 
今後どのような形で介護分野における外国人技能実習生の受け入れが決ま
るか未知数であるが、介護の現場は利用者の命や生活全般を支援する専門性
を持つ仕事であることを認識しなければならない。そのためには、介護福祉
士養成カリキュラムの考え方を参考に、すでに日本国内で実施している実務
者研修のカリキュラム内容や介護職員初任者研修のカリキュラム内容を綿密
に検討し、介護分野における質の良い外国人技能実習生を養成するためのカ
リキュラムを考えていかなければならない。また、経済連携協定（ＥＰＡ）
が人手不足問題を解決するための目的ではないとしても、経済連携協定（Ｅ
ＰＡ）における厳しすぎる規制の影響により人材の受け入れ人数を間接的に
制限してしまうことの裏返しとして、外国人技能実習生の受け入れが何らの
規制もないまま介護職として機能するのであれば日本の介護現場は人手不足
以外の新たな問題に直面することとなる３１）。 
 
第３節 日本における介護分野の人材確保問題 
 
 第１節から第２節まで見てきたように、日本における団塊の世代の高齢化
に伴い、介護サービスの需要は年々増加していく反面、介護サービスを提供
する介護人材は重労働や低賃金のイメージも強く、慢性的な人手不足に悩ん
でいる。日本は、働きながら資格を取る人の賃金や受講料を公費で負担する
介護雇用プログラムやハローワークでの求職者と介護事業所とのマッチング
機能を強化するなど、介護分野における人材を呼び込むための対策や介護福
祉士の退職届出を義務化することで復帰しやすい体制を整えること、今後の
外国人労働者の活用など様々な対策を考えてきた３２）。このような日本政府の
対策にもかかわらず、介護現場における人材不足は未だに続いている大きな
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課題として残されており、人材不足問題はこれからますます深刻になってい
くと予想できる。このような問題意識から、本論文では、介護分野における
人材不足問題対策のひとつとして外国人労働者の確保の観点から、日本にお
ける経済連携協定（ＥＰＡ）や外国人技能実習制度の導入背景やその仕組み
などについて述べてきた。 
 特に、第２章においては、日本における外国人介護労働者の受け入れに関
する議論について述べたところ、今後介護分野における外国人介護労働者の
受け入れは必要不可欠であるが、介護の仕事は、利用者の日常生活全般を支
え、必要に応じて専門性の高い技術による介助を行わなければならない。そ
のため、介護における専門的な技術や知識を持っていない外国人介護労働者
の受け入れに関する賛否が激しいことから様々な指摘や懸念に対応する必要
がある。そのためには、今後日本の介護分野における外国人技能実習生の受
け入れは、どのような観点から考えていくべきであるのか。 
第６章ベトナムにおける介護分野の技能実習生確保への取り組みによるベ
トナム・ハノイでの現地調査を行った結果から考えると、次のように整理で
きる。 
第一に、日本語教育の不十分さが指摘できる。実際、重要な介護技術の一
つとして修得しなければならないのがコミュニケーション技術である。特に、
看護・介護分野のように人の身体的・精神的状態を理解した上で行わなけれ
ばならない職種においての技能実習又は研修の場合には、Ｎ３～Ｎ２を求め
るべきではないかと考えられる。介護の場面において排泄介護を行うにして
もその時の尿・便の状態や皮膚の状態、排泄介護時の利用者とのコミュニケ
ーションのやり取りなどで利用者のあらゆる状態を把握し、スーパーバイザ
ーへその時の状況を報告、記録していかないといけないためである。また、
第７章第２節の介護職員養成カリキュラムを見てみると、２年課程の介護福
祉士養成カリキュラムでは、人間としての尊厳の保持と自立した生活を支え
るため、介護場面における権利擁護やアドボカシーなどの人間の尊厳と自立
に関する教育を設けている。加えて、介護実践のために必要なコミュニケー
ション技術を様々な角度から学習している。介護職員初任者研修養成カリキ
ュラムにおいても、介護における尊厳の保持・自立支援、介護におけるコミ
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ュニケーション技術の学習を行っている。２年課程の介護福祉士に比べると
介護職員初任者研修での学習は合計１８時間と短い時間ではある。これはあ
くまでも日本語を母語として使用している場合であり、介護分野の外国人技
能実習生の場合は、より膨大な時間割合をこの介護における尊厳の保持・自
立支援、介護におけるコミュニケーション技術の学習に当てなければならな
い。 
第二に、ベトナム人の介護に関する認識度が低い点である。第６章で述べ
た訪問調査で明らかになったのは、「介護」という言葉の概念がベトナムでは
まだ定着していないことである。このことから考えると、２年課程の介護福
祉士養成カリキュラムでは、介護の歴史を始め、介護福祉士を取り巻く状況、
介護福祉士の役割と機能を支える様々な仕組み、ＱＯＬ、ノーマライゼーシ
ョンの考え方から利用者の尊厳を支える介護について十分な学習を行う必要
がある。また、介護過程の項目からは、介護過程の意義及びアセスメントの
方法、実践的な展開に関する事例学習を行う必要がある。介護職員初任者研
修養成カリキュラムにおいても、在宅におけるケア等の実践について、介護
職がどのような環境で行われているのかを視聴覚材料や現場職員の対談、介
護現場の見学の実施などの学習により職務の理解をさせなければならない。
加えて、介護・福祉サービスの理解と医療との連携、他関連職種との連携に
ついても学習する必要がある。 
このようなことから介護分野における外国人技能実習生の確保やそのカリ
キュラムの検討に当たって考えられるのが「まんじゅう型」から「富士山型」
への介護人材の構造転換である。この介護人材の構造転換に関する考え方は、
厚生労働省第４回社会保障審議会福祉部会において、今後の介護人材の確保
のための具体的な方策の一環として提示されたものである３３）。 
その主な内容をみてみると、下記のように介護人材の構造転換として５つ
の目指すべき姿を示している３４）。 
①すそ野を拡げる：人材のすそ野の拡大を進め、多様な人材の参入促進を図 
る。 
②道を作る：意欲や能力や役割分担に応じたキャリアパスを構築する。 
③長く歩み続ける：一旦介護の仕事についた者の定着促進を図る。 
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④山を高くする：専門性の明確化・高度化を図り、継続的な質の向上を促す。 
⑤標高を定める：限られた人材を有効活用するため、機能分化を進める。 
このように、今後介護分野における外国人技能実習生を受け入れるに当た
ても、各介護現場において外国人技能実習生が果たすべき役割について明確
に検討を行う必要がある。つまり、介護分野における外国人技能実習生にど
のレベルまでの介護業務をしてもらうかによりカリキュラム内容も異なり、
その果たすべき役割の内容に沿ったカリキュラムの作成及び実施を行うべき
であると考えている。また、介護技術に関するカリキュラム内容においても
前述したように、専門性の明確化や高度化を図るためには、視聴覚材料や現
場職員の対談、介護現場の見学、介護技術の練習など受け入れ機関での学習
がより重要である。 
第三に、日本文化に対する理解が不十分な点である。これは、第一の日本
語によるコミュニケーション技術にも深く関連しており、ベトナム・ハノイ
での現地調査時にも４カ所の教育機関のうち計画的な日本文化の教育を実施
しているのは１カ所のみであった。一般的に言語と文化は表裏一体であると
言われている。それらは話し相手のアイデンティティを表すものであり、特
に、介護業務は利用者の私生活に密接な関わりを持つため、礼節と作法や話
法は日本の文化と一体となり、日本的介護精神を創造している。そのため、
日本的介護を身につけるためには、日本文化に対する理解は欠かせない。 
第四に、外国人技能実習生の人権擁護に関する学習の必要性である。ベト
ナム・ハノイでの現地調査時にも教育機関から聞いたように、事業主による
パスポートの取り上げなどの人権侵害や研修時間外に労働を行っても残業手
当の支給がなかったり、最低賃金以下の賃金しかもらえないなどのことはす
でに日本国内でも問題視されている部分である。その結果、日本で技能実習
生が職場から逃亡し、不法滞在労働者となって罪を犯す事件などが発生して
いる。そのため、介護職員の心身の健康管理や日本人と同様に適切な処遇を
確保されるための関連法の学習やネットワーク情報の提供なども必要となる。 
以上のような４点が、今後日本の介護分野における外国人技能実習生の受
け入れに対する養成カリキュラム作成時に盛り込まれるべきである。これら
以外にも、加齢・老化に伴う心身の変化や病気からの体の変化と日常生活へ
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の援助、認知症の理解、障害の理解、福祉六法をはじめ、介護に関連する様々
な関連法の理解をさせる必要がある。 
 日本の介護分野における外国人労働者の受け入れは､ ２０１６年９月現在､
経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく受け入れのみであり､ 日本から積極的な受
け入れ姿勢を示しているものではない｡ しかし､ 少子高齢化に伴う介護ニー
ズの増大と労働力不足は必然的に生じるに違いない。介護分野については､ 
専門的・技術的労働者と、家事補助者やベビーシッター等の単純労働者の中
間に位置付けられるなど､ 国内労働市場において職種概念があいまいな面が
あり､ 受け入れにあたって､ 外国人労働者に求められる介護サービスの内容
について日本国内の合意の形成に難しい面が残されている｡介護分野におけ
る外国人技能実習制度の実施に当たっては､ ベトナムなどの送り出し国側の
メリット及びデメリットに留意するとともに入念な対応が今後必要である。 
 日本のこのような状況から考えると、日本以上に速いスピードで少子高齢
化が進んでいる韓国においても、介護人材不足問題は必然的に生じる問題で
ある。その場合の対策の一環として、韓国の外国人勤労者雇用許可制度が一
つの鍵になる。現在日本で問題視されている介護分野における外国人技能実
習生の受け入れにおける課題や問題を明らかにすることは韓国に大きな示唆
を与える。 
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結び 
 
 第１章では、日本と韓国における統計資料からみた高齢者の状況について
検討することにより、老年人口の増加や生産年齢人口の減少によって、世代
間扶養の基で成り立っている社会保障費の負担や要支援・要介護状態の高齢
者の介護問題は生産年齢人口にとって過重になっていることが明らかになっ
た。そしてそれは、ますます大きくなると予測されている。 
第２章では、日本における外国人労働者の受け入れ状況や外国人技能実習
生の受け入れ状況を検討した。日本における外国人労働者数は現在に至るま
で年々増加傾向であり、近年では東南アジア諸国の中でも特にベトナムから
の外国人労働者数及び外国人技能実習生数が年々増加傾向であることが明ら
かになった。 
第３章では、韓国で一時的な労働者として受け入れた外国人産業研修制度
の変遷について検討し、その中で韓国の外国人産業研修制度が失敗となった
背景について明らかにした。また、外国人産業研修制度から新たな制度とし
て制定された外国人勤労者雇用許可制度についても検討し、外国人産業研修
生への差別的な接遇や人権侵害などの問題を解消するため、研修生から外国
人勤労者としての在留資格へ変更した経緯が明らかになった。 
第４章では、日本の経済連携協定（ＥＰＡ）について検討を行い、現在日
本で起こっている外国人労働者の問題点や、外国人介護労働者の受け入れに
関する各団体の議論や今後の日本における単純労働者としての外国人介護労
働者の受け入れ方針について課題や問題点を明らかにした。 
第５章では、日本における外国人技能実習制度についての検討を行い、外
国人技能実習制度の歴史的過程や外国人技能実習制度の目的及び仕組み、帰
国後の外国人技能実習生に対するフォローアップについて検討し、外国人技
能実習制度が最初は短期的な受け入れを目的として設けられ、今はもはや長
期的な受け入れを目的とする制度として変容していかざるをえないことにつ
いて明らかにした。 
第６章では、今後日本の介護分野の外国人技能実習生の受け入れに関する
事前調査として、ベトナムに限定し、現地調査を行った結果、管見の限りで
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は多くの教育機関が今後日本に送り出す介護分野における技能実習生を教育
する予定であることが明らかになった。しかし、その中では、経済連携協定
（ＥＰＡ）の実績により介護に関する教育が確立できている教育機関もあれ
ば、未経験の教育機関も存在しており、未だ介護の概念が定着していないベ
トナムからの介分野における外国人技能実習生の日本への受け入れには外国
人向けの介護教育のカリキュラムの確立が必要であることが判った。 
第７章では、日本における介護職員養成カリキュラムを検討することによ
り、今後日本における介護労働力不足問題を解決するためには介護分野にお
ける外国人技能実習生の受け入れが必要不可欠であることを明らかにした。
しかし、介護福祉士、介護職員初任者研修などのカリキュラムの検討から考
えると、介護の概念が確立できていない外国人技能実習生に対し、現行の外
国人技能実習制度で行われている研修の時間割合は不十分な状態であり、今
後介護分野における外国人技能実習生を受け入れるに当たっては、外国人技
能実習生に対する介護サービスを提供するための研修の確立が必要であるこ
とが明らかになった。 
 以上のように、介護分野における外国人労働者の受け入れに関する一つの
対策として考えられる外国人技能実習制度は非常に不安な状態である。 
 日本における外国人技能実習制度は、主に発展途上国から外国人を招き、
日本の技術・技能等の修得を援助、支援することや発展途上国へ技術を移転
することで、国際社会に貢献することを目的として設けられた制度である。
もともとは、労働関係法規の適用のない研修生から、労働関係法規の適用の
ある技能実習生に移行させる研修・技能実習制度であったが、２００９年の
「出入国管理及び難民認定法」の改正により、一定期間の研修を経てから労
働関係法規を適用させる技能実習制度として一本化された。 
技能実習制度は国際貢献という目的をもった制度であるにもかかわらず、
実際には、技能実習生を労働者の代替的存在として捉え、農業、漁業、縫製
などの日本人労働者が不足している分野での労働力不足解消のために利用さ
れているといった実態があった１）。特に、外国人技能実習生は、技能実習を
実施する予定の実習実施機関を特定した場合のみ在留資格が与えられるため、
特定しなかった場合には実習実施機関を移る自由がない。そうすると、実習
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実施機関での待遇に不満を持っていても、これに抗議したり外部に保護を求
めたりすれば、実習実施機関を失って帰国せざるを得ないことになる。 
実習実施機関である受け入れ機関がこのような外国人技能実習生を不足す
る労働力として利用し、これを搾取するといった問題を解決するため、労働
関係法が適用される外国人技能実習制度として改正された以降も、賃金の問
題のみならず、労災事例などの外国人技能実習生に対する不正行為は未だに
続いている状況である。このような状況が介護分野における技能実習生に対
しても生じないようにする必要がある。 
２０１６年９月の段階では、ベトナムにおいては介護分野における外国人
技能実習制度の具体的実態がほとんどないこと、日本側における介護職の在
留資格問題が確定していないこと、日本において介護分野における外国人技
能実習生の受け入れ機関の実態がないため、本稿にはこれらの点についての
分析ができなかったという限界がある。しかし、ベトナムにおける送り出し
機関の実態が確認され、介護分野における在留資格が法制化され、受け入れ
機関ができた時には、それらを分析することを今後の課題の一つにする。 
韓国における当時の外国人産業研修生は、「勤労労働法」上の保護を受ける
ことなく、低賃金の外国人労働力として扱われるなどの問題点から在留資格
を変更することとなったが、これを除くと日本の外国人技能実習制度と導入
背景や制度の仕組みなど類似点が多い。 
現在日本と韓国においては、政府の意思とは関係なく、すでに多くの多様
な国の外国人労働者が流入している。このような状況は、当分の間持続する
と考えられる。問題はすでに流入した外国人労働者の相当が移住・定住を念
頭に入れている点である。また、これだけではなく、外国人労働者の移住・
定住によるその家族の就労問題や子どもの教育問題などが付随的に発生して
いる。 
このような状況から考えると、少子高齢化による介護労働力の不足問題を
解決するための一つの方法として考えられている日本の介護分野における外
国人技能実習制度やその運用は、韓国における介護分野の外国人労働者を確
保するに当たっての制度設計とその運用の検討や、すでに第７章第３節で述
べた介護分野の外国人労働者への教育の４点の課題等において韓国に対し大
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きな示唆を与えるに違いない。したがって、近々生じるであろう韓国におけ
る外国人介護労働者の確保問題については、今後の研究課題の一つとしたい。 
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